
令和３年度

特に重要なお知らせ

団体⻑期障害所得補償保険
団体総合生活補償保険
団体レジャー保険

ご加入の内容等に関する重要な項目のうち、特にご確認いただきたい事項および特にご注意いただきたい事
項を記載しています。
お申込み前に必ずお読みいただき、内容をご確認・ご了解のうえ、お申込みいただきますようお願いいたします。

団体⻑期障害所得補償保険
健康状態の告知についてのご案内 ・・・・・・・・・ P１
健康状態告知書質問事項回答欄の解説 ・・・・・・・・・ P２

団体保険のご案内
（団体総合生活補償保険（個賠型）/団体総合生活補償保険（標準型））

お⽀払いする保険⾦および費⽤保険⾦のご説明 ・・・・・・・・・ P９〜23

重要事項のご説明（契約概要のご説明 注意喚起情報のご説明） ・・・・・・・・ P24〜39

団体総合⽣活補償保険（医療・親介護プラン）
健康状態の告知についてのご案内 ・・・・・・・・・ P３
健康状態告知書質問事項回答欄の解説 ・・・・・・・・・ P４

加入申込票記入例 ・・・・・・・・・ P５〜８

（2021年7月承認）A21-101504



健康状態告知書質問事項回答欄の記入にあたり重要な事項をご説明します。
告知の内容が正しくないと､ご契約が解除され保険金をお支払いできない場合があります。
以下の説明をすべてご確認・ご理解のうえ正しい告知をお願いします。
なお、被保険者ご本人とは、加入申込票・被保険者明細書の被保険者（基本部分）欄に記載された方をいいます。

健康状態告知書質問事項回答欄を記入する前に必ずご覧ください。健康状態告知についてのご案内

1 告知の重要性お客さま
チェック欄

お客さま
チェック欄

　健康状態告知は公平な保険契約の引受判断のための重要な事項ですから、必ず被保険者ご本人が、 ｢事
実を｣ ｢ありのまま｣ ｢もれなく｣ お答えください。
　親介護一時金支払特約をセットする場合の健康状態告知の回答にあたっては、必ず特約被保険者となる
方に健康状態に関する質問事項と「健康状態告知についてのご案内」に記載された事項をすべて説明し、
回答内容をそのまま記入ください。
※親介護一時金支払特約の特約被保険者となる方に、被保険者本人が代理して回答する旨を了解いただき、被保険者ご本人が特約被保険者の健康
状態を回答してください。

8 再告知の取扱いお客さま
チェック欄

　特定疾病等を補償対象外とする条件で加入する方は、新たに告知しなおすこと（再告知）によって、継続後の加入条件を変更できる
ことがあります。継続して加入する際には現在の引受条件をご確認ください。

9 その他ご注意いただきたい事項お客さま
チェック欄

　正しく告知をした場合でも、保険期間の開始時より前に病気、ケガまたはその他の要介護状態の原因となった事由が生じた場合は、
引受保険会社は保険金をお支払いできません（始期前治療について協定書に定めのある場合、その規定により保険金をお支払いで
きることがあります）。

　
　そのほかにも、「重要事項のご説明 契約概要のご説明・注意喚起情報のご説明」には、ご加入に際して特に確認いただきたいこと
を記載しています。お申込みの前に必ずお読みください。

※加入申込票・被保険者明細書の「特定疾病等対象外欄」の「疾病コード」欄に「A1」～「Y1」のコードが印字されている場合の補償対象外とする
疾病の範囲は別紙「親介護一時金以外用 健康状態告知書質問事項および健康状態告知書質問事項回答欄記入要領」または別紙「親介護一時金
以外用 健康状態告知書質問事項回答欄の解説」の『病気・症状一覧表の解説』をご参照ください。なお、「病気・症状一覧表」にある「A1」～
「Y1」以外のコードが印字されている場合の補償対象外とする疾病の範囲は別紙「親介護一時金以外用 健康状態告知書質問事項回答欄の解
説」の『「特定疾病等対象外欄」に関するご注意』をご参照ください。

※継続後の引受条件を変更する場合は、現在の引受条件にかかわらず、別紙「親介護一時金以外用 健康状態告知書質問事項および健康状態告
知書質問事項回答欄記入要領」または別紙「親介護一時金以外用 健康状態告知書質問事項回答欄の解説」「病気・症状一覧表の解説」を参照し、
再告知をしてください。

※再告知をした場合は、上記１～７が適用されますので、ご注意ください。

数年前に告知した際、健康状態告知書質問事項に該当したため特定疾病等を補償対象外とする条件となったが、その後一切病気をする
こともなく健康を保ち、現時点で告知すればすべての告知回答が「いいえ」となるケース

加入申込み時点では健康だったが、その後保険期間の開始時より前に発病と診断され、保険期間の開始時より後にその病気によって就
業不能となったケース

2 正しく告知しなかった場合の取扱いお客さま
チェック欄

　告知する事項は加入申込票・被保険者明細書裏面「健康状態告知書質問事項」に記載しています。もし、故意
または重大な過失によって、これらについて事実を告知しなかったり、事実と異なることを告知した場合、告知を
受領した保険契約の保険期間の開始時（補償の開始時）（注）から１年以内であれば、引受保険会社は「告知義
務違反」としてご加入を解除することがあります。
　保険期間の開始時から１年を経過していても、告知のなかった事実、または告知の内容と異なる事実に基づ
く保険金支払事由が保険期間の開始時から１年以内に発生していた場合には、ご加入を解除することがありま
す。また、「告知義務違反」の内容が特に重大な場合、保険期間の開始時からの経過期間に関係なく保険契約を

『詐欺による取消し』とすることがあります。
（注）継続契約の場合は、継続されてきた最初の保険期間の開始時となります。

告知義務違反により
ご加入が解除された場合

○解除後の補償はなくなり、たとえ保険金支払事由が発生していても保険金をお支払いすることはできません。
※ただし、「解除前に発生した保険金支払事由」と「解除の原因となった事実」との因果関係の有無によっては、保険金をお支払いすることが
　あります。

『詐欺による取消し』
となった場合

○保険期間の開始時期から補償がなくなるため、たとえ保険金支払事由が発生していても保険金をお支払いすることは
　できません。
○既に払い込んだ保険料は返還できません。

し
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り
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7 健康状態の告知が必要な方
健康状態告知書質問事項回答欄に回答いただく必要のある方は、以下のいずれかに該当する方です。
● 今回新たに加入する方
● 継続して加入する際に、補償項目の追加などの変更（注）をする方
（注）健康状態に関する告知の対象となる補償項目について、新たな補償を追加する場合、保険金額を増額

する場合、てん補期間を延長する場合、特定疾病等を補償対象外とする条件を変更する場合などが該当
します。

※前契約からすべての条件を変更することなく継続して加入する方は、新たに告知する必要はありません。

し
っ
か
り
確
認
し
て
、

告
知
し
な
い
と
ね
。

5 告知内容を確認させていただく場合があります。お客さま
チェック欄

お申込み後または保険金請求の際、告知内容について確認させていただく場合があります。

告
知
内
容
を
確
認

さ
せ
て
く
だ
さ
い
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3 書面によるご回答のお願いお客さま
チェック欄

　質問事項へのご回答は、保険会社の引受判断上、重要な事項のため、取扱代理店への口頭によるご回答では
なく、書面にてご回答くださるようお願いします。
※健康状態告知書質問事項回答欄は加入申込票・被保険者明細書の一部となっています。取扱代理店は保険契約の告知受領権を有して
いますが、取扱代理店に口頭でご回答されても告知をしたことになりませんのでご注意ください。

※特定疾病等を補償対象外とする条件での加入については、加入申込票・被保険者明細書の健康状態告知書質問事項回答欄の記
載によって決定します（加入時に決定し、個別に引受保険会社から引受条件を通知するわけではありませんのでご注意ください）。
※万一、告知内容が事実と異なる場合には、ただちに取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。
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4 傷病歴等を告知した場合の取扱い

●傷病歴等を告知した場合の取扱い（加入条件について、告知の内容から、以下のいずれかとさせていただきます）

特別な条件なしで
お引き受けします。1 特定疾病等を補償対象外とする

条件でお引き受けします。2 お引き受けできませんので
ご了承ください。3

お客さま
チェック欄

　引受保険会社では、ご加入者間の公平性を保つため、お客さまのお身体の状態すなわち保険金等のお支払
いが発生するリスクに応じた引受対応を行っています。
　告知内容によってはご加入をお断りすることや特定疾病等を補償対象外とする等の特別な条件を付けて
お引き受けすることがあります（傷病歴等がある方をすべてお断りするものではなく、また、傷病の状況によ
っては特別な条件を付けずにお引き受けできる場合があります）。

告
知
し
た
ら
、契
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ど
う
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6 お客さまによるご契約内容の確認についてお客さま
チェック欄

　ご加入後、加入内容について記載した「加入者証」または「加入申込票の写し」で告知内容に誤りがないかのご確
認をお願いします。

加
入
後
の
確
認
も

大
切
な
の
ね
。

継
続
し
て
加
入
す
る
場
合
の
告
知
要
否
チ
ェ
ッ
ク 前契約と同条件で継続する場合、告知は不要で特

定疾病等を補償対象外とする条件も付きません。

現在は特定疾病等を補償対象外とする条件なしで加入。ただし、先日の健康診断で異常を指摘されている（告知事項に該当する）ケース

保険金額の増額など補償内容の拡大に伴い改めて健康状態告知をした結果、特定疾病等を補償対象外とする条件となった場合、その条件は増額等の拡
大した補償部分だけでなく、継続後の補償全体に対して適用されます。

保険金額を増額する場合は告知が必要です。告知
の結果、特定疾病等を補償対象外とする条件が付
いた場合は、継続後の補償全体に対して適用しま
す。

継続後のご契約

特定疾病等を補償対象外とする条件なし

現在のご契約

特定疾病等を補償対象外とする条件なしケース１
（同条件で継続）

ケース２
（増額して継続） 特定疾病等を補償対象外とする条件なし

増額増額

保険金額の増額など補償内容を拡大しますか？
補償内容を拡大する
補償内容は変更なし､または縮小する

現在の特定疾病等を補償対象外とする条件を
変更しますか？
補償対象外条件を変更する
補償対象外条件なし､または変更しない

ご注意ください

例えばこんな場合…

例えばこんな場合…

例えばこんな場合…

健康状態告知は不要です。

特定疾病等を補償対象外とする
条件が付くと全体に適用される

健康状態告知が必要です。

※本紙はお客さまご自身で確認するための帳票です。ご提出の必要はありません。
※『加入申込票・被保険者明細書の写し』と『健康状態告知についてのご案内』（本紙）、『重要事項のご説明 
　契約概要のご説明・注意喚起情報のご説明』はお客さまの控えとなりますので、大切に保管してください。

DX3D-4（170401）（2017年3月承認）GN16D011090（V02-133）GLTD1O

団体長期障害
所得補償保険

※「親介護一時金支払特約」につきましては、1または3のいずれかの取扱いとなります。
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●脳卒中
●脳軟化
●脳出血
●くも膜下
　出血
●脳血栓
●脳塞栓
● 心 筋こう

そく
●狭心症
●心臓弁膜症
●心不全
●心筋炎
●高血圧症
●低血圧症
●動脈
　硬化症

●肺がん
●ぜんそく
●結核
●肋膜炎
●肺気腫
●慢性
　気管支炎
●気管支
　拡張症
●肺化膿症
●肺炎

●胃腸の
　がん
●食道がん
●慢性胃腸炎
●腸閉塞
●腸管癒着症
●慢性
　虫垂炎
●腹膜炎
●胃腸の
　ポリープ
●胃腸の
　かいよう
●幽門狭窄
●食道狭窄

●肝臓・
　胆のう・
　すい臓の
　がん
●肝硬変
●肝炎
●肝肥大
●黄だん
●胆のう炎
●胆石
●すい臓炎

●腎臓・
　泌尿器の
　がん
●腎不全
●尿毒症
●慢性腎炎
●ネフローゼ
●腎炎
●腎う炎
●膀胱炎
●腎臓・
　膀胱・
　尿路の
　結石

循環器
の病気

A6 X6C6 Ｍ6F6
呼吸器
の病気

肝臓、胆のう、
すい臓の病気

胃腸管関係
の病気

腎臓、泌尿器
の病気

●肺がん
●咽頭がん
●気管支ぜん息
●肺気腫
●結核
●間質性肺炎
●肺線維症
●肋膜炎
●慢性気管支炎
●肺のう胞
●自然気胸
●塵肺
●珪肺
●気管支
　拡張症
●肺炎

●胃・腸の
　がん
●食道がん
●かいよう性

大腸炎
●クローン病
●胃・腸のか

いようまた
はポリープ

●腹膜炎
●胃腸炎
●大腸炎

●肝臓・
　胆のう・
　すい臓の
　がん
●肝硬変
●B型肝炎
●C型肝炎
●慢性肝炎
●急性肝炎
●すい炎
●胆石（症）
●胆のう炎
●肝肥大
●黄疸

●腎臓・膀胱
・前立腺の
がん

●慢性腎炎
●急性腎炎
●ネフローゼ
●慢性腎不全
●尿毒症
●のう胞腎
●腎う炎
●腎臓・
　膀胱・
　尿路など
　の結石

●子宮がん
●乳がん
●卵巣がん
●子宮筋腫
●子宮内膜症
●卵巣のう腫
●乳腺症

X3C3
呼吸器系
の疾病

消化器系
の疾病

肝臓・胆のう・
すい臓の疾病

腎臓・泌尿器
の疾病

乳房・子宮・
卵巣の疾病

M3F3 H3 X2C2A2 M2F2 H2
上
記「
病
気・症
状
一
覧
表
」の【
F
群
】の
甲
欄
お
よ
び
乙
欄
記
載
の
病
気・症
状

上
記「
病
気・症
状
一
覧
表
」の【
D
群
】、【
E
群
】の
甲
欄
お
よ
び
乙
欄
記
載
の
病
気・症
状

上
記「
病
気・症
状
一
覧
表
」の【
C
群
】の
甲
欄
お
よ
び
乙
欄
記
載
の
病
気・症
状

上
記「
病
気・症
状
一
覧
表
」の【
B
群
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甲
欄
お
よ
び
乙
欄
記
載
の
病
気・症
状

上
記「
病
気・症
状
一
覧
表
」の【
A
群
】の
甲
欄
お
よ
び
乙
欄
記
載
の
病
気・症
状

上
記「
病
気・症
状
一
覧
表
」の【
H
群
】の
甲
欄
お
よ
び
乙
欄
記
載
の
病
気・症
状

●脳卒中（脳
出血、くも膜
下 出 血 、脳
こうそく、脳
血 栓 、脳 塞
栓）

●脳腫よう
●心筋梗塞
●狭心症
●動脈硬化症
●心臓弁膜症
●心筋症
●心不全
●動脈瘤
●先天性心疾患
●高血圧症
●不整脈

脳・循環器系
の疾病

A3

親介護一時金以外用 健康状態告知書質問事項回答欄の解説
健康状態告知書質問事項は以下のとおりです

＜質問１＞
「がん」「糖尿病」に関するご質問

「医師の診察・検査・治療」について

●以下の①、②のいずれかに該当する項目は
ありますか。

①最近3か月以内に、医師の診察・検査・治療（医
師の指示による服薬を含みます）を受けたこと
がある。

②過去2年以内に、健康診断・人間ドックまたは
医師による診察の結果、異常（要検査・要精密
検査・要治療・要経過観察）を指摘されたこと
がある（検査や治療の結果、「異常なし」となっ
た場合を除きます）。

※ただし、後遺症のないケガおよび右記「完治している
場合は告知不要の病気・症状」に該当する病気・症状
は告知不要です。

＜質問２＞
最近の健康状態・既往症に関するご質問

●脳卒中（脳出血､くも膜下
出血､脳こうそく､脳血栓､ 
脳塞栓、一過性脳虚血発
作（TIA）など）

●脳腫よう ●狭心症
●動脈硬化症 ●心筋症
●動脈狭窄症 ●心不全
●動脈瘤　　
●心筋こうそく
●心臓弁膜症

●肺がん
●咽頭がん
●結核
●肺気腫
●間質性
　肺炎
●肺線維症
●気管支
　ぜん息

●胃・腸の
　がん
●食道がん
●かいよう性
　大腸炎
●クローン病

●腎臓・膀胱・
　前立腺の
　がん
●慢性
　腎不全
●慢性腎炎
●ネフローゼ
●のう胞腎
●尿毒症

●子宮がん
●卵巣がん

●リウマチ（関節
リウマチ、リウ
マチ熱、リウマ
チ性心疾患）

●脊椎カリエス
●後縦靱帯
　骨化症
●筋ジストロフィ

ー症
●重症筋無力症

●精神障害（うつ病などの精神病や神経症、アル
コール・薬物依存症を含みます）・知的障害・発
達障害※

●左記のA～I群にある「がん」以外のがん（悪性
新生物をいい、上皮内がん・肉腫・白血病・悪性
リンパ腫・骨髄腫などの悪性腫ようを含みます）

●糖尿病（高血糖症、耐糖能異常を含みます）
●膠原（こうげん）病
●血友病　
●カリエス
●厚生労働省指定の難病（ただし、メニエール病

を除きます）

●胆のう・
　すい臓の
　がん
●すい炎

●肝臓の
　がん
●肝硬変
●慢性肝炎
●B型肝炎
●C型肝炎

●高血圧症（医師の治療を受
けている場合、または治療
を受けていない場合でも最
低血圧110ミリ以上の場合）

●高脂血症・脂質異常症（高
コレステロール血症を含
みます）

●不整脈（心房・心室細動、
心室頻拍、脚ブロックなど）

●先天性心疾患（心房・心
室中隔欠損症、動脈管開
存症、大動脈縮窄症、ファ
ロー四徴症など）

●肺炎
●じん肺
●けい肺
●肺のう胞
●自然気胸
●慢性
　気管支炎
●気管支
　拡張症
●胸膜炎
　（肋膜炎）

●胃・腸の
　かいよう
　または
　ポリープ

●急性腎不全
●急性腎炎
●腎う炎
●腎臓・膀胱・

尿路などの
結石

●前立腺
　肥大症

●子宮筋腫
●子宮内膜症
●子宮腺筋症
●子宮頸部
　異形成
●卵巣のう腫

●関節炎
●骨髄炎
●神経痛
●頸肩腕症候群

●胆のう
　ポリープ
●胆のう炎
●胆石（症）
●胆管結石

●急性肝炎
●肝肥大
●黄疸

「疾病・症状名」欄記載時のご注意

「特定疾病等対象外欄」に関するご注意

誤った記載例 解　説

病気・症状一覧表の解説

●「医師の診察・検査」には定期健康診断や保険契約の申込みに伴う医師の診
査を含みません。また、診察・検査を受けた結果、「異常なし」となった場合を
除きます。

●「医師の治療」には投薬、注射、手術、放射線治療、心理療法、食事療法など
を含みます。

●「医師の指示による服薬」とは、医師から薬を処方（指示）されていること
（自己判断により服薬していない場合も含みます）をいいます。

　※薬には、点眼薬、吸入薬、座薬、自己注射などを含みます。

告知の対象とはならないケース

●医師から処方（指示）されていない市販の薬（かぜ薬、胃腸薬など）の服用
●市販のビタミン剤の服用など、病気の治療ではなく健康増進のための行為
●メタボリック健診の指摘
●正常な妊娠または分娩
●「完治している場合は告知不要の病気・症状」に該当する病気・症状の治療
　※「完治」とは、症状がなくなり、医師から治療や経過観察の必要がないといわれた状態をい

います。

感冒（かぜ）、インフルエ
ンザ、急性胃腸炎、急性
へ んとう炎 、急 性 咽 頭
炎、急性喉頭炎、急性気
管支炎、急性虫垂炎、急
性中耳炎、外耳炎、結膜
炎、花粉症、アレルギー
性鼻炎、じんましん、そ
けいヘルニア、虫歯

「医師」には歯科
医師を含み、柔道
整復師・指圧師・鍼
灸師は含みませ
ん（以下の質問も
同様です）。

①について、悪性・
良性の区別がつ
かない場合は、検
査結果が出た後
にお申込みくださ
い。

「要検査」または
「要精密検査」の指
示を受けており、現
在、病名が確定し
ていない場合には、
検査を受検し、正
式な病名（診断名）
が確定した後にお
申込みください。

ミギメハクナイショウ（右目白内障）
コウジョウセン（甲状腺）
イセツジョジュツ（胃切除術）
ハツネツ（発熱）

部位の左右などは特定せず、病名のみ「ハクナイショウ」と記載してください。
部位名ではなく、病気・症状名を記載してください。
手術名ではなく、原因となった病名を記載してください。
原因となった病名を記載してください。

上記「病気・症状一覧表」に該当する病気・症状がない場合、その病気・症状の具体的な名称をご記入ください。
「病気・症状一覧表」の甲欄、乙欄に該当する病気・症状の具体名を「疾病・症状名」欄に記入して加入したときは、
加入申込票・被保険者明細書の提出後であっても、保険期間の開始時から条件の訂正またはご加入の取消しをする
ことがあります。

「脳卒中」について
●心脳内の血管の障害で急激に

発症する病気の総称です。脳
出血（血管が破れること）や脳
こうそく（血管が詰まること）は
脳卒中の一種です。

「不整脈」について
●心臓の拍動に早い（頻脈）、遅

い（徐脈）、不規則（期外収縮）
などの異常が生じることをい
います。

「精神障害」について
●精神障害には、「うつ病」「躁病」
「統合失調症」などの精神病、
「パニック障害」「適応障害」など
の神経症のほか、「非器質性睡
眠障害」「心因反応」などが含ま
れます。

※具体的には、平成6年10月12日総務庁告
示第75号に定められた分類項目中の分類
コードF00からF99に規定されたものと
し、分類項目の内容については厚生労働
省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害およ
び死因統計分類提要ICD－10（2003年
版）準拠」によります。

厚生労働省指定の難病について
●具体的な例は下表のとおりですが、最

新の内容は「難病情報センター」ホーム
ページ（http://www.nanbyou.or.jp/）を
ご確認ください。

●なお、メニエール病は「疾病・症状名」欄
に病名を記載することで加入いただけ
ます。

厚生労働省指定の難病の例
（平成29年3月現在）

 親介護一時金 以外用 健康状態告知書質問事項回答欄の書き方や用語を説明しています。なお、 親介護一時金 以外用 健康状態告知書
質問事項回答欄に記入する前に、別紙｢健康状態告知についてのご案内｣を必ずお読みください。

継続して加入する方で、「特定疾病等対象外欄」に以下の印字がある場合の補償対象外となる疾病の範囲は下表のとおりです。

病　気　･　症　状　一　覧　表
A 群
A 1 X 1 C 1 D 1 E 1 F 1 H 1 Y 1

B 群 C 群 D 群 E 群 F 群 H 群 I 群 K 群
（親介護一時金以外用）

脳・循環器系
の疾病

呼吸器系
の疾病

消化器系
の疾病

肝臓系
の疾病

胆のう・すい
臓系の疾病

腎臓・泌尿器系
の疾病

婦人科系
の疾病

骨・筋肉
の疾病

その他
の疾病

甲

　欄

乙

　欄

群
名
コ
ー
ド

●以下の①、②のいずれかに該当する項目は
ありますか。

①過去2年以内に「がん」（悪性新生物をいい、上
皮内がん・肉腫・白血病・悪性リンパ腫・骨髄腫
などの悪性腫ようを含みます）にかかったこと
がある。または、現在、医師から「がん」の検査
を受けるように指示されている。

②過去2年以内に医師から「糖尿病」「高血糖症」
「耐糖能異常」と診断されたことがある。また
は、現在、医師からこれらの検査を受けるよう
に指示されている。

パーキンソン病関連疾患、全身性エリテマトー
デス、全身性強皮症、皮膚筋炎／多発性筋炎、
特発性血小板減少性紫斑病、網膜色素変性症、
脊髄小脳変性症（多系統萎縮症を除く。）、サル
コイドーシス、ベーチェット病、原発性胆汁性肝
硬変 など

病気・症状名のみをご記入ください。
診断された経緯や状況などは記入しないでください。

白内障

梅毒などの性病

自律神経失調症
痛風
貧血症
痔疾

蓄膿症
中耳炎
骨髄炎
バセドウ病

頭部外傷による後遺症
腸閉塞

R0

67
68
69
70

72
74
79
80

82
87
89
91

92
93
94
95

96
97
90

緑内障
椎間板ヘルニア
腰痛症（ぎっくり腰など）

頸椎捻挫（むちうち症）
神経痛
メニエール病

「疾病コード」欄に右記の「A2」
～「X6」のコードが印字されて
いる場合

該当した病気・症状が属する群
全体の病気・症状が補償対象
外となっています。

「疾病・症状名」欄に疾病名が印字されている場合

「疾病・症状名」欄に印字された病気・症状が補
償対象外となっています。

「疾病コード」欄に右記の「67」
～「97」、「90」「R0」のコード
が印字されている場合

該当の病気・症状（コード番号）
が補償対象外となっています。

コード番号

６７

（例）

（例）

（例）

（例）

「疾病・症状名」欄に
具体名を記載された病気・症状

コウジョウセンキノウテイカショウ

Ａ６

完治している場合は
告知不要の病気・症状

コウジョウセンキノウテイカショウ

DX6D-0（170401）（2017年3月承認）GN16D011090（V02-133）GLTD2O

団体長期障害所得補償保険
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疾病コード

L45

疾病コード
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お客さま
チェック欄

健康状態告知についてのご案内　　健康状態告知書質問事項回答欄の記入にあたり重要な事項をご説明します。

告知の内容が正しくないと､ご契約が解除され保険金をお支払いできない場合があります。
以下の説明をすべてご確認・ご理解のうえ正しい告知をお願いします。
なお、被保険者ご本人とは、加入申込票兼被保険者明細書の被保険者欄に記入された方をいいます。

1 告知の重要性

お客さま
チェック欄 2 正しく告知しなかった場合の取扱い

お客さま
チェック欄

※疾病に関する補償が「がん補償」、「介護一時金」に限られている契約または「親介護一時金支払特約」、「親の介護による休業補償特約」につきまし
　ては、1または3のいずれかの取扱いとなります。

お客さま
チェック欄

お客さま
チェック欄

お客さま
チェック欄

そ
れ
ぞ
れ
が

し
っ
か
り

記
入
し
ま
し
ょ
う
。

正
し
く
告
知
し
な
い
と
、

保
険
金
が
受
け
取
れ
な
い

場
合
も
あ
る
ん
だ
ね
。

加
入
申
込
票
の
回
答
欄
へ

記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

告
知
し
た
ら
、契
約

は
ど
う
な
る
の
？

告
知
内
容
を

確
認
さ
せ
て

く
だ
さ
い
。

加
入
後
の
確
認
も

大
切
な
の
ね
。

『詐欺による取消し』
となった場合

○ 保険期間の開始時期から補償がなくなるため、たとえ保険金支払事由が発生していても保険金をお支払いすることはできません。
○ 既に払い込んだ保険料は返還できません。

告知義務違反により
ご契約が解除された場合

○ 解除後の補償はなくなり、たとえ保険金支払事由が発生していても保険金をお支払いすることはできません。
※ただし、「解除前に発生した保険金支払事由」と「解除の原因となった事実」との因果関係がない場合には、保険金をお支払いすることがあります。

1

例えばこんな場合･･･

健康状態告知書質問事項回答欄を記入する前に必ずご覧ください。

継
続
し
て
加
入
す
る
場
合
の
告
知
要
否
チ
ェ
ッ
ク

健康状態告知が必要です。
保険金額の増額など補償内容を拡大しますか？

現在の特定疾病等を補償対象外とする条件を
変更しますか？

 補償内容を拡大する
 補償内容は変更なし､または縮小する

 補償対象外条件を変更する
 補償対象外条件なし､または変更しない

健康状態告知は不要です。

ケース1
（同条件で継続）

現在のご契約

特定疾病等を補償対象外とする条件なし

特定疾病等を補償対象外とする条件なし

継続後のご契約

特定疾病等を補償対象外とする条件なし

ケース2
（増額して継続）

し
っ
か
り
確
認
し
て
、

告
知
し
な
い
と
ね
。

※本紙はお客さまご自身で確認するための帳票です。ご提出の必要はありません。
※『加入申込票兼被保険者明細書の写し』と『健康状態告知についてのご案内』（本紙）、『重要事項のご説明 

契約概要のご説明・注意喚起情報のご説明』はお客さまの控えとなりますので、大切に保管してください。

　健康状態告知は公平な保険契約の引受判断のための重要な事項ですから、必ず被保険者ご
本人が、「事実を」「ありのまま」「もれなく」お答えください。
　親介護一時金または親の介護による休業補償に加入する場合の健康状態告知の回答にあた
っては、必ず特約被保険者・介護対象者となる方に健康状態に関する質問事項と「健康状態告知
についてのご案内」に記載された事項をすべて説明し、回答内容をそのまま記入ください。
※親介護一時金は特約被保険者となる方に、被保険者ご本人が代理して回答する旨を了解いた

だき、特約被保険者の健康状態を回答してください。
※親の介護による休業補償は被保険者ご本人が、介護対象者の健康状態を確認し、回答してく

ださい。
（注）告知時における被保険者ご本人の年令が満15才未満の場合には、その親権者の方がお答えください。

3 書面によるご回答のお願い
　質問事項へのご回答は、保険会社の引受判断上、重要な事項のため、取扱代理店への口頭による
ご回答ではなく、書面にてご回答くださるようお願いします。

5 告知内容を確認させていただく場合があります。
　お申込み後または保険金請求の際、告知内容について確認させていただく場合があります。

※健康状態告知書質問事項回答欄は加入申込票兼被保険者明細書の一部となっています。取扱代理店は保険契約の告知受
領権を有していますが、取扱代理店に口頭でご回答されても告知をしたことになりませんのでご注意ください。

6 お客さまによるご契約内容の確認について
　ご加入後、加入内容について記載した「加入者証」または「加入申込票の写し」で告知内容に誤り
がないかのご確認をお願いします。
※特定疾病等を補償対象外とする条件での加入については、加入申込票兼被保険者明細書の健康状態告知書質問事項

回答欄の記載によって決定します（加入時に決定し、個別に引受保険会社から加入条件を通知するわけではありませんのでご注意ください）。
※万一、告知内容が事実と異なる場合には、ただちに取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。

　告知する事項は別紙「健康状態告知書質問事項」に記載しています。もし、故意または重大な過失によ
って、これらについて事実を告知しなかったり、事実と異なることを告知した場合、告知を受領した保険
契約の保険期間の開始時（補償の開始時）（注）から1年以内であれば、引受保険会社は「告知義務違反」と
してご契約を解除することがあります。
　保険期間の開始時から1年を経過していても、告知のなかった事実、または告知の内容と異なる事
実に基づく保険金支払事由が保険期間の開始時から1年以内に発生していた場合には、ご契約を解
除することがあります。また、「告知義務違反」の内容が特に重大な場合、保険期間の開始時からの経
過期間に関係なく保険契約を『詐欺による取消し』とすることがあります。

（注）継続契約の場合は、継続されてきた最初の保険期間の開始時となります。

4 傷病歴等を告知した場合の取扱い
　引受保険会社では、ご加入者間の公平性を保つため、お客さまのお身体の状態すなわち保険金等
のお支払いが発生するリスクに応じた引受対応を行っています。
　ご回答の内容によっては、保険契約をお引き受けできない場合や「特定疾病等補償対象外」等の特
別な条件を付けてお引き受けする場合があります（傷病歴等がある方をすべてお断りするものではな
く、また、傷病の状況によっては特別な条件を付けずにお引き受けできる場合があります）。
　● 傷病歴等を告知した場合の取扱い (加入条件について、告知の内容から、以下のいずれかとさせていただきます)

特別な条件なしで
お引き受けします。 2 特定疾病等を補償対象外とする

条件でお引き受けします。 3 お引き受けできませんので
ご了承ください。

お客さま
チェック欄 7 健康状態の告知が必要な方
健康状態告知書質問事項回答欄に回答いただく必要のある方は、以下のいずれかに該当する方です。

保険金額の増額など補償内容の拡大に伴い改めて健康状態告知をした結果、特定疾病等を補償対象外とする条件となった場合、その条件
は増額等の拡大した補償部分だけでなく、継続後の補償全体に対して適用されます。

現在は特定疾病等を補償対象外とする条件なしで加入。ただし、先日の健康診断で異常を指摘されている（告知事項に
該当する）ケース

例えばこんな場合･･･ 数年前に告知した際、質問2の「過去5年以内に入院したことがある」に該当したため特定疾病等を補償対象外とする条件と
なったが、その後一切病気をすることもなく健康を保ち、現時点で告知すればすべての告知回答が「いいえ」となるケース

前契約と同条件で継続する場合、告知は不
要で特定疾病等を補償対象外とする条件も
付きません。

保険金額を増額する場合は告知が必要で
す。告知の結果、特定疾病等を補償対象外
とする条件が付いた場合は、継続後の補償
全体に対して適用します。

● 今回新たに加入する方
● 継続して加入する際に、補償項目の追加などの変更をする方
（注）健康状態に関する告知の対象となる補償項目について、新たな補償を追加する場合、保険金額を増額する場合、保険金

支払対象期間を延長する場合、特定疾病等を補償対象外とする条件を変更する場合などが該当します。
※前契約からすべての条件を変更することなく継続して加入する方は、新たに告知する必要はありません。

お客さま
チェック欄 8 再告知の取扱い
　特定疾病等を補償対象外とする条件で加入する方は、新たに告知しなおすこと（再告知）によって、継続後の加入条件を変
更できることがあります。継続して加入する際には現在の加入条件をご確認ください。

※加入申込票兼被保険者明細書の「疾病コード」欄に「A1」～「Y1」のコードが印字されている場合の補償対象外とする疾病の範囲は「健康状態告知書
質問事項および健康状態告知書質問事項回答欄（被保険者ご本人用）記入要領」または別紙「健康状態告知書質問事項回答欄（被保険者ご本人用）
の解説」の『病気・症状一覧表の解説』をご参照ください。なお、「病気・症状一覧表」にある「A1」～「Y1」以外のコードが印字されている場合の補償対
象外とする疾病の範囲は別紙「健康状態告知書質問事項回答欄（被保険者ご本人用）の解説」の『「特定疾病等対象外欄」に関するご注意』をご参照く
ださい。

※継続後の加入条件を変更する場合は、現在の加入条件にかかわらず、「健康状態告知書質問事項および健康状態告知書質問事項回答欄（被保険者
ご本人用）記入要領」または別紙「健康状態告知書質問事項回答欄（被保険者ご本人用）の解説」の「病気・症状一覧表の解説」を参照し、再告知をして
ください。

※再告知をした場合は、「1.告知の重要性」から「7.健康状態の告知が必要な方」が適用されますので、ご注意ください。

例えばこんな場合･･･ 加入申込み時点では健康だったが、その後保険期間の開始時より前に発病と診断され、保険期間の開始時より後にその病
気によって就業不能となったケース

お客さま
チェック欄 9 その他の注意事項
　被保険者ご本人が正しく告知をした場合でも、保険期間の開始時より前にケガ、病気または要介護状態の原因となった事
由が生じた場合は、引受保険会社は保険金をお支払いできません（ご加入後1年を経過した場合は保険金をお支払いできる
ことがあります）。

　そのほかにも、「重要事項のご説明 契約概要のご説明・注意喚起情報のご説明」には、ご加入に際して特に確認いただきた
いことを記載しています。お申込みの前に必ずお読みください。

ご注意ください

特定疾病等を補償対象外とする
条件が付くと全体に適用される

増額増額
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コード番号

DX4D-3（190401）（2019年1月承認）GN18D010873（V02-902）団総（MS＆AD）2O

62 ： 乳腺症 68 ： 緑内障 69 ： 椎間板ヘルニア

70 ： 腰痛症（ぎっくり腰など）

67 ： 白内障63 ： 

71 ： 椎間板ヘルニア・腰痛
（ぎっくり腰を含みます）

慢性副鼻腔炎（蓄膿症）・
慢性中耳炎77 ： 

（「疾病・症状名」欄に記載
 した病気・症状）

異常妊娠・帝王切開・鉗子
分娩・その他の異常分娩 64 ： 妊娠・分娩に伴う病気・症状

（帝王切開を含みます）

78 ： メニエール病・めまい 79 ： メニエール病 80 ： 梅毒などの性病 81 ： 梅毒・淋病 82 ： 自律神経失調症 83 ： 悪性貧血

84 ： 痔・脱肛 86 ： 高脂血症 87 ： 痛風 88 ： てんかん 89 ： 貧血症

92 ： 蓄膿症91 ： 痔疾 93 ： 中耳炎 94 ： 骨髄炎
98 ： 職業病 99 ： 補償開始日から1年以内に発病した妊娠・分娩に伴う病気・症状97 ： 腸閉塞

95 ： バセドウ病 96 ： 頭部外傷による後遺症

72 ： 頸椎捻挫（むちうち症） 74 ： 神経痛 75 ： 関節リウマチ

90 ：
R0 ：

健康状態告知書質問事項回答欄（被保険者ご本人用）の解説 健康状態告知書質問事項回答欄（被保険者ご本人用）の書き方や用語を説明しています。なお、健康状態告知書質問事項回答欄
（被保険者ご本人用）に記入する前に、別紙｢健康状態告知についてのご案内｣を必ずお読みください。

＜質問1＞
　「がん」「糖尿病」に関するご質問

健康状態告知書質問事項は以下のとおりです
病気・症状一覧表の解説

●以下の①、②いずれかに該当する項目はありますか。
①今までに「がん」（悪性新生物をいい、上皮内がん・肉腫・白

血病・悪性リンパ腫・骨髄腫などの悪性腫ようを含みます）
にかかったことがある。または、現在医師から「がん」の検
査を受けるように指示されている。

②今までに医師から「糖尿病」「高血糖症」「耐糖能異常」と診
断されたことがある。または、現在医師からこれらの検査
を受けるように指示されている。

＜質問2＞

完治している場合は告知不要の病気・症状

　最近の健康状態・既往症に関するご質問

●以下の①～③いずれかに該当する項目はありますか。
①最近3か月以内に、医師の診察・検査・治療（医師の指示に

よる服薬を含みます）を受けたこと、または検査・治療・入
院・手術をすすめられたことがある。

②過去2年以内に、健康診断・人間ドックまたは医師による
診察の結果、異常（要検査・要精密検査・要治療・要経過観
察）を指摘されたことがある（検査や治療の結果、「異常な
し」となった場合を除きます）。

③過去5年以内に、入院したこと、または手術（内視鏡手術等
を含みます）を受けたことがある。

※ただし、後遺症のないケガおよび下記「完治している場合は告知
不要の病気・症状」に該当する病気・症状は告知不要です。

＜質問3＞
　女性の方へのご質問

●以下の①、②いずれかに該当する項目はありますか。
①今までに妊娠または分娩に伴う病気・症状（帝王切開を含

みます）で医師の治療を受けたことがある。
　※下記「妊娠または分娩に伴う病気・症状の例」をご参照ください。

②現在、妊娠している。

①について、悪性・良
性の区別がつかない
場合は、検査結果が出
た後にお申込みくださ
い。

「要検査」または「要精
密検査」の指示を受け
ており、現在病名が確
定していない場合に
は、検査を受検し、正
式な病名（診断名）が
確定した後にお申込み
ください。

「医師」には歯科医師を
含み、柔道整復師・指
圧師・鍼灸師は含みま
せん（以下の質問も同
様です）。

「早産」とは、妊娠22週
目から37週未満の分
娩をいいます。

「流産」とは、妊娠22週
未満で、胎芽・胎児が
子宮外に出てしまうこ
と（子宮内で死亡して
いる場合を含みます）
をいいます。

「手術」には、内視鏡・
腹腔鏡・レーザー・カテ
ーテル・超音波・衝撃波
によるものなどを含み
ます。なお、入院の有
無は問いません。

感冒（かぜ）、インフルエンザ、急性胃腸炎、急性へんとう炎、急性咽頭炎、
急性喉頭炎、急性気管支炎、急性虫垂炎、急性中耳炎、外耳炎、結膜炎、
花粉症、アレルギー性鼻炎、じんましん、そけいヘルニア、虫歯

●「医師の診察・検査」には定期健康診断や保険契約の申込みに伴う医師の診査を含みません。
　また、診察・検査を受けた結果、「異常なし」となった場合を除きます。
●「医師の治療」には投薬、注射、手術、放射線治療、心理療法、食事療法などを含みます。
●「医師の指示による服薬」とは、医師から薬を処方（指示）されていること（自己判断により服薬していない

場合も含みます）をいいます。
　※薬には、点眼薬、吸入薬、座薬、自己注射などを含みます。

上記「病気・症状一覧表」に該当する病気・症状がない場合、その病気・症状の具体的名称を「疾病・症状名」欄にカナでご記入ください。「病気・症状一覧表」の甲欄、乙欄に該当する病
気・症状の具体名を「疾病・症状名」欄に記入してご加入した場合は、加入申込票兼被保険者明細書の提出後であっても、保険期間の開始時から条件を訂正することまたはご加入の取
り消しをすることがあります。

「疾病コード」欄に右記の
「A2」～「Y5」のコードが印字されている場合

群
名
コ
ー
ド

「疾病・症状名」欄記載時のご注意

継続して加入する方で、「疾病コード」欄に以下の印字がある場合の補償対象外となる疾病の範囲は下表のとおりです。「特定疾病等対象外欄」に関するご注意

ミギメハクナイショウ（右目白内障）
コウジョウセン（甲状腺）
イセツジョジュツ（胃切除術）
ハツネツ（発熱）

部位の左右などは特定せず、病名のみ「ハクナイショウ」のように記載してください。
部位名でなく、病気・症状名を記載してください。
手術名でなく、原因となった病名を記載してください。
原因となった病名を記載してください。

病気・症状名のみをご記入ください。
診断された経緯や状況などは記入しないでください。

（例）

（例）

団体総合生活補償保険

「医師の診察・検査・治療」について

●心脳内の血管の障害で急激に発症する病気の総称で
す。脳出血（血管が破れること）や脳こうそく（血管が詰ま
ること）は脳卒中の一種です。

「脳卒中」について

●心臓の拍動に早い（頻脈）、遅い（徐脈）、不規則（期外収
縮）などの異常が生じることをいいます。

「不整脈」について

●精神障害には、「うつ病」「躁病」「統合失調症」などの精
神病、「パニック障害」「適応障害」などの神経症などが含
まれます。

※具体的には、平成6年10月12日総務庁告示第75号に定め
られた分類項目中の分類コードＦ00からＦ99に規定された
ものとし、分類項目の内容については厚生労働省大臣官房
統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ICD－
10（2003年版）準拠」によります。

「精神障害」について

●具体的な例は左表のとおりですが、最新の内容は「難病
情報センター」ホームページ（http://www.nanbyou.or.jp/）
をご確認ください。

●なお、メニエール病は「疾病・症状名」欄に病名を記載す
ることで加入いただけます。

厚生労働省指定の難病について

●医師から処方（指示）されていない市販の薬（かぜ薬、胃腸薬など）の服用
●市販のビタミン剤の服用など、病気の治療ではなく健康増進のための行為　
●メタボリック健診の指摘
●「完治している場合は告知不要の病気・症状」に該当する病気・症状の治療
　※ 「完治」とは、症状がなくなり、医師から治療や経過観察の必要がないといわれた状態をいいます。

告知の対象とはならないケース

妊娠または分娩に伴う病気・症状の例
異常妊娠（子宮外妊娠など）、異常分娩（帝王切開分娩など）、妊
娠悪阻（つわりの重いもの）、妊娠高血圧症候群（妊娠中毒症）、流
産、早産、切迫流早産　など

誤った記載例 解説

「疾病コード」欄に右記の
「62」～「99」、「R0」のコードが印字されている
場合

「疾病・症状名」欄に疾病名が印字されている場
合

該当の病気・症状（コ
ード番号）が補償対
象外となっています。

該当した病気・症状が
属する群全体の病気・
症状の他、右表のコ
ードの下に★が記載
された項目は各群の
分類に関わるあらゆ
る病気・症状が補償対
象外となっています。

「疾病・症状名」欄に印字された病気・症状が補償対
象外となっています。

病　　気　　･　　症　　状　　一　　覧　　表
A群
A1

●高血圧症（医師の治療を受け
ている場合、または治療を受け
ていない場合でも最低血圧
１１０ミリ以上の場合）

●高脂血症・脂質異常症（高
コレステロール血症を含み
ます）

●不整脈（心房・心室細動、心
室頻拍、脚ブロックなど）

●先天性心疾患（心房・心室
中隔欠損症、動脈管開存
症、大動脈縮窄症、ファロ
ー四徴症など）

●肺がん
●咽頭がん
●結核
●肺気腫
●間質性肺炎
●肺線維症
●気管支
　ぜん息

●肺炎
●じん肺
●けい肺
●肺のう胞
●自然気胸
●慢性
　気管支炎
●気管支
　拡張症
●胸膜炎
　（肋膜炎）

●脳卒中(脳出血､くも膜下
出血､脳こうそく､脳血栓､
脳塞栓、一過性脳虚血発作

（TIA）など）
●脳腫よう ●狭心症
●動脈硬化症 ●心臓弁膜症
●動脈狭窄症 ●心筋症
●動脈瘤 ●心不全
●心筋こうそく

●胃・腸
　のがん
●食道がん
●かいよう性
　大腸炎
●クローン病

●肝臓の
　がん
●肝硬変
●慢性肝炎
●Ｂ型肝炎
●Ｃ型肝炎

●腎臓・膀胱・
　前立腺
　のがん
●慢性
　腎不全
●慢性腎炎
●ネフローゼ
●のう胞腎
●尿毒症

●精神障害（うつ病などの精神
病や神経症、アルコール・薬
物依存症を含みます）・非器質
性睡眠障害・心因反応・知的
障害・発達障害※

●膠原（こうげん）病
●血友病
●カリエス
●厚生労働省指定の難病
　（ただし、メニエール病を除き

ます）

●胆のう・
　すい臓
　のがん
●すい炎

パーキンソン病関連疾患、全
身性エリテマトーデス、全身性
強皮症、皮膚筋炎／多発性筋
炎、特発性血小板減少性紫斑
病、網膜色素変性症、脊髄小
脳変性症（多系統萎縮症を除
く。）、サルコイドーシス、ベー
チェット病、原発性胆汁性肝硬
変 など

●関節炎
●骨髄炎
●神経痛
●頸肩腕症候群

●急性
　腎不全
●急性腎炎
●腎う炎
●腎臓・膀胱・

尿路などの
　結石
●前立腺
　肥大症

●子宮筋腫
●子宮内膜症
●子宮腺筋症
●子宮頸部
　異形成
●卵巣のう腫

●急性肝炎
●肝肥大
●黄疸

●胆のう
　ポリープ
●胆のう炎
●胆石（症）
●胆管結石

●胃・腸の
　かいよう
　または
　ポリープ

●子宮がん
●卵巣がん

●リウマチ（関節
リウマチ、リウ
マチ熱、リウマ
チ性心疾患）

●脊椎カリエス
●後縦靱帯
　骨化症
●筋ジストロフ

ィー症
●重症筋無力症

甲
欄

乙
欄

脳・循環器系の
疾病

呼吸器系の
疾病

消化器系の
疾病

腎臓・泌尿器系
の疾病

婦人科系
の疾病

骨・筋肉の
疾病

K群

その他の
疾病

肝臓系
の疾病

胆のう・
すい臓系
の疾病

B群
X1

C群
C1

D群
D1

F群
F1

E群
E1

H群
H1

I群
Y1

厚生労働省指定の難病の例
（2019年3月現在）

（例）

（例）

K
ブ
ル
ー

71

R0

R0

A4
H2

F2

M2

X2A2

X4

C4

M4
F4

H4
A5
★

循環器系・
神経系

呼吸器系
●脳卒中（脳出血、脳血栓、
　くも膜下出血、脳こうそく、
　脳塞栓、失語症）
●心筋こうそく
●心臓弁膜症
●心筋症
●心不全
●狭心症
●先天性心臓病
●心室細動
●高血圧症（最高血圧１６０mmHg以上
　または最低血圧９５mmHg以上）
●低血圧症（最高血圧１００mmHg未満）

●冠不全
●動脈硬化症
●脳炎
●脳膜炎
●髄膜炎
●不整脈
●動脈瘤

●肺性心 ●気管支拡張症
●慢性気管支炎 ●間質性肺炎
●肺結核 ●自然気胸
●けい肺 ●膿胸
●肺気腫 ●肺炎
●じん肺 ●肺梗塞
●肺のう胞 ●ぜんそく
●肺化膿症（肺膿瘍）
●胸膜炎（肋膜炎）

X5
★

消化管系 ●かいよう性大腸炎
●クローン病 ●胃腸炎
●胃かいよう ●大腸炎
●腸閉塞（イレウス） ●腹膜炎
●腸のかいよう ●食道狭窄
●十二指腸かいよう

C5
★

肝臓系 ●食道静脈瘤 ●肝硬変
●慢性肝炎 ●Ｂ型肝炎
●Ｃ型肝炎 ●急性肝炎
●A型肝炎 ●肝機能障害
●黄だん

D5
★

胆のう・
すい臓系

●胆石 ●胆のう炎
●すい炎

E5
★

腎臓・
泌尿器系

●慢性腎不全
●ネフローゼ
●腎性高血圧症
●腎臓結石
●尿路結石
●尿管結石
●膀胱結石
●急性腎炎
●慢性腎炎

●尿毒症
●のう胞腎
●腎結核
●腎う炎　
●膀胱炎
●尿道炎　
●前立腺炎
●前立腺肥大症

F5
★

婦人科系 ●子宮筋腫 ●子宮内膜症
●子宮腺筋症 ●子宮頸管炎
●子宮付属器炎 ●卵巣のう腫

H5
★

骨・筋肉 ●リウマチ
　（関節リウマチ、
　リウマチ熱、
　リウマチ性心疾患）
●脊椎カリエス
●後縦靱帯骨化症
●筋ジストロフィー症
●重症筋無力症
●関節炎
●骨髄炎
●神経痛
●頸肩腕症候群

Y5
★

眼科系 ●白内障 ●緑内障
●網膜、角膜の病気

J5
★

内分泌・
代謝系

●糖尿病
●甲状腺の病気

G5
★

A3 X3

C3

M3

F3

H3

脳・循環器
系の疾病

呼吸器系
の疾病

消化器系
の疾病

肝臓・
胆のう・
すい臓
の疾病

腎臓・泌尿
器の疾病

乳房・子宮・
卵巣の疾病

●脳卒中（脳出血、くも膜下出血、
　脳梗塞、脳血栓、脳塞栓）
●脳腫よう ●心筋梗塞
●狭心症 ●動脈硬化症
●心臓弁膜症 ●心筋症
●心不全 ●動脈瘤
●先天性心疾患 ●高血圧症
●不整脈

●肺がん ●間質性肺炎
●気管支ぜん息 ●肋膜炎
●結核 ●肺のう胞
●肺線維症 ●塵肺
●慢性気管支炎 ●気管支拡張症
●自然気胸 ●珪肺
●咽頭がん ●肺炎
●肺気腫

●胃・腸のがん ●腹膜炎
●食道がん ●胃腸炎 
●かいよう性大腸炎 ●大腸炎
●クローン病
●胃・腸のかいようまたは
　ポリープ

●肝臓・胆のう・すい臓のがん
●肝硬変 ●B型肝炎
●C型肝炎 ●慢性肝炎
●急性肝炎 ●すい炎
●胆石（症） ●胆のう炎
●肝肥大 ●黄疸

●腎臓・膀胱・前立腺のがん
●慢性腎炎 ●急性腎炎
●ネフローゼ ●慢性腎不全
●尿毒症 ●のう胞腎
●腎う炎 
●腎臓・膀胱・尿路などの結石

●子宮がん ●乳がん
●卵巣がん ●子宮筋腫
●子宮内膜症 ●卵巣のう腫
●乳腺症

循環器
肺・気管支

●脳卒中
●脳出血
●脳梗塞
●脳軟化
●心臓弁膜症
●心筋梗塞

●結核 ●肋膜炎
●肺がん ●慢性気管支炎
●ぜんそく ●肺気腫

胃腸 ●胃や腸のがん
●食道がん
●胃や腸の
　かいようまたはポリープ
●腹膜炎

肝臓・
胆のう・
すい臓

●肝臓・胆のう・すい臓のがん
●肝硬変 ●胆石
●肝炎 ●肝肥大
●胆のう炎 ●すい臓炎

腎臓・
泌尿器

●慢性腎炎 ●腎不全
●急性腎炎 ●腎う炎
●ネフローゼ ●腎臓のがん
●腎臓・膀胱・尿路などの結石

婦人病 ●子宮がん ●子宮筋腫

上記「病気・症状一覧表」の【Ｈ群】の甲欄
および乙欄記載の病気・症状

上記「病気・症状一覧表」の【Ｆ群】の甲欄
および乙欄記載の病気・症状

上記「病気・症状一覧表」の【Ｄ群】、【Ｅ群】
の甲欄および乙欄記載の病気・症状

上記「病気・症状一覧表」の【Ｂ群】の甲欄
および乙欄記載の病気・症状

上記「病気・症状一覧表」の【Ａ群】の甲欄
および乙欄記載の病気・症状

C2 上記「病気・症状一覧表」の【Ｃ群】の甲欄
および乙欄記載の病気・症状

●狭心症
●脳血栓
●動脈硬化症
●動脈閉塞症
●高血圧症

コウジョウセンキノウテイカショウ
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～長期収入サポート制度～加入申込票 記入例加入申込票①

3 9 1

相生 太郎
アイオイ タロウ

111-111 東京都渋谷区恵比寿1-28-1
トウキョウトシブヤクエビス1-28-1

01 2345 6789

相生 太郎
アイオイ タロウ

51 45 9 10○ ○ 5

○

○

○

① 該当する加入区分に○をしてください。

② 加入申込票を記入した日をご記入ください。

③
氏名をカナ欄にカタカナでご記入のうえ、申込人
ご自身でご署名（フルネーム）ください。
所属先、住所、電話番号をご記入ください。

④

被保険者とは補償の対象となる方（申込人本
人）となります。
被保険者の方の氏名、生年月日、年令、性別、
加入口数をご記入ください。
※年令については保険始期日時点（令和 年

月 日）の満年令をご記入ください。

⑤

《告知について》
被保険者（補償の対象となる方）の健康状態
についてご記入ください。

●告知者ご署名欄に被保険者ご自身がフル
ネームで署名し、告知日をご記入ください。

●質問１、２について、別冊「特に重要なお知
らせ」に記載している「健康状態告知書質問
事項および健康状態告知書質問事項回答
欄記入要領」を参照のうえご記入ください。

⑥ 他の保険契約等にご加入の場合は告知ください。

告知が
必要な方

新規加入・口数を増加され
る方等
※口数減少の方につきまし
ては再告知は不要です。

相生 太郎

3 9 1

○

〇〇局〇〇部〇〇課
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医療～疾病補償プラン～ 加入申込票 記入例加入申込票②

① 該当する加入区分に○をしてください。

② 加入申込票を記入した日をご記入ください。

③
氏名をカナ欄にカタカナでご記入のうえ、申込人ご自身でご署名（フルネーム）くださ
い。
所属先、住所、電話番号をご記入ください。

④

被保険者とは補償の対象となる方となります。
被保険者の方の氏名、生年月日、年令、性別、団体との関係をご記入、加入タイプ
名にチェックを入れてください。
※年令については保険始期日時点（令和 年 月 日）の満年令をご記入くださ
い。

⑤

《健康状態告知について》
被保険者（補償の対象となる方）の健康状態についてご記入ください。

●告知者ご署名欄に被保険者ご自身がフルネームで署名し、告知日をご記入くだ
さい。

●質問１～ について、別冊「特に重要なお知らせ」に記載している「健康状態告知
書質問事項および健康状態告知書質問事項回答欄記入要領」を参照のうえご
記入ください。（質問 は女性の方のみご回答ください。）

⑥ 他の保険契約等にご加入の場合は告知ください。

告知が必要な方
新規加入、補償金額を増額される方等
※補償金額を減少される方につきましては再告知は
不要です。

相生 太郎
アイオイ タロウ

東京都渋谷区恵比寿1-28-1

相生 太郎
アイオイ タロウ

45 9 10○

○

✓

111 1111

01 2345 6789

51

✓

○

1

○○
R0

ｺｳｼﾞｮｳｾﾝｷﾉｳﾃｲｶｼｮｳ

相生 太郎

3 9 1

3 9 1

相生 花子
アイオイ ハナコ

49 7 1○

○ 47 

✓ ✓

○ ○ ○ 相生 花子
3 9 1

2

〇〇局〇〇部〇〇課

6



ケガ～普通傷害・家族傷害・交通事故傷害プラン～／親介護～親介護プラン～ 加入申込票 記入例加入申込票③

① 該当する加入区分に○をしてください。

② 加入申込票を記入した日をご記入ください。

③
氏名をカナ欄にカタカナでご記入のうえ、申込人ご自身でご署名（フルネー
ム）ください。
所属先、住所、電話番号をご記入ください。

④

被保険者とは補償の対象となる方となります。
被保険者の方の氏名、生年月日、年令、性別、団体との関係をご記入、加
入タイプ名に○をしてください。
（注）親介護一時金支払特約をセットする場合は、傷害死亡・後遺障害の

加入タイプ「 」に○のうえ、親介護一時金のご希望のタイプ名に○を
してください。

※年令については保険始期日時点（令和 年 月 日）の満年令をご記
入ください。

⑤

被保険者本人および本人の配偶者の親（同居・別居は問いません）最大
名まで指定可能です。
被保険者本人または本人の配偶者の親の生年月日、年令、性別、続柄を
ご記入ください。
※年令については保険始期日時点（令和 年 月 日）の満年令をご記
入ください。

⑥ 他の保険契約等にご加入の場合は告知ください。

相生 太郎
アイオイ タロウ

東京都渋谷区恵比寿1-28-1

相生 太郎

アイオイ タロウ

45 9 10
○

111 1111

01 2345 6789

51

○

1

○

○

3   9 1

○

アイオイ ジロウ 15 ６ ５○ 81 ○ ○ 3   9   1

ヤマダ イチロウ 12 5 １○ 84 ○ ○

○

相生 太郎

ご注意

＜代理店告知について＞
 「特約被保険者（親）」の健康状態を確認していただき、その内容

を「特約被保険者（親）」に代わってご回答ください。
 「告知者ご署名」欄には、「特約被保険者（親）」ではなく、被保険

者（本人（従業員）または本人の配偶者で、加入申込票の「被保
険者ご本人」欄に記名された方をいいます）がフルネームでご署名・
告知日をご記入ください。

 いずれの回答にも「いいえ」とお答えの場合のみ、ご加入いただけます。
保険期間の開始時より前に発生した原因による要介護状態について
は、保険金をお支払いできません。回答にあたっては、必ず「特約被保
険者（親）」となる方に健康状態に関する質問事項と「健康状態告
知についてのご案内」に記載された事項をご確認いただきますようお願
いいたします。

○

○

〇〇局〇〇部〇〇課

7



団体レジャー保険～ゴルファー・スキー・テニス・フィッシング～ 加入申込票 記入例加入申込票④

① 該当する加入区分に○をしてください。

② 加入申込票を記入した日をご記入ください。

③
氏名をカナ欄にカタカナでご記入のうえ、申込人ご自身でご署名（フルネーム）く
ださい。
所属先、所属コード、住所、電話番号をご記入ください。

④

被保険者とは補償の対象となる方となります。
被保険者の方の氏名、生年月日、年令、性別、団体との関係をご記入ください。
※年令については保険始期日時点（令和 年 月 日）の満年令をご記入く
ださい。

※フィッシングプランにご加入の方は必ず職業名・職種名欄にご記入ください。

⑤ 加入コースに○をしてください。

⑥ 他の保険契約等にご加入の場合は告知ください。

相生 太郎
アイオイ タロウ

東京都渋谷区恵比寿1-28-1

相生 太郎
アイオイ タロウ

45 9 10
○

111-1111

01 2345 6789

51

○

○

3 9 1

1

トウキョウトシブヤクエビス1-28-1

ジムショク

○

○

○

〇〇局〇〇部〇〇課
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おお支支払払いいすするる保保険険金金ののごご説説明明【団団体体長長期期障障害害所所得得補補償償保保険険】  

団体長期障害所得補償保険の普通保険約款、特約または協定書の補償内容および保険金をお支払いできない主な場合をご説明します。詳しくは、ご

契約のしおり（普通保険約款・特約）または協定書をご参照ください。 
※ご契約のしおり（普通保険約款・特約）は保険契約者にお渡しいたします。また、協定書は保険契約者と引受保険会社との間で取り交わしております。 

■普通保険約款の補償内容 
＜＜ごご注注意意＞＞  

被保険者またはそのご家族が加入されている他の保険契約等（異なる保険種類の特約や引受保険会社以外の保険契約または共済契約を含みま

す）により、既に被保険者について同種の補償がある場合、補償が重複し、保険料が無駄になることがあります。 

補償が重複すると、補償の対象となる事故について、どちらの保険契約からでも補償されますが、いずれか一方の保険契約からは保険金が支

払われない場合があります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、契約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※ 複数あるご契約のうち、これらの補償が１つのご契約のみにセットされている場合、契約を解約したとき等は、補償がなくなることがあり

ますのでご注意ください。 

１．被保険者（補償の対象となる方）が身体障害を被り、その直接の結果として保険期間中に就業障害が開始した場合に限り、てん補期間中の就業

障害である期間に対して、保険金の算出の基礎となる支払基礎所得額を基に協定書記載の方法により算出した額を保険金としてお支払いします。 

２．被保険者は協定書に規定された方となります。 

３．保険金支払対象外の身体障害の影響などにより、保険金を支払うべき身体障害の程度が大きくなった場合は、その影響がなかったときに相当す

る金額をお支払いします。 

保険金を 

お支払いする場合 
お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

身体障害により、

就業障害となった

場合 

てん補期間中の就業障害である期間１か月につき、次の額を

お支払いします。 

支払基礎

所得額
 × 

所得

喪失率
 × 

約定給付率

（100％）
 

 

※ お支払いする保険金の額は、てん補期間中の就業障害で

ある期間１か月について、協定書に定める最高保険金支

払月額を限度とします。 

※ 協定書に定めるてん補期間を限度とします。 

※ 支払基礎所得額に約定給付率を乗じた額が平均月間所得

額を超える場合は、平均月間所得額を約定給付率で割っ

た額を支払基礎所得額とします。 

※ てん補期間中における就業障害である期間が１か月に満

たない場合または１か月未満の端日数が生じた場合は、

１か月を30日とした日割計算により保険金の額を決定し

ます。 

※ 同一の身体障害により、免責期間を超える就業障害が終

了した日からその日を含めて６か月以内に再び就業障害

となった場合は、前の就業障害と同一の就業障害として

取り扱います。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保険契約等がある

場合において、それぞれの保険契約または共済契約の支

払責任額(＊)の合計額が、平均月間所得額に所得喪失率

を乗じた額を超えるときは、下記の額を就業障害である

期間１か月あたりの保険金としてお支払いします。 

・他の保険契約等から保険金または共済金が支払われてい

ない場合は、この保険契約の就業障害である期間１か月

あたりの支払責任額(＊) 

・他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場

合は、平均月間所得額に所得喪失率を乗じた額から、他

の保険契約等から支払われた就業障害である期間１か月

あたりの保険金または共済金の合計額を差し引いた残

額。ただし、この保険契約の就業障害である期間１か月

あたりの支払責任額(＊)を限度とします。 
(＊)他の保険契約等がないものとして算出した支払うべき保険金ま

たは共済金の額をいいます。 

 

(1)新規加入日から 12 か月以内に就業障害になった場合、

就業障害の原因となった身体障害について、新規加入日

前 12 か月以内に、医師等の治療、診察、診断を受けた

とき、治療のために服薬していたとき、または、通常は

医師に診察を受けるような症状が現れていたときは、保

険金をお支払いできません。 

(2)次のいずれかの就業障害に対しては、保険金をお支払い

できません。 

①保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意または

重大な過失によって被った身体障害による就業障害 

②被保険者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為によって

被った身体障害による就業障害 

③治療を目的として医師が使用した場合以外における被

保険者の麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等の

使用によって被った身体障害による就業障害 

④戦争、外国の武力行使、革命、内乱等の事変または暴動に

よって被った身体障害による就業障害※1 

⑤地震もしくは噴火またはこれらによる津波によって

被った身体障害による就業障害 

⑥核燃料物質などの放射性・爆発性・有害な特性によって

被った身体障害による就業障害 

⑦上記⑥以外の放射線照射または放射能汚染によって

被った身体障害による就業障害 

⑧むちうち症または腰痛等で医学的他覚所見のないもの

による就業障害※2 

⑨被保険者が次のいずれかに該当する間に発生した事故

によって被ったケガによる就業障害 

ア．法令に定められた運転資格を持たないで自動車また

は原動機付自転車を運転している間 

イ．道路交通法第65条第１項に定める酒気を帯びた状態

で自動車または原動機付自転車を運転している間 

⑩被保険者が被った精神障害を原因として発生した就業

障害※3 

⑪被保険者の妊娠、出産、早産または流産によって被った

身体障害による就業障害※4 

⑫発熱等の他覚的症状のない感染による就業障害※5 

など 

(3)健康に関する告知の回答内容等により補償対象外とす

る病気等（保険証券等に記載されます。）による就業障

害に対しては、保険金をお支払いできません。 

 

※1 テロ行為によって発生した身体障害に関しては、自動

セットの特約により保険金お支払いの対象となりま

す。 

※2 被保険者が自覚症状を訴えている場合であっても、レ

ントゲン検査、脳波所見、神経学的検査、眼科・耳鼻

科検査等によりその根拠を客観的に証明することがで

きないものをいいます。 

※3 「精神障害補償特約」がセットされた場合、平成6年 10

月12日総務庁告示第75号に定められた分類項目(*)中の

次の分類番号に該当する精神障害（統合失調症、躁(そう)

病、うつ病等）を原因として発生した就業障害は保険金

 

保険金を 

お支払いする場合 
お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

のお支払い対象となります。 

(1)Ｆ04～Ｆ09 (2)Ｆ20～Ｆ51 (3)Ｆ53～Ｆ54 

(4)Ｆ59～Ｆ63 (5)Ｆ68～Ｆ69 (6)Ｆ84～Ｆ89 

(7)Ｆ91～Ｆ92 (8)Ｆ95       (9)Ｆ99 
(*)分類項目の内容については厚生労働省大臣官房統計情報部編

「疾病、傷害および死因統計分類提要 ICD‐10(2003 年度版)

準拠」によります。 

※4 ｢妊娠に伴う身体障害補償特約｣(*)がセットされた場

合、保険金のお支払い対象となります。 

(*)女性の被保険者にのみセット可能です。 

※5 病原体が生体内に侵入、定着、増殖することをいいま

す。 

 

＜用語の説明＞ 

【回復所得額】とは 

免責期間開始以降に業務に復帰して得た所得の額をいいます。ただし、免責期間開始時点と比べて物価の変動があった場合には、物価の変動

による影響がなかったものとして算出します。 

【最高保険金支払月額】とは 

１被保険者について、１か月あたりの保険金支払の最高限度となる協定書に記載された金額をいいます。 

【支払基礎所得額】とは 

保険金の算出の基礎となる額をいい、１口あたり保険金額 × 加入口数によって算出した額となります。 

【所得】とは 

業務に従事することによって得られる給与所得、事業所得または雑所得に係る総収入金額から、就業障害となることにより支出を免れる金額

を差し引いたものをいいます。ただし、就業障害の発生にかかわらず得られる収入は所得に含みません。 

【所得喪失率】とは 

次の算式によって算出された割合をいいます。 

割合 ＝ １ －  
免責期間終了日の翌日から起算した各月における回復所得額

 免責期間が開始する直前の、上記期間に対応する各月における所得の額  
 

ただし、所得の額につき給与体系の著しい変動その他の特殊な事情の影響があった場合、または身体障害の程度や収入の状況の勘案が必要な

場合は、所得喪失率の算出につき公正な調整を行うものとします。 

【就業障害】とは 

被保険者が身体障害を被り、その直接の結果として就業に支障が発生している協定書に記載された状態をいいます。 

てん補期間開始後においては、身体障害により、被保険者が身体障害発生直前に従事していた業務に全く従事できないか、または一部従事す

ることができず、かつ所得喪失率が20％超であることをいいます。 

免責期間中においては、被保険者の経験・能力に応じたいかなる業務にも従事できない状態をいいます。 

なお、被保険者が死亡した後は、いかなる場合でも就業障害とはいいません。 

【身体障害】とは 

傷害（「ケガ」といいます）および疾病（「病気」といいます）をいいます。また、ケガにはケガの原因となった事故を含みます。 

【他の保険契約等】とは 

この保険契約の全部または一部に対して支払責任が同じである他の保険契約または共済契約をいいます。 

【てん補期間】とは 

引受保険会社が保険金をお支払いする限度とする期間で、免責期間終了日の翌日からその日を含めて協定書に記載された期間をいいます。 

「精神障害補償特約」がセットされた場合、この特約による保険金のお支払いは、基本契約のてん補期間にかかわらず、免責期間終了日の翌

日から起算して「24か月」が限度です。 

【免責期間】とは 

保険金をお支払いできない協定書に記載された就業障害が継続する期間をいいます。 

免責期間開始後に一時的に復職し、その後再度就業障害となった場合には、免責期間に応じて定めた日数（7日）を限度として復職日数および

免責期間を加えた期間を通算して１免責期間とします。 

【平均月間所得額】とは 

被保険者の就業障害が開始した日の属する月の直前12か月について、以下のとおり計算した額をいいます。ただし、就業規則等に基づく出産・

育児または介護を目的とした休業を取得していたことにより所得が減少していた場合等は、客観的かつ合理的な方法により計算します。 

平均月間所得額 ＝ 
 (年間収入額※1)－(働けなくなったことにより支出を免れる金額※2) 

12(か月)
 

※1 給与所得、事業所得または原稿料等の雑所得に係る税引き前の収入で、利子所得、配当所得、不動産所得等は含みません。就労の有無に

かかわらず得られる役員報酬等がある場合にはこれも含みません。 

※2 被保険者が事業所得者の場合は、その事業に要する経費のうち、接待交際費・旅費交通費などをいいます。 

【約定給付率】とは 

保険金の算出の基礎となる協定書に記載された率をいいます。 
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おお支支払払いいすするる保保険険金金おおよよびび費費用用保保険険金金ののごご説説明明【団団体体総総合合生生活活補補償償保保険険】】＜傷害補償MS&AD型＞  

団体総合生活補償保険の普通保険約款、主な特約の補償内容および保険金をお支払いできない主な場合をご説明します。詳しくは、ご契約のしおり
（普通保険約款・特約）をご参照ください。 

ケケガガにに関関すするる補補償償  

■被保険者の範囲 
ケガに関する補償の被保険者は、被保険者の範囲に関する特約（「夫婦型への変更に関する特約」または「家族型への変更に関する特約」をいいま

す）のセット有無により次の表の○印に該当する方となります。なお、ご本人と配偶者、ご本人または配偶者と親族の方との関係は、ケガの原因

となった事故が発生した時におけるものをいいます。 

セットされる特約 
補償の対象となる方 

ご本人※1 配偶者※2 親族 

①被保険者の範囲に関する特約がセットされない場合 ○ － － 

②「夫婦型への変更に関する特約」がセットされる場合 ○ ○ － 

③「家族型への変更に関する特約」がセットされる場合 ○ ○ ○※3 

※1 保険証券記載の被保険者をいいます。 

※2 ご本人の配偶者※4をいいます。 

※3 ご本人またはその配偶者※4の「同居の親族※5」または「別居の未婚※6の子」をいいます。 

※4 配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同一であるが

婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

※5 親族とは、６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

※6 未婚とは、これまでに婚姻歴がないことをいいます。 

■傷害補償(MS&AD型)特約の補償内容 
１．被保険者が被った次の傷害（｢ケガ｣といいます）に対して保険金をお支払いします。 

①「交通事故危険のみ補償特

約」をセットしない場合 

急激かつ偶然な外来の事故によって被ったケガ 

②「交通事故危険のみ補償特

約」をセットした場合 

次のいずれかのケガ 

ａ．運行中の交通乗用具に搭乗していない被保険者が、運行中の交通乗用具との衝突、接触等の交通事故または

運行中の交通乗用具の衝突、接触、火災、爆発等の交通事故によって被ったケガ 

ｂ．運行中の交通乗用具の正規の搭乗装置もしくはその装置のある室内に搭乗している被保険者または乗客とし

て改札口を有する交通乗用具の乗降場構内（改札口の内側）にいる被保険者が、急激かつ偶然な外来の事故

によって被ったケガ 

ｃ．道路通行中の被保険者が、作業機械としてのみ使用されている工作用自動車との衝突、接触等または作業機

械としてのみ使用されている工作用自動車の衝突、接触、火災、爆発等の事故によって被ったケガ 

ｄ．交通乗用具の火災によって被ったケガ 

※交通乗用具とは、電車、自動車、原動機付自転車、自転車、航空機、船舶などをいいます。 

※ ケガには、身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に発生する中毒症状を含みます。 

２．傷害補償(MS&AD型)特約の補償内容は次のとおりです。 

（注）既に存在していた身体の障害または病気の影響などによりケガ等の程度が大きくなった場合は、その影響がなかった場合に相当する金額をお

支払いします。 

（注）「保険金をお支払いする場合」において、治療とは医師が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。 
（注）「保険金をお支払いできない主な場合」において、「自動車等」とは、自動車または原動機付自転車をいいます。 

保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

傷 害 死 亡 

保 険 金 

 
 

事故によるケガのため、事故

の発生の日からその日を含め

て180日以内に死亡した場合 

傷害死亡・後遺障害保険金額の全額  

※ 保険期間中に、既にお支払いした傷害後

遺障害保険金がある場合、傷害死亡・後

遺障害保険金額からその額を差し引いて

お支払いします。 

 (1)次のいずれかによるケガについては、保険金をお

支払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意

または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為 

③被保険者が次のいずれかに該当する間に発生した

事故 

ア．法令に定められた運転資格を持たないで自動

車等を運転している間 

イ．道路交通法第65条第１項に定める酒気を帯び

た状態で自動車等を運転している間 

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等

の影響により正常な運転ができないおそれがあ

る状態で自動車等を運転している間 

④被保険者の脳疾患、病気または心神喪失 

⑤被保険者の妊娠、出産、早産または流産 

⑥保険金をお支払いすべきケガの治療以外の被保険

者に対する外科的手術その他の医療処置 

⑦被保険者に対する刑の執行 

⑧戦争、外国の武力行使、革命、内乱等の事変また

は暴動※1 

⑨地震もしくは噴火またはこれらによる津波 

⑩核燃料物質などの放射性・爆発性・有害な特性に

よる事故 

⑪上記⑩以外の放射線照射または放射能汚染 など 

(2)次のいずれかの場合についても保険金をお支払い

できません。 

傷 害 

後 遺 障 害 

保 険 金 

 
 

事故によるケガのため、事故

の発生の日からその日を含め

て180日以内に約款所定の後

遺障害が発生した場合 

※ 事故の発生の日からその

日を含めて180日を超えて

治療中である場合は、181

日目における医師の診断

に基づき後遺障害の程度

を認定します。 

傷害死亡・後遺

障害保険金額
 × 

約款所定の

保険金支払割合

(４％～100％)
 

※ 保険期間を通じ、合算して傷害死亡・後

遺障害保険金額が限度となります。 

 

傷 害 入 院 

保 険 金 

事故によるケガの治療のた

め、入院し、その入院が傷害

入院保険金の免責期間※を超

えて継続した場合 

※ 事故の発生の日からその

日を含めて保険証券記載

の免責期間が満了するま

での期間をいいます。 

傷害入院保険金日額  × 入院日数  

※ 傷害入院保険金の免責期間が満了した日

の翌日からその日を含めて傷害入院保険

金の支払対象期間内の入院を対象とし、

１事故につき、保険証券記載の傷害入院

保険金の支払限度日数が限度となりま

す。 

傷 害 手 術 

保 険 金 

 
 

事故によるケガの治療のた

め、事故の発生の日からその

日を含めて傷害手術保険金支

１回の手術について次の額をお支払いしま

す。 

①入院中に受けた手術 

 

保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

払対象期間内に手術を受けた

場合 

 

※ 手術とは、次の診療行為を

いいます。 

①公的医療保険制度におい

て手術料の対象となる診

療行為。ただし、次の診

療行為は保険金お支払い

の対象になりません。 

・ 創傷処理 

・ 皮膚切開術 

・ デブリードマン 

・ 骨または関節の非観血

的または徒手的な整復

術、整復固定術および

授動術 

・ 抜歯手術 

・ 歯科診療固有の診療行

為 

②先進医療(＊1)に該当す

る診療行為(＊2) 
(＊1) 手術を受けた時点にお

いて、厚生労働大臣が

定める先進的な医療技

術をいいます。また、

先進医療ごとに定める

施設基準に適合する病

院等において行われる

ものに限りますので、

対象となる手術、医療

機関および適応症は限

定されます。 

(＊2) 治療を直接の目的とし

て、メス等の器具を用

いて患部または必要部

位に切除、摘出等の処

置を施すものに限りま

す（診断、検査等を直

接の目的とした診療行

為および注射、点滴、

薬剤投与(全身・局所)、

放射線照射、温熱療法

による診療行為を除き

ます）。 

傷害入院保険金日額  × 10  

②上記①以外の手術 

傷害入院保険金日額  × ５  

※ 入院中とは、手術を受けたケガの治療の

ために入院している間をいいます。 

※ 手術を複数回受けた場合のお支払いの限

度は以下のとおりとなります。 

・ 保険金お支払いの対象となる手術を同

一の日に複数回受けた場合は、１回の

手術に対してのみ保険金をお支払いし

ます。なお、同一の日に上記①と②の

両方に該当する手術を受けた場合は、

上記①の手術を１回受けたものとしま

す。 

・ １回の手術を２日以上にわたって受け

た場合または手術料が１日につき算定

される手術を複数回受けた場合は、そ

の手術の開始日についてのみ手術を受

けたものとします。 

・ 一連の治療過程で複数回実施しても手

術料が１回のみ算定される区分番号の

手術について、その区分番号の手術を

複数回受けた場合は、２回目以降の手

術が保険金をお支払いする同じ区分番

号の手術を受けた日からその日を含め

て14日以内に受けたものであるとき

は、保険金をお支払いしません（欄外

のお支払例をご参照ください）。 

 

①むちうち症・腰痛等で医学的他覚所見のないもの

※2 

②細菌性食中毒・ウイルス性食中毒※4 

※1 テロ行為によって発生したケガに関しては自動

セットの特約により保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 被保険者が自覚症状を訴えている場合であって

も、脳波所見、理学的検査、神経学的検査、臨

床検査、画像検査、眼科・耳鼻科検査等により

その根拠を客観的に証明することができないも

のをいいます。 

 (3)次のいずれかによって発生したケガについては、

保険金をお支払いできません。 

○「交通事故危険のみ補償特約」をセットしない場

合 

①被保険者がテストライダー、オートバイ競争選

手、自動車競争選手、自転車競争選手、プロボ

クサー、プロレスラー等やその他これらと同程

度またはそれ以上の危険を有する職業に従事

している間の事故 

②被保険者が次のいずれかに該当する間の事故 

ア．乗用具(＊1)を用いて競技等(＊2)をしてい

る間（ウ．に該当しない「自動車等を用いて

道路上で競技等(＊2)をしている間」を除き

ます） 

イ．乗用具(＊1)を用いて競技等(＊2)を行うこ

とを目的とする場所において、競技等(＊2)

に準ずる方法・態様により、乗用具(＊1)を

使用している間（ウ．に該当しない「道路上

で競技等(＊2)に準ずる方法・態様により、

自動車等を使用している間」を除きます） 

ウ．法令による許可を受けて、一般の通行を制

限し、道路を占有した状態で、自動車等を用

いて競技等(＊2)をしている間または競技等

(＊2)に準ずる方法・態様により自動車等を

使用している間 

③被保険者が山岳登はん（ピッケル、アイゼン、

ザイル、ハンマー等の登山用具を使用するも

の、ロッククライミング（フリークライミング

を含みます）をいい、登る壁の高さが５ｍ以下

のボルダリングは含みません）、職務以外での

航空機操縦、スカイダイビング、ハンググライ

ダー搭乗等の危険な運動を行っている間の事

故 

など 
(＊1) 乗用具とは、自動車等またはモーターボート等を

いいます。 

(＊2) 競技等とは、競技、競争、興行（これらのための

練習を含みます）または試運転（性能試験を目的

とする運転または操縦）をいいます。 

○「交通事故危険のみ補償特約」をセットした場合 

①被保険者が次のいずれかに該当する間の事故 

ア．交通乗用具を用いて競技等(＊)をしている

間（ウ．に該当しない「交通乗用具のうち軌

道を有しない陸上の乗用具を用いて道路上

で競技等(＊)をしている間」を除きます） 

イ．交通乗用具を用いて競技等(＊)を行うこと

を目的とする場所において、競技等(＊)に準

ずる方法・態様により交通乗用具を使用して

いる間（ウ．に該当しない「道路上で競技等

(＊)に準ずる方法・態様により、交通乗用具

のうち軌道を有しない陸上の乗用具を使用

している間」を除きます） 

ウ．法令による許可を受けて、一般の通行を制

限し、道路を占有した状態で、交通乗用具の

うち軌道を有しない陸上の乗用具を用いて

競技等(＊)をしている間または競技等(＊)に

準ずる方法・態様により交通乗用具のうち軌

道を有しない陸上の乗用具を使用している

間 

②船舶に搭乗することを職務とする被保険者（養

成所の職員・生徒である場合を含みます）が、

職務または実習のために船舶に搭乗している

傷 害 通 院 

保 険 金 

事故によるケガの治療のた

め、事故の発生の日からその

日を含めて保険証券記載の傷

害通院保険金の免責期間が満

了した日の翌日以降に、通院

した場合 
 
※ 通院とは、病院・診療所に

通い、または往診・訪問診

療により、治療を受けるこ

とをいい、オンライン診療

による診察を含みます。な

お、同月に複数回のオンラ

イン診療を受けた場合で、

公的医療保険制度におい

てオンライン診療料を１

回算定された場合は、最初

の１回のみ通院したもの

とみなします。 
※ 治療を伴わない、薬剤、診

断書、医療器具等の受領等

のためのものは、通院に含

みません。 

傷害通院保険金日額  × 通院日数  

※ 傷害通院保険金の免責期間の満了日の翌

日からその日を含めて傷害通院保険金の

支払対象期間内の通院を対象とし、１事

故につき、保険証券記載の傷害通院保険

金の支払限度日数が限度となります。 

※ 通院しない場合においても、約款所定の

部位のケガによりその部位を固定するた

めに、医師の指示によりギプス等を常時

装着した期間は、通院日数に含めてお支

払いします。 
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保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

間の事故 

③「航空運送事業者が路線を定めて運行する航空

機」以外の航空機を被保険者が操縦している間

の事故またはその航空機に搭乗することを職

務とする被保険者が職務上搭乗している間の

事故 

④被保険者が、グライダー、飛行船、超軽量動力

機、ジャイロプレーンに搭乗している間の事故 

⑤被保険者が職務として、荷物などの交通乗用具

への積込み作業、交通乗用具からの積卸し作

業、または交通乗用具上での整理作業をしてい

る間の、その作業に直接起因する事故 

⑥被保険者が職務として、交通乗用具の修理、点

検、整備または清掃の作業をしている間の、そ

の作業に直接起因する事故 

など 
(＊) 競技等とは、競技、競争、興行（これらのための練

習を含みます）、訓練（自動車等の運転資格を取得

するための訓練を含みません）または試運転（性能

試験を目的とする運転もしくは操縦）をいいます。 
 

支払対象期間：傷害入院保険金、傷害通院保険金をお支払いする対象の期間として保険証券記載の期間をいい、この期間内の入院、通院についてのみ保険金をお支払い

します。 

手術保険金支払対象期間：事故の発生の日からその日を含めて「傷害入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期間をいいます。 

〔手術保険金お支払例〕 

超音波骨折治療法を３回受けた場合 
 ○○手術  

▼  

××手術 

▼  

○○手術 

▼ 
・ 10月10日の手術は、10月１日の手術から14日以内のため、保険金をお支払いしません。 

・ 10月25日の手術は、10月１日の手術から14日経過後のため、保険金をお支払いします。  10月１日  10月10日  10月25日 
       

 

疾疾病病にに関関すするる補補償償  

■疾病補償特約の補償内容 
１．被保険者が疾病（病気といいます）を発病し、その直接の結果として保険期間中に入院を開始した場合または手術や放射線治療を受けた場合

に保険金をお支払いします。 
※ 入院には美容整形、病気の治療処置を伴わない検査等のための入院を含みません。 

２．被保険者は保険証券に被保険者として記載された方となります。 
（注）「保険金をお支払いする場合」において、治療とは医師が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。 

保険金 
の種類 

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

疾 病 入 院
保 険 金 

発病した病気の治療を目的として入院し、そ
の入院が疾病入院保険金の免責期間※を超
えて継続した場合 
 
※ 入院を開始した日からその日を含めて保

険証券記載の免責期間が満了するまでの
期間をいいます。 

疾病入院保険金日額  × 入院日数  

※ 疾病入院保険金の免責期間が満了した日
の翌日からその日を含めて疾病入院保険
金の支払対象期間内の入院を対象とし、
１回の入院につき、保険証券記載の疾病
入院保険金の支払限度日数が限度となり
ます。 

※ 退院した日からその日を含めて180日以
内に再入院した場合は、前の入院とあわ
せて１回の入院となり、疾病入院保険金
の支払対象期間の起算日は最初の入院の
免責期間の満了日の翌日となります。 

(1)保険期間の開始時(継続契約の場合
は継続されてきた最初の保険期間
の開始時)より前に発病した病気に
ついては保険金をお支払いできま
せん。※1 

(2)次のいずれかにより発病した病気
に対しては保険金をお支払いでき
ません。 

①保険契約者、被保険者または保険金
受取人の故意または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為また
は犯罪行為 

③戦争、外国の武力行使、革命、内乱
等の事変または暴動※2 

④核燃料物質などの放射性・爆発性・
有害な特性による事故 

⑤上記④以外の放射線照射または放
射能汚染 

⑥治療を目的として医師が使用した
場合以外における被保険者の麻薬、
大麻、あへん、覚せい剤、シンナー
等の使用 

(3)むちうち症・腰痛等で医学的他覚所
見のないもの※3に対しては保険金
をお支払いできません。 

(4)次のいずれかによる病気に対して
は保険金をお支払いできません。 

①被保険者が被った精神障害を原因
として発病した病気※4 

②被保険者の妊娠または出産。ただ
し、異常妊娠、異常分娩または産じ
ょく期の異常を含みません。 

(5)特定疾病補償対象外の条件でのお
引受けとなった場合、｢特定疾病等
対象外特約」がセットされます。こ
の場合、保険証券記載の病気に対し

疾 病 手 術
保 険 金 
 
 

次のいずれかに該当した場合 
①疾病入院保険金をお支払いする場合に、被

保険者が疾病手術保険金支払対象期間内
に病院または診療所において、その病気の
治療を直接の目的として手術を受けたと
き 

②上記①以外で、保険期間中に、被保険者が
病院または診療所において、発病した病気
の治療を直接の目的として手術を受けた
場合 

 
※ 手術とは、次の診療行為をいいます。 

①公的医療保険制度において手術料の対
象となる診療行為。ただし、次の診療行
為は保険金お支払いの対象になりませ
ん。 
・ 創傷処理 
・ 皮膚切開術 
・ デブリードマン 
・ 骨または関節の非観血的または徒手的

な整復術、整復固定術および授動術 
・ 抜歯手術または歯・歯肉の処理に伴う

手術その他歯科診療固有の診療行為 

１回の手術について次の額をお支払いしま
す。 
①入院中に受けた手術 

疾病入院保険金日額  × 10  

②上記①以外の手術 

疾病入院保険金日額  × ５  

※ 入院中とは、病気の治療のために入院し
ている間をいいます。 

※ 手術を複数回受けた場合のお支払いの限
度は以下のとおりとなります。 
・ 保険金お支払いの対象となる手術を同

一の日に複数回受けた場合は、１回の
手術に対してのみ保険金をお支払いし
ます。なお、同一の日に①と②の両方
に該当する手術を受けた場合は、①の
手術を１回受けたものとします。 

・ １回の手術を２日以上にわたって受け
た場合または手術料が１日につき算定
される手術を複数回受けた場合は、そ
の手術の開始日についてのみ手術を受
けたものとします。 

 

保険金 
の種類 

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

・ 美容整形上の手術 
・ 病気を直接の原因としない不妊手術 
・ 診断、検査（生検、腹腔(くう)鏡検査等）

のための手術 
・ 吸引および穿刺などの処置 
・ 神経ブロック 
・ 抜釘術 
・ 屈折異常に対する手術 
②先進医療(*1)に該当する診療行為(*2) 
(*1) 手術を受けた時点において、厚生労働大臣

が定める先進的な医療技術をいいます。ま
た、先進医療ごとに定める施設基準に適合
する病院等において行われるものに限り
ますので、対象となる手術、医療機関およ
び適応症は限定されます。 

(*2) 治療を直接の目的として、メス等の器具を用
いて患部または必要部位に切除、摘出等の処
置を施すものに限ります（診断、検査等を直
接の目的とした診療行為および注射、点滴、
薬剤投与（全身・局所）、放射線照射、温熱
療法による診療行為を除きます）。 

・ 一連の治療過程で複数回実施しても手
術料が１回のみ算定される区分番号の
手術について、その区分番号の手術を
複数回受けた場合は、２回目以降の手
術が保険金をお支払いする同じ区分番
号の手術を受けた日からその日を含め
て14日以内に受けたものであるとき
は、保険金をお支払いしません（＊）。 
(＊) 体外衝撃波胆石破砕術の例 

○○手術  

▼  

××手術 

▼  

○○手術 

▼ 

10月１日  10月10日  10月25日 
・ 10月10日の手術は、10月１日の手術

から14日以内のため、保険金をお支払
いしません。 

・ 10月25日の手術は、10月１日の手術
から14日経過後のため、保険金をお支
払いします。 

ては保険金をお支払いできません。 
など 

※1 継続契約においては、発病した時
が、その病気による入院を開始し
た日から保険契約の継続する期
間を遡及して365日以前である場
合は、その病気は、保険期間の開
始時以降に発病したものとして
保険金お支払いの対象となりま
す。 

※2 テロ行為によって発生した病気
に関しては自動セットの特約に
より保険金お支払いの対象とな
ります。 

※3 被保険者が自覚症状を訴えてい
る場合であっても、脳波所見、理
学的検査、神経学的検査、臨床検
査、画像検査、眼科・耳鼻科検査
等によりその根拠を客観的に証
明することができないものをい
います。 

※4 自動セットされる「特定精神障害
補償特約」により、平成６年10
月12日総務庁告示第75号に定め
られた分類項目(*)中のＦ00から
Ｆ09までまたはＦ20からＦ99ま
でに該当する精神障害を原因と
して発病した病気に対しては、保
険金お支払いの対象となります。 

(*) 分類項目の内容については厚生労働

省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害

および死因統計分類提要 ICD‐

10(2003年度版)準拠」によります。  

疾 病 
放 射 線 
治 療 
保 険 金 
 
 

次のいずれかに該当した場合 
①疾病入院保険金をお支払いする場合に、被

保険者が疾病放射線治療保険金支払対象
期間内に病院または診療所において、その
病気の治療を直接の目的として放射線治
療を受けたとき 

②上記①以外で、保険期間中に、被保険者が
病院または診療所において、発病した病気
の治療を直接の目的として放射線治療を
受けた場合 

 
※ 放射線治療とは、次の診療行為をいいま

す。 
①公的医療保険制度において放射線治療

料の対象となる診療行為 
②先進医療(＊)に該当する放射線照射ま

たは温熱療法による診療行為 
(＊) 放射線治療を受けた時点において、厚生労

働大臣が定める先進的な医療技術をいい
ます。また、先進医療ごとに定める施設基
準に適合する病院等において行われるも
のに限りますので、対象となる手術、医療
機関および適応症は限定されます。 

１回の放射線治療について次の額をお支払
いします。 

疾病入院保険金日額  × 10  

※ 放射線治療を複数回受けた場合のお支払
いの限度は以下のとおりとなります。 
・ 保険金お支払いの対象となる放射線治

療を同一の日に複数回受けた場合、１
回の放射線治療に対してのみ保険金を
お支払いします。 

・ 保険金お支払いの対象となる放射線治
療を複数回受けた場合、２回目以降の
放射線治療が保険金をお支払いする放
射線治療を受けた日からその日を含め
て60日以内に受けたものであるとき
は、保険金をお支払いしません。 

疾 病 通 院
保 険 金 

疾病入院保険金をお支払いする場合におい
て、退院した日の翌日からその日を含めて疾
病通院保険金の支払対象期間（180日）内に、
その入院の原因となった病気の治療を目的
として通院したとき 
 
※ 通院とは、病院・診療所に通い、または

往診・訪問診療により、治療を受けるこ
とをいい、オンライン診療による診察を
含みます。なお、同月に複数回のオンラ
イン診療を受けた場合で、公的医療保険
制度においてオンライン診療料を１回算
定された場合は、最初の１回のみ通院し
たものとみなします。 

疾病通院保険金日額 × 通院日数  

※ １回の入院につき、通院日数は、通算し
て保険証券記載の疾病通院保険金の支払
限度日数が限度となります。 

※ 退院した日からその日を含めて180日以
内に再入院した場合は、前の入院とあわ
せて１回の入院となります。 

支払対象期間：疾病入院保険金、疾病通院保険金をお支払いする対象の期間として保険証券記載の期間をいい、この期間内の入院、通院についてのみ保険金をお支払い
します。 

疾病手術保険金支払対象期間：入院を開始した日からその日を含めて「疾病入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期間をいいます。 
疾病放射線治療保険金支払対象期間：入院を開始した日からその日を含めて「疾病入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期間をいいます。 

■その他の病気に関する特約の補償内容 
１．被保険者が病気を発病した場合に保険金をお支払いします。 
２．被保険者は保険証券に被保険者として記載された方となります。 

特 約 名 
保険金 
の種類 

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

女 性 形 成 
治療保険金
補 償 特 約 

女 性 形 成
治 療 
保 険 金 

ケガまたは病気の治療のため、次の
いずれかの手術を受けた場合 
①植皮術またははん痕形成術 
②外反母趾など足ゆびの後天性変

形に対する変形形成術 
③乳房切除術 
 
※ 手術には、美容整形上の手術、

病気を直接の原因としない不妊
手術、診断、検査のための手術
などは含みません。 

女性形成治療

保険金額
 × 

手術の種類

に応じた割合

(50%、100%)
 

※ 同時に２種類以上の手術を受けた
場合は、そのうち最も高い割合を
乗じます。 

(1)疾病補償特約の「保険金をお支払
いできない主な場合」(2)～(5)に
該当する事由によって受けた手術
に対しては保険金をお支払いでき
ません。ただし、「特定精神障害補
償特約」は適用されません。 

(2)上記(1)のほか、次のいずれかの場
合にも保険金をお支払いできませ
ん。 

①保険期間の開始時（継続契約の場
合は継続されてきた最初の保険期
間の開始時）より前に被ったはん
痕の原因となったケガまたは病気
※ 

②保険期間の開始時（継続契約の場
合は継続されてきた最初の保険期
間の開始時）より前に被った後天
性変形※ 
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特 約 名 
保険金 
の種類 

保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

③保険期間の開始時（継続契約の場
合は継続されてきた最初の保険期
間の開始時）より前に被った乳房
切除の原因となったケガまたは病
気※。ただし、乳房切除の原因が
悪性新生物である場合には、保険
期間の開始時（継続契約の場合は
継続されてきた最初の保険期間の
開始時）よりその日を含めて90日
を経過する日以前に被った病気。 

など 
※ 継続契約においては、病気を発病

した時が、その病気による手術を
受けた日から保険契約の継続す
る期間を遡及して365日以前であ
る場合は、その病気は、保険期間
の開始時以降に発病したものと
して保険金お支払いの対象とな
ります。 

 

そそのの他他のの費費用用のの補補償償  

 

補補償償重重複複ママーーククががああるる特特約約ををセセッットトさされれるる場場合合ののごご注注意意  

補補償償重重複複マークがある特約をセットする場合、補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険以外の保険契約にセットされた特約や引受保険

会社以外の保険契約を含みます）が他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一方

の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居

への変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

 

■その他の費用等に関する特約の補償内容 ＜ご自身に対する補償に関するもの＞ 

１．被保険者が偶然な事故により被った損害に対して保険金をお支払いします。 

２．被保険者は下表の○印に該当する方となります。なお、ご本人と配偶者、ご本人または配偶者と親族の方との関係は、保険金をお支払いする

事故等が発生した時におけるものをいいます。 

被保険者 

特約 
ご本人※1 ご本人の配偶者※2 親族※3 

携行品損害補償特約 ○ ○※4 ○※4 

※1 保険証券に被保険者として記載された方をいいます。 

※2 配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同一であるが婚

姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

※3 ご本人またはその配偶者の「同居の親族※5」または「別居の未婚※6の子」をいいます。 

※4 ケガに関する補償で被保険者となる場合に限り、被保険者となります。 

※5 ６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

※6 未婚とは、これまでに婚姻歴がないことをいいます。 

 

（注）「保険金をお支払いする場合」、「保険金をお支払いできない主な場合」において、「自動車等」とは、自動車または原動機付自転車をいいます。 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

携 行 品 

損 害 

補 償 特 約 

 

補補 償償 重重 複複  

  
※「新価保険

特約（携行

品損害補

償 特 約

用）」が自

動セット

されます。 

携 行 品 

損 害 

保 険 金 

被保険者が居住する住宅（敷地を

含みます）外において、偶然な事

故により、被保険者が携行してい

る被保険者所有の身の回り品（携

行品）に損害が発生した場合 

 

＜補償対象外となる主な携行品＞ 

①株券、手形その他の有価証券、

印紙、切手その他これらに類す

る物。ただし、乗車券等、定期

券、通貨および小切手について

は補償対象となります。 

②預金証書または貯金証書（通帳、

キャッシュカードを含みます）、

クレジットカード、ローンカー

ド、プリペイドカード、電子マ

ネーその他これらに類する物 

③稿本（本などの原稿）、設計書、

図案、証書（運転免許証、パス

ポートを含みます）、帳簿、ひな

形、鋳型、木型、紙型、模型、

勲章、き章、免許状その他これ

損害の額(*1)  － 
免責金額(*2)

(3,000円)
 

(*1)損額の額とは、次の額をいいます。 

①下記②、③以外の携行品 

ア．携行品の損傷を修理できない場合は、

携行品の再調達価額（＊3）をいいます。 

イ．携行品の損傷を修理できる場合は、「修

理費」から「修理に伴って発生した残

存物がある場合はその価額」を差し引

いた額（＊4）とし、再調達価額（＊3）

を限度とします。 

②貴金属、宝玉、宝石、書画、骨董（とう）、

彫刻物その他美術品 

ア．携行品の損傷を修理できない場合は、

携行品の保険の価額（その携行品と同

等と認められる物の市場流通価額）を

いいます。 

イ．携行品の損傷を修理できる場合は、次

の額（＊4）とし、保険の価額（その携

行品と同等と認められる物の市場流通

価額）を限度とします。 

次のいずれかによって発生した損害

に対しては、保険金をお支払いできま

せん。 

①保険契約者、被保険者、保険金受取

人または被保険者と同居する親族

※1の故意または重大な過失 

②被保険者が次のいずれかに該当す

る間に発生した事故 

ア．法令に定められた運転資格を

持たないで自動車等を運転して

いる間 

イ．道路交通法第65条第１項に定

める酒気を帯びた状態で自動車

等を運転している間 

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい

剤、シンナー等の影響により正

常な運転ができないおそれがあ

る状態で自動車等を運転してい

る間 

③戦争、外国の武力行使、革命、内乱

等の事変または暴動※2 

④地震もしくは噴火またはこれらに

 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

らに類する物。ただし、印章に

ついては補償対象となります。 

④船舶（ヨット、モーターボート、

水上バイク、ボートおよびカヌ

ーを含みます）、航空機、自動車

等、雪上オートバイおよびゴー

カートならびにこれらの付属品 

⑤自転車、ハンググライダー、パ

ラグライダー、サーフボード、

ウインドサーフィンおよびラジ

コン模型ならびにこれらの付属

品 

⑥義歯、義肢その他これらに類す

る物 

⑦動物および植物 

⑧テープ、カード、ディスク、ド

ラム等のコンピュータ用の記録

媒体に記録されているプログラ

ム・データ（市販されていない

もの）その他これらに類する物 

⑨眼鏡、コンタクトレンズ、補聴

器、携帯電話・ＰＨＳ・ポケッ

トベル等の携帯式通信機器、ノ

ート型パソコン・ワープロ等の

携帯式電子事務機器およびこれ

らの付属品 

など  

修理費  － 

修理によって

携行品の価額

が増加した場合

はその増加額

 

－ 

修理に伴って発生

した残存物がある

場合はその価額

 

③乗車券等 

乗車券等の経路および等級の範囲内で、事

故の後に被保険者が支出した費用（＊4） 

(*2) 免責金額とは、支払保険金の計算にあた

って損害の額から差し引く金額で、自己

負担となる金額をいいます。 

(*3) 再調達価額とは、損害が発生した時の発

生した場所における携行品と同一の構

造、質、用途、規模、型、能力のものを

再取得するのに必要な金額をいいます。 

(*4) 損害の発生または拡大を防止するため

に要した費用等を含みます。 

※ 保険期間を通じ、携行品損害保険金

額が限度となります。 

※ 保険金をお支払いする損害の額は、

１事故につき、携行品１個、１組ま

たは１対あたり10万円（乗車券等ま

たは通貨・小切手は合計５万円）が

限度となります。 

※ 携行品が盗難にあった場合は、警察

等への届け出が必要となります。 

※ 保険金または共済金が支払われる他

の保険契約等がある場合において、

それぞれの保険契約または共済契約

の支払責任額(＊1)の合計額が、損害

の額(＊2)を超えるときは、下記の額

を保険金としてお支払いします。 

・再調達価額を基準として算出した

損害の額に基づき保険金または共

済金を支払う旨取決めのある他の

保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、こ

の保険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または

共済金が支払われた場合または再

調達価額を基準として算出した損

害の額に基づき保険金または共済

金を支払う旨取決めのない他の保

険契約等の場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われ

たまたは支払われるべき保険金ま

たは共済金の合計額を差し引いた

残額。ただし、この保険契約の支

払責任額(＊1)を限度とします。 
(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等が

ないものとして算出した支払うべ

き保険金または共済金の額をいい

ます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約ま

たは共済契約に免責金額の適用が

ある場合には、そのうち最も低い免

責金額を差し引いた残額とします。 

よる津波 

⑤核燃料物質などの放射性・爆発性・

有害な特性による事故 

⑥上記⑤以外の放射線照射または放

射能汚染 

⑦差押え・破壊等の公権力の行使。た

だし、火災消防または避難に必要な

処置である場合を含みません。 

⑧携行品の欠陥 

⑨携行品の自然の消耗、劣化、変質、

さび、かび、剥がれ、肌落ち、発酵、

自然発熱またはねずみ食い、虫食い

等 

⑩携行品の平常の使用または管理に

おいて通常発生し得るすり傷、かき

傷、塗料の剥がれ落ち、ゆがみ、た

わみ、へこみ、落書き等外観上の損

傷または汚損であって、携行品ごと

にその携行品が有する機能の喪失

または低下を伴わないもの 

⑪偶然な外来の事故に直接起因しな

い携行品の電気的事故・機械的事

故。ただし、これらにより発生した

火災による損害を含みません。 

⑫携行品である液体の流出。ただし、

他の携行品に発生した損害を含み

ません。 

⑬携行品の置き忘れ・紛失 

など 

※1 親族とは、配偶者、６親等内の

血族、３親等内の姻族をいいま

す。 

※2 テロ行為によって発生した損害

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

■その他の費用等に関する特約の補償内容 ＜相手に対する補償に関するもの＞ 

補補償償重重複複ママーーククががああるる特特約約ををセセッットトさされれるる場場合合ののごご注注意意  

補補償償重重複複マークがある特約をセットする場合、補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険以外の保険契約にセットされた特約や引受保

険会社以外の保険契約を含みます）が他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一

方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別

居への変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

１．被保険者が偶然な事故により被った損害に対して保険金をお支払いします。 

２．被保険者は下表の○印に該当する方となります。なお、ご本人と配偶者、ご本人または配偶者と親族の方との関係は、保険金をお支払いする

事故等が発生した時におけるものをいいます。また、被保険者が責任無能力者の場合、その方に関する事故については、その方の親権者、そ

の他の法定監督義務者および監督義務者に代わって責任無能力者を監督する親族を被保険者とします。 

12



 

被保険者 

特約 
ご本人※1 ご本人の配偶者※2 親族※3 

日常生活賠償特約 ○ ○ ○ 

※1 保険証券に被保険者として記載された方をいいます。 

※2 配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同一であるが

婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

※3 ご本人またはその配偶者の「同居の親族※4」または「別居の未婚※5の子」をいいます。 

※4 親族とは、６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

※5 未婚とは、これまでに婚姻歴がないことをいいます。 

 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

日 常 生 活

賠 償 特 約 

 

補補 償償 重重 複複 

日常生活

賠 償 

保 険 金 

「日本国内外において発生

した次の①または②の事故

により、被保険者が他人の身

体の障害または他人の財物

の損壊について法律上の損

害賠償責任を負担すること

によって損害を被った場

合」、または「日本国内にお

いて発生した次の①または

②の事故により、被保険者が

電車等(*)の運行不能につい

て法律上の損害賠償責任を

負担することによって損害

を被った場合」 

①被保険者ご本人の居住す

る住宅（敷地内の動産およ

び不動産を含みます）の所

有、使用または管理に起因

する偶然な事故 

②日常生活に起因する偶然

な事故 
(*)電車等とは、汽車、電車、気

動車、モノレール、ケーブル

カー、ロープウェー、いす付

リフト、ガイドウェイバスを

いいます。ただし、ジェット

コースター、メリーゴーラウ

ンド等遊園地等の遊戯施設、

座席装置のないリフト等は

含みません。 

 

※ 住宅には、別荘等一時的

に居住する住宅を含みま

す。 

被保険者が損害

賠償請求権者に

対して負担する

法律上の損害賠

償責任の額

 ＋ 

判決により支払

を命ぜられた訴

訟費用または判

決日までの遅延

損害金

 － 

被保険者が損害賠償請

求権者に対して損害賠

償金を支払ったことに

より代位取得するもの

がある場合は、その価額

 － 
免責金額(＊)

(０円)
 

(＊) 免責金額とは、支払保険金の計算にあたって

損害の額から差し引く金額で、自己負担とな

る金額をいいます。 

※ １回の事故につき、日常生活賠償保険金額

が限度となります。 

※ 上記算式により計算した額とは別に、損害

の発生または拡大を防止するために必要

または有益であった費用、示談交渉費用、

争訟費用等をお支払いします。 

※ 事故により損害賠償の請求を受けた場合、

引受保険会社は、被保険者からの申出があ

り、かつ、被保険者の同意が得られれば、

被保険者のために被害者との示談交渉を

引き受けます。ただし、次のいずれかの場

合は、引受保険会社による示談交渉はでき

ません。 

①被保険者が負担する法律上の損害賠償

責任の総額が日常生活賠償保険金額を

明らかに超える場合 

②損害賠償請求権者が、引受保険会社と直

接、折衝することに同意しない場合 

③正当な理由がなく被保険者が引受保険

会社への協力を拒んだ場合 

④日本国外で発生した事故の場合または

被保険者に対する損害賠償請求に関す

る訴訟が日本国外の裁判所に提起され

た場合 

※ 被保険者が損害賠償請求権者に対して負

担する法律上の損害賠償責任の額の決定

については、事前に保険会社の承認が必要

となります。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保

険契約等がある場合において、それぞれの

保険契約または共済契約の支払責任額(＊

1)の合計額が、損害の額(＊2)を超えると

きは、下記の額を保険金としてお支払いし

ます。 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保

険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われた場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われた保

険金または共済金の合計額を差し引い

た残額。ただし、この保険契約の支払

責任額(＊1)を限度とします。 
(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がない

ものとして算出した支払うべき保険金ま

たは共済金の額をいいます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約または

共済契約に免責金額の適用がある場合に

(1)次のいずれかによって発生した損

害に対しては、保険金をお支払い

できません。 

①保険契約者、被保険者または法定

代理人の故意 

②戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

③地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

④核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑤上記④以外の放射線照射または放

射能汚染 

(2)次の損害賠償責任のいずれかを負

担することによって被った損害に

対しては、保険金をお支払いでき

ません。 

①被保険者の業務遂行に直接起因す

る損害賠償責任 

②被保険者の業務の用に供される動

産または不動産の所有、使用また

は管理に起因する損害賠償責任 

③被保険者と同居する親族※2に対

する損害賠償責任 

④被保険者の使用人が被保険者の業

務等に従事中に被った身体の障害

に起因する損害賠償責任。ただし、

使用人には家事使用人を含みませ

ん。 

⑤被保険者と第三者との間に損害賠

償に関する約定がある場合におい

て、その約定により加重された損

害賠償責任 

⑥被保険者が所有、使用または管理

する財物の損壊について、その財

物につき正当な権利を有する方に

対して負担する損害賠償責任※3 

⑦被保険者の心神喪失に起因する損

害賠償責任 

⑧被保険者による暴行等または被保

険者の指図による暴行等に起因す

る損害賠償責任 

⑨航空機、船舶・車両（原動力が専

ら人力であるものおよびゴルフカ

ート等を除きます）、銃器（空気銃

を除きます）の所有、使用または

管理に起因する損害賠償責任 

⑩罰金、違約金または懲罰的賠償額

に対する損害賠償責任 

など 

※1 テロ行為によって発生した損害

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 配偶者、６親等内の血族および

３親等内の姻族をいいます。 

※3 レンタル用品やゴルフ場のゴル

フカートなど、他人から借りた

り預かった物の損壊や使用不能

に対する損害賠償責任を負担す

ることによって被った損害に対

しては保険金をお支払いできま

 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

は、そのうち最も低い免責金額を差し引

いた残額とします。 
せん。 

■要介護状態に関する特約の補償内容 
１．被保険者が要介護状態となった場合に保険金をお支払いします。 

※要介護状態とは、被保険者が次のいずれかに該当する状態をいいます。 

①公的介護保険制度の第１号被保

険者(＊1)である場合 
公的介護保険制度に基づく要介護状態区分が「３」以上(＊3)の状態 

②公的介護保険制度の第２号被保

険者(＊2)である場合 

公的介護保険制度に基づく要介護状態区分が「３」以上(＊3)の状態。ただし、介護が必要な状態とな

った原因が、公的介護保険制度の要介護認定等の対象となる特定疾病(＊4)に該当しない場合は、寝た

きりにより介護が必要な状態または認知症により介護が必要な状態とします。 

③公的介護保険制度の被保険者で

ない場合 
寝たきりにより介護が必要な状態または認知症により介護が必要な状態 

(＊1)第１号被保険者とは、介護保険法第９条第１号に規定する65才以上の方をいいます。 

(＊2)第２号被保険者とは、介護保険法第９条第２号に規定する40才以上65才未満の方をいいます。 

(＊3)要介護状態区分が「３」以上は、「要介護３以上から要介護２以上への補償範囲拡大に関する特約（介護一時金支払特約用）」をセットした場合、要介護状

態区分「２」以上となります。 
(＊4)特定疾病とは、介護保険法第７条第３項第２号に定める特定疾病をいい、2020年５月現在では、次の病気をいいます。 

がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判断したもの）、関節リウマチ、筋萎縮性側索硬化症、後縦靭

帯骨化症、骨折を伴う骨粗鬆症、初老期における認知症（脳血管疾患、アルツハイマー病その他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障

が生じる程度にまで記憶機能およびその他の認知機能が低下した状態をいいます）、進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症、パーキンソン病、脊髄小

脳変性症、脊柱管狭窄症、早老症、多系統萎縮症、糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症、糖尿病性網膜症、脳血管疾患、閉塞性動脈硬化症、慢性閉塞性肺

疾患、両側の膝関節または股関節に著しい変形を伴う変形性関節症 

２．介護一時金支払特約の被保険者は、保険証券に被保険者として記載された方となります。親介護一時金支払特約の被保険者は、その特約の被

保険者として保険証券に記載された方となります。 

（注）保険金支払対象外となる事由の影響などによって、要介護状態の程度が大きくなった場合は、その影響がなかったときに相当する金額をお支

払いします。 

（注）「保険金をお支払いできない主な場合」において、「自動車等」とは、自動車または原動機付自転車をいいます。 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

親 介 護 

一 時 金 

支 払 特 約 

親 介 護 

一 時 金 

被保険者が要介護状態となり、そ

の要介護状態が要介護状態開始日

からその日を含めて保険証券記載

のフランチャイズ期間を超えて継

続した場合 

 

※ 要介護状態開始日とは、次のい

ずれか早い日をいいます。 

①被保険者が要介護状態であ

ることを医師が診断した日 

②被保険者に対し、公的介護保

険制度の要介護認定等（要介

護状態区分「３」以上(＊)）

の効力が生じた日 
(＊) 要介護状態区分「３」以上は、

「要介護３以上から要介護２以

上への補償範囲拡大に関する特

約（介護一時金支払特約用）」を

セットした場合は、要介護状態区

分「２」以上となります。 

親介護一時金額の全額  

 

※ この特約に基づく保険金をお支払い

した場合、その被保険者についてこ

の特約は失効します。 

(1)保険期間の開始時（継続契約の場

合は継続されてきた最初の保険期

間の開始時）より前に要介護状態

の原因となる事由が発生していた

場合は、保険金をお支払いできま

せん。※1 

(2)次のいずれかによって発生した要

介護状態に対しては保険金をお支

払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険

金受取人の故意または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為ま

たは犯罪行為 

③戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※2 

④地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑤核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑥上記⑤以外の放射線照射または放

射能汚染 

⑦むちうち症・腰痛等で医学的他覚

所見のないもの※3 

⑧治療を目的として医師が使用した

場合以外における被保険者の麻

薬、大麻、あへん、覚せい剤、シ

ンナー等の使用 

⑨治療を目的として医師が薬物を使

用した場合以外における被保険者

のアルコール依存、薬物依存また

は薬物乱用 

⑩被保険者が次のいずれかに該当す

る間に発生した事故 

ア．法令に定められた運転資格を

持たないで自動車等を運転して

いる間 

イ．道路交通法第65条第１項に定

める酒気を帯びた状態で自動車

等を運転している間 

(3)被保険者が治療を怠ったことまた

は保険契約者もしくは保険金受取

人が治療をさせなかったことによ

り、要介護状態となった場合や要

13



 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

介護状態が保険証券記載のフラン

チャイズ期間を超えて継続した場

合は、保険金をお支払いできませ

ん。 

など 

※1 被保険者が要介護状態の原因と

なる事由が発生した時が、その

要介護状態の要介護状態開始日

から保険契約の継続する期間を

遡及して365日以前である場合

は、その要介護状態の原因とな

った事由は、保険期間の開始時

以降に発生したものとして保険

金お支払いの対象となります。 

※2 テロ行為によって発生した要介

護状態に関しては自動セットの

特約により保険金お支払いの対

象となります。 

※3 被保険者が自覚症状を訴えてい

る場合であっても、脳波所見、

理学的検査、神経学的検査、臨

床検査、画像検査、眼科・耳鼻

科検査等によりその根拠を客観

的に証明することができないも

のをいいます。 
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おお支支払払いいすするる保保険険金金おおよよびび費費用用保保険険金金ののごご説説明明【団団体体総総合合生生活活補補償償保保険険】】＜団体ゴルファー保険＞  

※「団体ゴルファー保険」は、ゴルファー賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。 

団体総合生活補償保険の普通保険約款、ゴルファー賠償責任保険特約、その他主な特約の補償内容および保険金をお支払いできない主な場合をご説

明します。詳しくは、ご契約のしおり（普通保険約款、特約）をご参照ください。 

■用語のご説明 
区分 用語 説明 

共 通 ゴルフ ケイマンゴルフ、ターゲット・バード・ゴルフ、パターゴルフ等ゴルフ類似のスポーツを除きます。 

ゴルフ場 
ゴルフの練習または競技を行う施設で、かつ、施設の利用について料金が有料（注）のものをいいます。 
（注）有料とは、利用にあたり料金を請求されることをいい、その名目は問いません。 

ゴルフ場敷地内 
ゴルフ場として区画された敷地内をいい、駐車場および更衣室等の付属施設を含みます。ただし、宿泊のために

使用される部分を除きます。 

ゴルフの練習中、 

競技中または指

導中 

ゴルフの練習中、競技中、指導中に付随してゴルフ場敷地内で通常行われる更衣、休憩、食事、入浴等の行為を

含みます。 

親族 配偶者、６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

配偶者 婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同

一であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

ゴルファー 

傷 害 補 償 

特 約 

支払対象期間 傷害入院保険金、傷害通院保険金をお支払いする対象の期間として保険証券記載の期間をいい、この期間内の入

院、通院についてのみ保険金をお支払いします。 

手術 次のいずれかに該当する診療行為をいいます。 
①公的医療保険制度において手術料の対象となる診療行為。ただし、次の診療行為は保険金お支払いの対象にな

りません。 
・ 創傷処理  ・ 皮膚切開術  ・ デブリードマン  ・ 骨または関節の非観血的または徒手的な整復術、
整復固定術および授動術  ・ 抜歯手術  ・ 歯科診療固有の診療行為 

②先進医療※1に該当する診療行為※2 
※1 手術を受けた時点において、厚生労働大臣が定める先進的な医療技術をいいます。また、先進医療ごとに定める施設基準に

適合する病院等において行われるものに限りますので、対象となる手術、医療機関および適応症は限定されます。 

※2 治療を直接の目的として、メス等の器具を用いて患部または必要部位に切除、摘出等の処置を施すものに限ります（診断、

検査等を直接の目的とした診療行為および注射、点滴、薬剤投与(全身・局所)、放射線照射、温熱療法による診療行為を除

きます）。 

傷害手術保険金

支払対象期間 

事故の発生の日からその日を含めて「傷害入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期

間をいいます。 

傷害 急激かつ偶然な外来の事故によって被ったケガをいいます。 
（注）身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に発生する中毒症状を含み

ます（継続的に吸入、吸収または摂取した結果発生する中毒症状は含みません）。 

治療 医師が必要と認め、医師が行う治療をいいます。 

通院 病院・診療所に通い、または往診・訪問診療により、治療を受けることをいい、オンライン診療による診察を含
みます。なお、同月に複数回のオンライン診療を受けた場合で、公的医療保険制度においてオンライン診療料を
１回算定された場合は、最初の１回のみ通院したものとみなします。 
（注）治療を伴わない、薬剤、診断書、医療器具等の受領等のためのものは、通院に含みません。 

入院 自宅等での治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいい

ます。 

ゴルフ用品 

補 償 特 約 

ゴルフ用品 ゴルフクラブ、ゴルフボールその他ゴルフ用に設計された物、被服類およびそれらを収容するバッグ類であって、

被保険者所有のゴルフ用品一式をいいます。 

盗難 強盗、窃盗またはこれらの未遂をいい、盗賊、不法侵入者による損傷・汚損を含みます。 

保険価額 ゴルフ用品に損害が発生した地および時におけるゴルフ用品の価額をいいます。 

■団体ゴルファー保険の補償内容 

補補償償重重複複ママーーククががああるる特特約約ををセセッットトさされれるる場場合合ののごご注注意意  

補補償償重重複複マークがある特約をセットする場合、補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険以外の保険契約にセットされた特約や引受保険

会社以外の保険契約を含みます）が他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一方

の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居へ

の変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

１．団体ゴルファー保険の補償内容は下表のとおりです。 

２．被保険者は、保険証券に被保険者として記載された方となります。また、ゴルファー賠償責任保険特約については、被保険者が責任無能力者の

場合、その方に関する事故については、その方の親権者、その他の法定監督義務者および監督義務者に代わって責任無能力者を監督する親族を

被保険者とします。 

特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

ゴルファー 

賠償責任

保険特約 

 

補補 償償 重重 複複 

法 律 上 の 

損 害 賠 償 

責 任 

 

日本国内外において被保険者が

行うゴルフの練習中、競技中また

は指導中に発生した偶然な事故

により、被保険者が他人の身体の

障害または他人の財物の損壊に

ついて法律上の損害賠償責任を

負担することによって損害を被

った場合 

被保険者が損害

賠償請求権者に

対して負担する

法律上の損害賠

償責任の額

 ＋ 

判決により支払

を命ぜられた訴

訟費用または判

決日までの遅延

損害金

 － 

被保険者が損害賠償請

求権者に対して損害賠

償金を支払ったことに

より代位取得するもの

がある場合は、その価額

 － 
免責金額(＊)

(０円)
 

(1)次のいずれかによって発生した損

害に対しては、保険金をお支払いで

きません。 

①保険契約者、被保険者または法定

代理人の故意 

②戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

③地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

④核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

(2)次の損害賠償責任のいずれかを負

 

特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

(＊) 免責金額とは、支払保険金の計算にあたって
損害の額から差し引く金額で、自己負担とな
る金額をいいます。 

※ １回の事故につき、ゴルファー賠償責任保

険金額が限度となります。 

※ 上記算式により計算した額とは別に、損害

の発生または拡大を防止するために必要

または有益であった費用、示談交渉費用、

争訟費用等をお支払いします。 
※ 事故により損害賠償の請求を受けた場合、引

受保険会社は、被保険者からの申出があり、
かつ、被保険者の同意が得られれば、被保険
者のために被害者との示談交渉を引き受け
ます。ただし、次のいずれかの場合は、引受
保険会社による示談交渉はできません。 

①被保険者が損害賠償請求権者に対して負

担する法律上の損害賠償責任の総額がゴ

ルファー賠償責任保険金額を明らかに超

える場合 

②損害賠償請求権者が、引受保険会社と直

接、折衝することに同意しない場合 

③正当な理由がなく被保険者が引受保険会

社への協力を拒んだ場合 

④日本国外で発生した事故の場合または被

保険者に対する損害賠償請求に関する訴

訟が日本国外の裁判所に提起された場合 
※ 被保険者が損害賠償請求権者に対して負

担する法律上の損害賠償責任の額の決定
については、事前に保険会社の承認が必要
となります。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保険
契約等がある場合において、それぞれの保険
契約または共済契約の支払責任額(＊1)の合
計額が、損害の額(＊2)を超えるときは、下
記の額を保険金としてお支払いします。 
・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保
険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または共済
金が支払われた場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われた保
険金または共済金の合計額を差し引い
た残額。ただし、この保険契約の支払
責任額(＊1)を限度とします。 

(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がないも
のとして算出した支払うべき保険金また
は共済金の額をいいます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約または共
済契約に免責金額の適用がある場合には、
そのうち最も低い免責金額を差し引いた
残額とします。 

担することによって被った損害に

対しては、保険金をお支払いでき

ません。 

①被保険者と同居する親族に対する

損害賠償責任 

②被保険者の使用人（被保険者がゴ

ルフの補助者として使用するキャ

ディを除きます）が被保険者の事

業または業務に従事中に被った身

体の障害に起因する損害賠償責任 

③被保険者と第三者との間に損害賠

償に関する約定がある場合におい

て、その約定により加重された損

害賠償責任 

④被保険者が所有、使用または管理

する財物の損壊について、その財

物につき正当な権利を有する者に

対して負担する損害賠償責任※2 

⑤被保険者の心神喪失に起因する損

害賠償責任 

⑥被保険者による暴行等に起因する

損害賠償責任 

⑦航空機、船舶・車両（原動力が専

ら人力であるものおよびゴルフ場

敷地内におけるゴルフカート等を

除きます）、銃器（空気銃を除きま

す）の所有、使用または管理に起

因する損害賠償責任 

など 

 

※1 テロ行為によって発生した損害

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 レンタル用品やゴルフ場のゴル

フカートなど、他人から借りた

り、預かったりした物の損壊や使

用不能に対する損害賠償責任を

負担することによって被った損

害に対しては保険金をお支払い

できません。 

ゴルファー 

傷 害 補 償 

特 約 

 

ご 自 身 の 

傷 害 

（ ケ ガ ） 

 

被保険者がゴルフ場敷地内にお

いて、ゴルフの練習中、競技中ま

たは指導中に急激かつ偶然な外

来の事故によってその身体にケ

ガを被った場合、かつ、次のいず

れかに該当する場合 

①傷害死亡保険金 

事故の発生の日からその日を

含めて 180 日以内に死亡した

場合 

②傷害後遺障害保険金 

事故の発生の日からその日を

含めて 180 日以内に約款所定

の後遺障害が発生した場合※1 

③傷害入院保険金 

そのケガの治療のため、入院

し、その入院が傷害入院保険金

の免責期間※2を超えて継続し

た場合 

④傷害手術保険金 

そのケガの治療のため、事故の

発生の日からその日を含めて

傷害手術保険金支払対象期間

内に手術を受けた場合 

⑤傷害通院保険金 

①傷害死亡保険金 

傷害死亡・後遺障害保険金額の全額  

※ 保険期間中に、既にお支払いした傷害後遺

障害保険金がある場合、傷害死亡・後遺障

害保険金額からその額を差し引いてお支

払いします。 

(1)次のいずれかによるケガについて

は、保険金をお支払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険

金受取人の故意または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為ま

たは犯罪行為 

③被保険者の脳疾患、病気または心

神喪失 

④被保険者の妊娠、出産、早産また

は流産 

⑤保険金をお支払いすべきケガの治

療以外の被保険者に対する外科的

手術その他の医療処置 

⑥被保険者に対する刑の執行 

⑦戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

⑧地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑨核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑩上記⑨以外の放射線照射または放

射能汚染 

(2)次のいずれかの場合についても保

険金をお支払いできません。 

①むちうち症・腰痛等で医学的他覚

②傷害後遺障害保険金 

傷害死亡・後遺

障害保険金額
 × 

約款所定の

保険金支払割合

(４％～100％)
 

※ 保険期間を通じ、合算して傷害死亡・後遺

障害保険金額が限度となります。 

③傷害入院保険金 

傷害入院保険金日額  × 入院日数  

※ 傷害入院保険金の免責期間が満了した日

の翌日からその日を含めて傷害入院保険

金の支払対象期間内の入院を対象とし、１

事故につき保険証券記載の傷害入院保険

金の支払限度日数が限度となります。 

④傷害手術保険金 
１回の手術について次の額をお支払いしま
す。 
ａ．入院中に受けた手術 
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特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

そのケガの治療のため、事故の

発生の日からその日を含めて

保険証券記載の傷害通院保険

金の免責期間が満了した日の

翌日以降に、通院した場合 

 

※1 事故の発生の日からその日

を含めて180日を超えて治療

中である場合は、181日目に

おける医師の診断に基づき

後遺障害の程度を認定しま

す。 

※2 事故の日からその日を含め

て保険証券記載の免責期間

が満了するまでの期間をい

います。 

 

傷害入院保険金日額  × 10  

ｂ．上記ａ．以外の手術 

傷害入院保険金日額  × ５  

※ 入院中とは、手術を受けたケガの治療のた
めに入院している間をいいます。 

※ 手術を複数回受けた場合のお支払いの限
度は以下のとおりとなります。 
・ 保険金お支払いの対象となる手術を同

一の日に複数回受けた場合は、１回の
手術に対してのみ保険金をお支払いし
ます。なお、同一の日に上記ａ．とｂ．
の両方に該当する手術を受けた場合
は、上記ａ．の手術を１回受けたもの
とします。 

・ １回の手術を２日以上にわたって受け
た場合または手術料が１日につき算定
される手術を複数回受けた場合は、そ
の手術の開始日についてのみ手術を受
けたものとします。 

・ 一連の治療過程で複数回実施しても手
術料が１回のみ算定される区分番号の
手術について、その区分番号の手術を
複数回受けた場合は、２回目以降の手
術が保険金をお支払いする同じ区分番
号の手術を受けた日からその日を含め
て14日以内に受けたものであるとき
は、保険金をお支払いしません（欄外
のお支払例をご参照ください）。 

所見のないもの※2 

②細菌性食中毒・ウイルス性食中毒 

など 
※1 テロ行為によって発生したケガ

に関しては自動セットの特約に
より保険金お支払いの対象とな
ります。 

※2 被保険者が自覚症状を訴えてい
る場合であっても、脳波所見、理
学的検査、神経学的検査、臨床検
査、画像検査、眼科・耳鼻科検査
等によりその根拠を客観的に証
明することができないものをい
います。 

 

⑤傷害通院保険金 

傷害通院保険金日額  × 通院日数  

※ 傷害通院保険金の免責期間の満了日の翌
日からその日を含めて傷害通院保険金の
支払対象期間内の通院を対象とし、１事故
につき、保険証券記載の傷害通院保険金の
支払限度日数が限度となります。 

※ 通院しない場合においても、約款所定の部
位のケガによりその部位を固定するため
に、医師の指示によりギプス等を常時装着
した期間は、通院日数に含めてお支払いし
ます。 

ゴ ル フ

用 品 補 償

特 約 

 

補補償償重重複複 

用品の損害 ゴルフ場敷地内において、ゴルフ

用品に次のいずれかによって損

害が発生した場合 

①ゴルフ用品の盗難。ただし、ゴ

ルフボールの盗難は、他のゴル

フ用品と同時に発生した場合

に限ります。 

②ゴルフクラブの破損または曲

損 

 

①ゴルフ用品を修理できない場合 

損害の額 

②ゴルフ用品を修理できる場合 

修理費 

 

※ 保険期間を通じ、ゴルフ用品保険金額を限

度とします。 

※ 修理費は、損害発生直前の状態に復するに

必要な修理費とし、価値の下落は修理費に

含みません。 

※ 損害の額または修理費は、その損害の発生

したゴルフ用品の保険価額を限度としま

す。 
※ 保険金または共済金が支払われる他の保

険契約等がある場合において、それぞれの
保険契約または共済契約の支払責任額(＊

1)の合計額が、損害の額(＊2)を超えるとき
は、下記の額を保険金としてお支払いしま
す。 
・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保
険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または共済
金が支払われた場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われた保
険金または共済金の合計額を差し引い
た残額。ただし、この保険契約の支払
責任額(＊1)を限度とします。 

(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がないも
のとして算出した支払うべき保険金また
は共済金の額をいいます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約または共
済契約に免責金額の適用がある場合に
は、そのうち最も低い免責金額を差し引
いた残額とします。 

(1)次のいずれかによって発生した損

害に対しては、保険金をお支払い

できません。 

①保険契約者、被保険者または保険

金受取人の故意または重大な過失 

②被保険者と同居する親族の故意 

③戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※ 

④地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑤核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性の作用またはこれ

らの特性による事故 

⑥ゴルフ用品の欠陥。ただし、保険契

約者、被保険者またはゴルフ用品を

管理する方が、相当の注意をもって

しても発見し得なかった欠陥によ

って発生した損害を除きます。 

⑦ゴルフ用品の自然の消耗、劣化、

変質、さび、かび、剥がれ、肌落

ち、発酵、自然発熱またはねずみ

食い、虫食い等 

⑧ゴルフ用品の平常の使用または管

理において通常発生し得るすり

傷、かき傷、塗料の剥がれ落ち、

ゆがみ、たわみ、へこみ、落書き

等外観上の損傷または汚損であっ

て、ゴルフ用品が有する機能の喪

失または低下を伴わないもの。た

だし、ゴルフ用品の盗難によって

発生した損害は除きます。 

⑨ゴルフ用品の置き忘れ・紛失 

(2)次の損害に対しては、保険金をお

支払いできません。 

 

特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

①時計、宝石、貴金属、財布、ハン

ドバッグ等の携行品の損害 

②ゴルフボールのみの盗難による損

害 

③ゴルフクラブ以外の用品の破損ま

たは曲損による損害 

など 
※ テロ行為によって発生した損害に

関しては自動セットの特約により
保険金お支払いの対象となりま
す。 

ﾎｰﾙｲﾝﾜﾝ･ 

ｱ ﾙ ﾊ ﾞ ﾄ ﾛ ｽ 

費用補償 

特 約 

(団体総合 

生活補償 

保 険 用 ) 

 

補補償償重重複複 

 

ﾎｰﾙｲﾝﾜﾝ･ 

ｱ ﾙ ﾊ ﾞ ﾄ ﾛ ｽ 

費 用 

アマチュアゴルファーである被

保険者が保険期間中に日本国内

の９ホール以上を有するゴルフ

場において、ゴルフ競技中にホー

ルインワンまたはアルバトロス

を達成した場合に、慣習として負

担する費用（実費）をお支払いし

ます。 

保険金お支払いの対象となる

ホールインワンまたはアルバ

トロスは、日本国内のゴルフ

場において、同伴競技者１名

以上とパー35 以上の９ホール

（ハーフ）を正規にラウンド

した場合のもので、次の①お

よび②の両方が目撃(*)した

ものに限ります。 

①同伴競技者 

②同伴競技者以外の第三者

(具体的には次の方をいい

ます) 

同伴キャディ、ゴルフ場

使用人、ワン・オン・イ

ベント業者、ゴルフ場で

工事中の造園業者、先

行・後続組のプレーヤー、

ゴルフ場内の売店運営業

者など 
 

ご注意 

キャディ帯同のない「セルフ

プレー中」の場合は、原則と

して、保険金のお支払い対象

となりませんのでご注意く

ださい。ただし、同伴競技者

以外の第三者の目撃(*)があ

る場合にかぎり、保険金をお

支払いします。 

※上記にかかわらず、次の場

合のホールインワンまたは

アルバトロスもお支払いの

対象になります。 

・公式競技において、上記①

または②のいずれかの目

撃(*)がある場合 

・ホールインワンまたはアル

バトロスの達成が客観的

に確認できるビデオ映像

等がある場合 
(*)目撃とは、打ったボールがホー

ルにカップインしたことをそ

の場で確認することをいいま

す（達成後に呼ばれてカップイ

ンしたボールを確認した場合

は「目撃」に該当しません）。 
 

ホールインワン・

アルバトロス費用の額
 

＜ホールインワン・アルバトロス費用＞ 
①贈呈用記念品購入費用。ただし、次の購入

費用は含みません。 

ア.貨幣、紙幣 

イ.有価証券 

ウ.商品券等の物品切手 

エ.プリペイドカード（ホールインワンまた

はアルバトロス達成を記念して特に作

成したプリペイドカードは贈呈用記念

品に含まれます） 

②祝賀会費用 

③ゴルフ場に対する記念植樹費用 

④同伴キャディに対する祝儀 

⑤その他、慣習として支出することが適当な次

の費用。ただし、ホールインワン・アルバト

ロス費用保険金額の10％を限度とします。 

ア.社会貢献、自然保護またはゴルフ競技発

展に役立つ各種費用 

イ.ゴルフ場の使用人に対する謝礼費用 

ウ.記念植樹を認めないゴルフ場においてホ

ールインワンまたはアルバトロスを記念

して作成するモニュメント等の費用 

※ １回のホールインワンまたはアルバトロ

スにつき、ホールインワン・アルバトロス

費用保険金額が限度となります。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保

険契約等がある場合において、それぞれの

保険契約または共済契約の支払責任額(＊

1)の合計額が、支払限度額(＊2)を超える

ときは、下記の額を保険金としてお支払い

します。 
・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保
険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または共済
金が支払われた場合は、支払限度額(＊

2)から他の保険契約等から支払われた
保険金または共済金の合計額を差し引
いた残額。ただし、この保険契約の支
払責任額(＊1)を限度とします。 

(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がないも
のとして算出した支払うべき保険金また
は共済金の額をいいます。 

(＊2) 支払限度額とは、この保険契約および他の
保険契約等の支払責任額のうち最も高い
支払責任額とします。 

 
この費用を補償する他の保険契約等（異なる保険
種類の特約や引受保険会社以外の保険契約また
は共済契約を含みます）に複数ご加入されても、
お支払いする保険金の額は、それらのご契約のう
ち最も高い保険金額が限度となります。それぞれ
の保険契約等から重複して保険金をお支払いでき
ませんのでご注意ください。 

 

次のいずれかによって発生した損害

に対しては、保険金をお支払いできま

せん。 

①日本国外で達成したホールインワ

ンまたはアルバトロス 

②ゴルフ場経営者がその経営するゴ

ルフ場で達成したホールインワン

またはアルバトロス 

③ゴルフ場の従業員等が実際に勤務

しているゴルフ場で達成したホー

ルインワンまたはアルバトロス 

など 

 
〔手術保険金お支払例〕 

超音波骨折治療法を３回受けた場合 
 ○○手術  

▼  
××手術 

▼  
○○手術 

▼ 
・ 10月10日の手術は、10月１日の手術から14日以内のため、保険金をお支払いしません。 
・ 10月25日の手術は、10月１日の手術から14日経過後のため、保険金をお支払いします。 

 10月１日  10月10日  10月25日 
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おお支支払払いいすするる保保険険金金おおよよびび費費用用保保険険金金ののごご説説明明【団団体体総総合合生生活活補補償償保保険険】】＜団体スキー・スケート保険＞  

※「団体スキー・スケート保険」は、スキー・スケート賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。 

団体総合生活補償保険の普通保険約款、スキー･スケート賠償責任保険特約、その他主な特約の補償内容および保険金をお支払いできない主な場合を

ご説明します。詳しくは、ご契約のしおり（普通保険約款、特約）をご参照ください。 

■用語のご説明 
区分 用語 説明 

共 通 親族 配偶者、６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

スキー 
スキーの板※を用いて雪（人工雪を含みます）上で行うスポーツをいいます。ただし、モノスキー、スノーボー

ド、そり（類似するものを含みます）、ボブスレーおよびリュージュを除きます。 
※スキーの板とは、雪の上を歩き、滑って進むための板状のスポーツ用具であって、材質を問いません。 

配偶者 
婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同

一であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

ス キ ー ・ 

ス ケ ー ト 

傷 害 補 償 

特 約 

自動車等 自動車または原動機付自転車をいいます。 

支払対象期間 傷害入院保険金、傷害通院保険金をお支払いする対象の期間として保険証券記載の期間をいい、この期間内の入

院、通院についてのみ保険金をお支払いします。 

手術 次のいずれかに該当する診療行為をいいます。 

①公的医療保険制度において手術料の対象となる診療行為。ただし、次の診療行為は保険金お支払いの対象にな

りません。 

・ 創傷処理  ・ 皮膚切開術  ・ デブリードマン  ・ 骨または関節の非観血的または徒手的な整復術、

整復固定術および授動術  ・ 抜歯手術  ・ 歯科診療固有の診療行為 

②先進医療※1に該当する診療行為※2 
※1 手術を受けた時点において、厚生労働大臣が定める先進的な医療技術をいいます。また、先進医療ごとに定める施設基準に

適合する病院等において行われるものに限りますので、対象となる手術、医療機関および適応症は限定されます。 

※2 治療を直接の目的として、メス等の器具を用いて患部または必要部位に切除、摘出等の処置を施すものに限ります（診断、

検査等を直接の目的とした診療行為および注射、点滴、薬剤投与(全身・局所)、放射線照射、温熱療法による診療行為を除

きます）。 

傷害 急激かつ偶然な外来の事故によって被ったケガをいいます。 
(注)身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に発生する中毒症状を含みま

す（継続的に吸入、吸収または摂取した結果発生する中毒症状は含みません）。 

傷害手術保険金

支払対象期間 

事故の発生の日からその日を含めて「傷害入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期

間をいいます。 

治療 医師が必要と認め、医師が行う治療をいいます。 

通院 病院・診療所に通い、または往診・訪問診療により、治療を受けることをいい、オンライン診療による診察を含

みます。なお、同月に複数回のオンライン診療を受けた場合で、公的医療保険制度においてオンライン診療料を

１回算定された場合は、最初の１回のみ通院したものとみなします。 
（注）治療を伴わない、薬剤、診断書、医療器具等の受領等のためのものは、通院に含みません。 

入院 自宅等での治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいい

ます。 

ス キ ー ・ 

ス ケ ー ト 

用品補償特約 

スキー用品 スキーの板（ビンディング等付属品を含みます）、ストック、スキー用に設計されたその他の物および被服類で

あって、被保険者所有のスキー用品一式をいいます。 

盗難 強盗、窃盗またはこれらの未遂をいい、盗賊、不法侵入者による損傷・汚損を含みます。 

保険価額 スキー用品に損害が発生した地および時におけるスキー用品の価額をいいます。 

 

 

■団体スキー・スケート保険の補償内容 

補補償償重重複複ママーーククががああるる特特約約ををセセッットトさされれるる場場合合ののごご注注意意  

補補償償重重複複マークがある特約をセットする場合、補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険以外の保険契約にセットされた特約や引受保険

会社以外の保険契約を含みます）が他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一方

の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居へ

の変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

１．団体スキー・スケート保険の補償内容は下表のとおりです。 

２．被保険者は、保険証券に被保険者として記載された方となります。また、スキー・スケート賠償責任保険特約については、被保険者が責任無能

力者の場合、その方に関する事故については、その方の親権者、その他の法定監督義務者および監督義務者に代わって責任無能力者を監督する

親族を被保険者とします。 

特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

ス キ ー ・ 

ス ケ ー ト 

賠償責任

保険特約 

 

補補 償償 重重 複複 

法 律 上 の 

損 害 賠 償 

責 任 

 

【スキー】 

日本国内において、被保険者がス

キーの目的をもって住居を出発

してから帰着するまでの行程中

に発生した偶然な事故により、被

保険者が他人の身体の障害また

は財物の損壊について法律上の

損害賠償責任を負担することに

よって損害を被った場合 

 

被保険者が損害

賠償請求権者に

対して負担する

法律上の損害賠

償責任の額

 ＋ 

判決により支払

を命ぜられた訴

訟費用または判

決日までの遅延

損害金

 － 

被保険者が損害賠償請

求権者に対して損害賠

償金を支払ったことに

より代位取得するもの

がある場合は、その価額

 － 
免責金額(＊)

(０円)
 

(＊) 免責金額とは、支払保険金の計算にあたって

損害の額から差し引く金額で、自己負担とな

る金額をいいます。 

※ １回の事故につき、スキー・スケート賠償

責任保険金額が限度となります。 

※ 上記算式により計算した額とは別に、損害

の発生または拡大を防止するために必要

または有益であった費用、示談交渉費用、

争訟費用等をお支払いします。 

※ 事故により損害賠償の請求を受けた場合、

引受保険会社は、被保険者からの申出があ

り、かつ、被保険者の同意が得られれば、

被保険者のために被害者との示談交渉を

引き受けます。ただし、次のいずれかの場

合は、引受保険会社による示談交渉はでき

ません。 

①被保険者が負担する法律上の損害賠償責

任の総額がスキー・スケート賠償責任保

険金額を明らかに超える場合 

②損害賠償請求権者が、引受保険会社と直

接、折衝することに同意しない場合 

③正当な理由がなく被保険者が引受保険会

社への協力を拒んだ場合 

④被保険者に対する損害賠償請求に関する

訴訟が日本国外の裁判所に提起された場

合 

※ 被保険者が損害賠償請求権者に対して負

担する法律上の損害賠償責任の額の決定

については、事前に保険会社の承認が必要

となります。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保

険契約等がある場合において、それぞれの

保険契約または共済契約の支払責任額(＊

1)の合計額が、損害の額(＊2)を超えるとき

は、下記の額を保険金としてお支払いしま

す。 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保

険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われた場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われた保

険金または共済金の合計額を差し引い

た残額。ただし、この保険契約の支払

責任額(＊1)を限度とします。 
(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がないも

のとして算出した支払うべき保険金また

(1)次のいずれかによって発生した損

害に対しては、保険金をお支払い

できません。 

①保険契約者、被保険者または法定

代理人の故意 

②戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

③地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

④核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑤上記④以外の放射線照射または放

射能汚染 

(2)次の損害賠償責任のいずれかを負

担することによって被った損害に

対しては、保険金をお支払いでき

ません。 

①被保険者と同居する親族に対する

損害賠償責任 

②被保険者の使用人（被保険者がス

キーの補助者として使用する方を

除きます）が被保険者の事業また

は業務に従事中に被った身体の障

害に起因する損害賠償責任 

③被保険者と第三者との間に損害賠

償に関する約定がある場合におい

て、その約定により加重された損

害賠償責任 

④被保険者が所有、使用または管理

する財物の損壊について、その財

物につき正当な権利を有する者に

対して負担する損害賠償責任※2 

⑤被保険者の心神喪失に起因する損

害賠償責任 

⑥被保険者による暴行等に起因する

損害賠償責任 

⑦航空機、船舶・車両（原動力が専

ら人力であるもの等を除きます）、

銃器（空気銃を除きます）の所有、

使用または管理に起因する損害賠

償責任 

など 

 

※1 テロ行為によって発生した損害

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 レンタル用品など、他人から借り

たり、預かったりした物の損壊や

使用不能に対する損害賠償責任

を負担することによって被った

損害に対しては保険金をお支払

いできません。 
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特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

は共済金の額をいいます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約または共

済契約に免責金額の適用がある場合には、

そのうち最も低い免責金額を差し引いた

残額とします。 

ス キ ー ・ 

ス ケ ー ト 

傷 害 補 償 

特 約 

 

 

ご 自 身 の 

傷 害 

（ ケ ガ ） 

 

【スキー】 

日本国内において、被保険者がス

キーの目的をもって住居を出発

してから帰着するまでの行程中

に急激かつ偶然な外来の事故に

よってその身体にケガを被った

場合、かつ、次の①から⑤のいず

れかに該当する場合 

①傷害死亡保険金 

事故の発生の日からその日を

含めて 180 日以内に死亡した

場合 

②傷害後遺障害保険金 

事故の発生の日からその日を

含めて 180 日以内に約款所定

の後遺障害が発生した場合※1 

③傷害入院保険金 

そのケガの治療のため、入院

し、その入院が傷害入院保険金

の免責期間※2 を超えて継続

した場合 

④傷害手術保険金 

そのケガの治療のため、事故の

発生の日からその日を含めて

傷害手術保険金支払対象期間

内に手術を受けた場合 

⑤傷害通院保険金 

事故によるケガの治療のため、

事故の発生の日からその日を

含めて保険証券記載の傷害通

院保険金の免責期間が満了し

た日の翌日以降に、通院した場

合 

 

※1 事故の発生の日からその日

を含めて180日を超えて治療

中である場合は、181 日目に

おける医師の診断に基づき

後遺障害の程度を認定しま

す。 

※2 事故の日からその日を含め

て保険証券記載の免責期間

が満了するまでの期間をい

います。 

 

①傷害死亡保険金 

傷害死亡・後遺障害保険金額の全額  

 

※ 保険期間中に、既にお支払いした傷害後遺

障害保険金がある場合、傷害死亡・後遺障

害保険金額からその額を差し引いてお支

払いします。 

(1)次のいずれかによるケガについて

は、保険金をお支払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険

金受取人の故意または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為ま

たは犯罪行為 

③被保険者が次のいずれかに該当す

る間に発生した事故 

ア．法令に定められた運転資格を

持たないで自動車等を運転して

いる間 

イ．道路交通法第65条第１項に定

める酒気を帯びた状態で自動車

等を運転している間 

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい

剤、シンナー等の影響により正

常な運転ができないおそれがあ

る状態で自動車等を運転してい

る間 

④被保険者の脳疾患、病気または心

神喪失 

⑤被保険者の妊娠、出産、早産また

は流産 

⑥保険金をお支払いすべきケガの治

療以外の被保険者に対する外科的

手術その他の医療処置 

⑦被保険者に対する刑の執行 

⑧戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

⑨地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑩核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑪上記⑩以外の放射線照射または放

射能汚染 

⑫被保険者が山岳登はん（ピッケル、

アイゼン、ザイル、ハンマー等の

登山用具を使用するもの、ロック

クライミング（フリークライミン

グを含みます）等をいい、登る壁

の高さが５ｍ以下のボルダリング

は含みません）、リュージュ、ボブ

スレー、スケルトン、職務以外で

の航空機操縦、スカイダイビング、

ハンググライダー搭乗等の危険な

運動を行っている間の事故 

(2)次のいずれかの場合についても保

険金をお支払いできません。 

①むちうち症・腰痛等で医学的他覚

所見のないもの※2 

②細菌性食中毒・ウイルス性食中毒 

など 

 

※1 テロ行為によって発生したケガ

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 被保険者が自覚症状を訴えてい

る場合であっても、脳波所見、理

学的検査、神経学的検査、臨床検

査、画像検査、眼科・耳鼻科検査

等によりその根拠を客観的に証

明することができないものをい

います。 

 

②傷害後遺障害保険金 

傷害死亡・後遺

障害保険金額
 × 

約款所定の

保険金支払割合

(４％～100％)
 

 

※ 保険期間を通じ、合算して傷害死亡・後遺

障害保険金額が限度となります。 

③傷害入院保険金 

傷害入院保険金日額  × 入院日数  

※ 傷害入院保険金の免責期間が満了した日

の翌日からその日を含めて傷害入院保険

金の支払対象期間内の入院を対象とし、１

事故につき保険証券記載の傷害入院保険

金の支払限度日数が限度となります。 

④傷害手術保険金 

１回の手術について次の額をお支払いしま

す。 

ａ．入院中に受けた手術 

傷害入院保険金日額  × 10  

ｂ．上記ａ．以外の手術 

傷害入院保険金日額  × ５  

※ 入院中とは、手術を受けたケガの治療のた

めに入院している間をいいます。 

※ 手術を複数回受けた場合のお支払いの限

度は以下のとおりとなります。 

・ 保険金お支払いの対象となる手術を同

一の日に複数回受けた場合は、１回の

手術に対してのみ保険金をお支払いし

ます。なお、同一の日に上記ａ．とｂ．

の両方に該当する手術を受けた場合

は、上記ａ．の手術を１回受けたもの

とします。 

・ １回の手術を２日以上にわたって受け

た場合または手術料が１日につき算定

される手術を複数回受けた場合は、そ

の手術の開始日についてのみ手術を受

けたものとします。 

・ 一連の治療過程で複数回実施しても手

術料が１回のみ算定される区分番号の

手術について、その区分番号の手術を

複数回受けた場合は、２回目以降の手

術が保険金をお支払いする同じ区分番

号の手術を受けた日からその日を含め

て14日以内に受けたものであるとき

は、保険金をお支払いしません（欄外

のお支払例をご参照ください）。 

⑤傷害通院保険金 

傷害通院保険金日額  × 通院日数  

※ 傷害通院保険金の免責期間の満了日の翌

日からその日を含めて傷害通院保険金の

支払対象期間内の通院を対象とし、１事故

につき、保険証券記載の傷害通院保険金の

支払限度日数が限度となります。 

※ 通院しない場合においても、約款所定の部

位のケガによりその部位を固定するため

 

特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

に、医師の指示によりギプス等を常時装着

した期間は、通院日数に含めてお支払いし

ます。 
ス キ ー ・

ス ケ ー ト

用 品 補 償

特 約 

 

補補償償重重複複 

用品の損害 【スキー】 

日本国内において、被保険者がス

キーの目的をもって住居を出発

してから帰着するまでの行程中

に、次のいずれかの事由によって

損害が発生した場合 

①スキー用品の盗難。ただし、ス

トックの盗難は、スキーの板と

同時に発生した場合に限りま

す。 

②スキー板の破損 

 

①スキー用品を修理できない場合 

損害の額 

②スキー用品を修理できる場合 

修理費 

 

※ 保険期間を通じ、スキー・スケート用品保

険金額を限度とします。 

※ 修理費は、損害発生直前の状態に復するに

必要な修理費とし、価値の下落は損害の額

に含みません。 

※ 損害の額が、その損害の発生したスキー用

品の保険価額を超える場合は、その保険価

額をもって損害の額とします。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保

険契約等がある場合において、それぞれの

保険契約または共済契約の支払責任額(＊

1)の合計額が、損害の額(＊2)を超えるとき

は、下記の額を保険金としてお支払いしま

す。 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保

険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われた場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われた保

険金または共済金の合計額を差し引い

た残額。ただし、この保険契約の支払

責任額(＊1)を限度とします。 
(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がないも

のとして算出した支払うべき保険金また

は共済金の額をいいます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約または共

済契約に免責金額の適用がある場合に

は、そのうち最も低い免責金額を差し引

いた残額とします。 

(1)次のいずれかによって発生した損

害に対しては、保険金をお支払い

できません。 

①保険契約者、被保険者または保険

金受取人の故意または重大な過失 

②被保険者と同居する親族の故意 

③戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※ 

④地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑤核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑥スキー用品の自然の消耗、劣化、

変質、さび、かび、剥がれ、肌落

ち、発酵、自然発熱またはねずみ

食い、虫食い等 

⑦スキー用品の欠陥。ただし、保険

契約者、被保険者またはスキー用

品を管理する方が、相当の注意を

もってしても発見し得なかった欠

陥によって発生した損害を除きま

す。 

⑧スキー用品の平常の使用または管

理において通常発生し得るすり

傷、かき傷、塗料の剥がれ落ち、

ゆがみ、たわみ、へこみ、落書き

等外観上の損傷または汚損であっ

て、スキー用品が有する機能の喪

失または低下を伴わないもの。た

だし、スキー用品の盗難被害に伴

って発生した場合は保険金をお支

払いします。 

⑨スキー用品の置き忘れ・紛失 

(2)次の損害に対しては、保険金をお

支払いできません。 

①時計、宝石、貴金属、財布、ハン

ドバッグ等の携行品の損害 

②スキーのストックのみの盗難によ

る損害 

③スキーの板以外のスキー用品の破

損による損害 

など 

 

※ テロ行為によって発生した損害に

関しては自動セットの特約により

保険金お支払いの対象となりま

す。 

■任意でセットできる主な特約 
任意でセットできる主な特約とその概要は下記のとおりです。 

特約名 特約の概要 

雪上滑走スポーツ補償特約 

スキーのほか、スノーボード等雪上滑走スポーツ※による事故を補償する特約です。 
※雪上滑走スポーツとは、スキー、モノスキー、スノーボード等、そのスポーツ用に設計された板またはボードを使用し、雪（人工雪

を含みます）上を動力を用いずに滑走することを主な目的としたスポーツをいいます。ただし、そり、ボブスレー、リュージュは含

みません。 
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おお支支払払いいすするる保保険険金金おおよよびび費費用用保保険険金金ののごご説説明明【団団体体総総合合生生活活補補償償保保険険】】＜団体テニス保険＞  

※「団体テニス保険」は、テニス賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。 

団体総合生活補償保険の普通保険約款、テニス賠償責任保険特約、その他主な特約の補償内容および保険金をお支払いできない主な場合をご説明し

ます。詳しくは、ご契約のしおり（普通保険約款、特約）をご参照ください。 

■用語のご説明 
区分 用語 説明 

共 通 親族 配偶者、６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

テニス施設 専らテニスの用に供するテニスコート、テニス練習場および更衣室等それらの付属施設をいいます。 

テニスの練習中、

競技中または指

導中 

テニスの練習中、競技中または指導中に伴うテニス施設内の更衣、休憩を含みます。 

配偶者 
婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同

一であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

テ ニ ス 

傷 害 補 償 

特 約 

支払対象期間 傷害入院保険金、傷害通院保険金をお支払いする対象の期間として保険証券記載の期間をいい、この期間内の入

院、通院についてのみ保険金をお支払いします。 

手術 次のいずれかに該当する診療行為をいいます。 

①公的医療保険制度において手術料の対象となる診療行為。ただし、次の診療行為は保険金お支払いの対象にな

りません。 

・ 創傷処理  ・ 皮膚切開術  ・ デブリードマン  ・ 骨または関節の非観血的または徒手的な整復術、

整復固定術および授動術  ・ 抜歯手術  ・ 歯科診療固有の診療行為 

②先進医療※1に該当する診療行為※2 
※1 手術を受けた時点において、厚生労働大臣が定める先進的な医療技術をいいます。また、先進医療ごとに定める施設基準に

適合する病院等において行われるものに限りますので、対象となる手術、医療機関および適応症は限定されます。 

※2 治療を直接の目的として、メス等の器具を用いて患部または必要部位に切除、摘出等の処置を施すものに限ります（診断、

検査等を直接の目的とした診療行為および注射、点滴、薬剤投与(全身・局所)、放射線照射、温熱療法による診療行為を除

きます）。 

傷害 急激かつ偶然な外来の事故によって被ったケガをいいます。 
（注）身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に発生する中毒症状を含み

ます（継続的に吸入、吸収または摂取した結果発生する中毒症状は含みません）。 

傷害手術保険金

支払対象期間 

事故の発生の日からその日を含めて「傷害入院保険金の免責期間と支払対象期間の合計日数」に達するまでの期

間をいいます。 

治療 医師が必要と認め、医師が行う治療をいいます。 

通院 病院・診療所に通い、または往診・訪問診療により、治療を受けることをいい、オンライン診療による診察を含

みます。なお、同月に複数回のオンライン診療を受けた場合で、公的医療保険制度においてオンライン診療料を

１回算定された場合は、最初の１回のみ通院したものとみなします。 
（注）治療を伴わない、薬剤、診断書、医療器具等の受領等のためのものは、通院に含みません。 

入院 自宅等での治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念することをいい

ます。 

テニス用品 

補 償 特 約 

テニス用品 テニスラケット、テニスボール、その他のテニス用に設計された物および被服類ならびにそれらを収容するバッ

グ類であって、被保険者所有のテニス用品一式をいいます。 
（注）時計、宝石、貴金属、財布、ハンドバッグ等の携行品を含みません。 

盗難 強盗、窃盗またはこれらの未遂をいい、盗賊、不法侵入者による損傷・汚損を含みます。 

保険価額 テニス用品に損害が発生した地および時におけるテニス用品の価額をいいます。 

■団体テニス保険の補償内容 

補補償償重重複複ママーーククががああるる特特約約ををセセッットトさされれるる場場合合ののごご注注意意  

補補償償重重複複マークがある特約をセットする場合、補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険以外の保険契約にセットされた特約や引受保険

会社以外の保険契約を含みます）が他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一方

の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居へ

の変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

１．団体テニス保険の補償内容は下表のとおりです。 

２．被保険者は、保険証券に被保険者として記載された方となります。また、テニス賠償責任保険特約については、被保険者が責任無能力者の場合、

その方に関する事故については、その方の親権者、その他の法定監督義務者および監督義務者に代わって責任無能力者を監督する親族を被保険

者とします。 

特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

テ ニ ス 

賠償責任

保険特約 

 

補補 償償 重重 複複 

法 律 上 の 

損 害 賠 償 

責 任 

 

日本国内のテニス施設内におい

て、被保険者が行うテニスの練習

中、競技中または指導中に発生し

た偶然な事故により、被保険者が

他人の身体の障害または財物の

損壊について法律上の損害賠償

責任を負担することによって損

害を被った場合 

被保険者が損害

賠償請求権者に

対して負担する

法律上の損害賠

償責任の額

 ＋ 

判決により支払

を命ぜられた訴

訟費用または判

決日までの遅延

損害金

 － 

被保険者が損害賠償請

求権者に対して損害賠

償金を支払ったことに

より代位取得するもの

がある場合は、その価額

 － 
免責金額(＊)

(０円)
 

(＊) 免責金額とは、支払保険金の計算にあたって

損害の額から差し引く金額で、自己負担とな

(1)次のいずれかによって発生した損

害に対しては、保険金をお支払い

できません。 

①保険契約者、被保険者または法定

代理人の故意 

②戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

③地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

④核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑤上記④以外の放射線照射または放

射能汚染 

 

特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

る金額をいいます。 

※ １回の事故につき、テニス賠償責任保険金

額が限度となります。 

※ 上記算式により計算した額とは別に、損害

の発生または拡大を防止するために必要

または有益であった費用、示談交渉費用、

争訟費用等をお支払いします。 

※ 事故により損害賠償の請求を受けた場合、

引受保険会社は、被保険者からの申出があ

り、かつ、被保険者の同意が得られれば、

被保険者のために被害者との示談交渉を

引き受けます。ただし、次のいずれかの場

合は、引受保険会社による示談交渉はでき

ません。 

①被保険者が損害賠償請求権者に対して負

担する法律上の損害賠償責任の総額がテ

ニス賠償責任保険金額を明らかに超える

場合 

②損害賠償請求権者が、引受保険会社と直

接、折衝することに同意しない場合 

③正当な理由がなく被保険者が引受保険会

社への協力を拒んだ場合 

④被保険者に対する損害賠償請求に関する

訴訟が日本国外の裁判所に提起された場

合 

※ 被保険者が損害賠償請求権者に対して負

担する法律上の損害賠償責任の額の決定

については、事前に保険会社の承認が必要

となります。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保

険契約等がある場合において、それぞれの

保険契約または共済契約の支払責任額(＊

1)の合計額が、損害の額(＊2)を超えるとき

は、下記の額を保険金としてお支払いしま

す。 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保

険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われた場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われた保

険金または共済金の合計額を差し引い

た残額。ただし、この保険契約の支払

責任額(＊1)を限度とします。 
(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がないも

のとして算出した支払うべき保険金また

は共済金の額をいいます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約または共

済契約に免責金額の適用がある場合には、

そのうち最も低い免責金額を差し引いた

残額とします。 

(2)次の損害賠償責任のいずれかを負

担することによって被った損害に

対しては、保険金をお支払いでき

ません。 

①被保険者と同居する親族に対する

損害賠償責任 

②被保険者の使用人（被保険者が家

事使用人として使用する方を除き

ます）が被保険者の事業または業

務に従事中に被った身体の障害に

起因する損害賠償責任 

③被保険者と第三者との間に損害賠

償に関する約定がある場合におい

て、その約定により加重された損

害賠償責任 

④被保険者が所有、使用または管理

する財物の損壊について、その財

物につき正当な権利を有する者に

対して負担する損害賠償責任※2 

⑤被保険者の心神喪失に起因する損

害賠償責任 

⑥被保険者による暴行等に起因する

損害賠償責任 

⑦航空機、船舶・車両（原動力が専

ら人力であるもの等を除きます）、

銃器（空気銃を除きます）の所有、

使用または管理に起因する損害賠

償責任 

など 

 

※1 テロ行為によって発生した損害

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 レンタル用品など、他人から借り

たり、預かったりした物の損壊や

使用不能に対する損害賠償責任

を負担することによって被った

損害に対しては保険金をお支払

いできません。 

テ ニ ス 

傷 害 補 償 

特 約 

 

ご 自 身 の 

傷 害 

（ ケ ガ ） 

 

被保険者が日本国内のテニス施

設内において、テニスの練習中、

競技中または指導中に、急激かつ

偶然な外来の事故によってその

身体にケガを被った場合、かつ、

次のいずれかに該当する場合 

①傷害死亡保険金 

事故の発生の日からその日を

含めて 180 日以内に死亡した

場合 

②傷害後遺障害保険金 

事故の発生の日からその日を

含めて 180 日以内に約款所定

の後遺障害が発生した場合※1 

③傷害入院保険金 

そのケガの治療のため、入院

し、その入院が傷害入院保険金

の免責期間※2 を超えて継続

した場合 

④傷害手術保険金 

そのケガの治療のため、事故の

発生の日からその日を含めて

①傷害死亡保険金 

傷害死亡・後遺障害保険金額の全額  

 

※ 保険期間中に、既にお支払いした傷害後遺

障害保険金がある場合、傷害死亡・後遺障

害保険金額からその額を差し引いてお支

払いします。 

(1)次のいずれかによるケガについて

は、保険金をお支払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険

金受取人の故意または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為ま

たは犯罪行為 

③被保険者の脳疾患、病気または心

神喪失 

④被保険者の妊娠、出産、早産また

は流産 

⑤保険金をお支払いすべきケガの治

療以外の被保険者に対する外科的

手術その他の医療処置 

⑥戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

⑦地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑧核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑨上記⑧以外の放射線照射または放

射能汚染 

(2)次のいずれかの場合についても保

②傷害後遺障害保険金 

傷害死亡・後遺

障害保険金額
 × 

約款所定の

保険金支払割合

(４％～100％)
 

※ 保険期間を通じ、合算して傷害死亡・後遺

障害保険金額が限度となります。 

③傷害入院保険金 

傷害入院保険金日額  × 入院日数  

 

※ 傷害入院保険金の免責期間が満了した日

の翌日からその日を含めて傷害入院保険

金の支払対象期間内の入院を対象とし、１

事故につき保険証券記載の傷害入院保険
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特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

傷害手術保険金支払対象期間

内に手術を受けた場合 

⑤傷害通院保険金 

そのケガの治療のため、事故の

発生の日からその日を含めて

保険証券記載の傷害通院保険

金の免責期間が満了した日の

翌日以降に、通院した場合 

 

※1 事故の発生の日からその日

を含めて180日を超えて治療

中である場合は、181 日目に

おける医師の診断に基づき

後遺障害の程度を認定しま

す。 

※2 事故の日からその日を含め

て保険証券記載の免責期間

が満了するまでの期間をい

います。 

 

金の支払限度日数が限度となります。 険金をお支払いできません。 

①むちうち症・腰痛等で医学的他覚

所見のないもの※2 

②細菌性食中毒・ウイルス性食中毒 

など 

 

※1 テロ行為によって発生したケガ

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 被保険者が自覚症状を訴えてい

る場合であっても、脳波所見、理

学的検査、神経学的検査、臨床検

査、画像検査、眼科・耳鼻科検査

等によりその根拠を客観的に証

明することができないものをい

います。 

（注）この保険ではいわゆる「テニス・

エルボー（肘）」はお支払いの対

象になりません。 

④傷害手術保険金 

１回の手術について次の額をお支払いしま

す。 

ａ．入院中に受けた手術 

傷害入院保険金日額  × 10  

ｂ．上記ａ．以外の手術 

傷害入院保険金日額  × ５  

※ 入院中とは、手術を受けたケガの治療のた

めに入院している間をいいます。 

※ 手術を複数回受けた場合のお支払いの限

度は以下のとおりとなります。 

・ 保険金お支払いの対象となる手術を同

一の日に複数回受けた場合は、１回の

手術に対してのみ保険金をお支払いし

ます。なお、同一の日に上記ａ．とｂ．

の両方に該当する手術を受けた場合

は、上記ａ．の手術を１回受けたもの

とします。 

・ １回の手術を２日以上にわたって受け

た場合または手術料が１日につき算定

される手術を複数回受けた場合は、そ

の手術の開始日についてのみ手術を受

けたものとします。 

・ 一連の治療過程で複数回実施しても手

術料が１回のみ算定される区分番号の

手術について、その区分番号の手術を

複数回受けた場合は、２回目以降の手

術が保険金をお支払いする同じ区分番

号の手術を受けた日からその日を含め

て14日以内に受けたものであるとき

は、保険金をお支払いしません（欄外

のお支払例をご参照ください）。 

⑤傷害通院保険金 

傷害通院保険金日額  × 通院日数  

※ 傷害通院保険金の免責期間の満了日の翌

日からその日を含めて傷害通院保険金の

支払対象期間内の通院を対象とし、１事故

につき、保険証券記載の傷害通院保険金の

支払限度日数が限度となります。 

※ 通院しない場合においても、約款所定の部

位のケガによりその部位を固定するため

に、医師の指示によりギプス等を常時装着

した期間は、通院日数に含めてお支払いし

ます。 
テ ニ ス

用 品 補 償

特 約 

 

補補償償重重複複 

用品の損害 日本国内のテニス施設内におい

て、次のいずれかによって損害が

発生した場合 

①テニス用品の盗難。ただし、テ

ニスボールの盗難は、他のテニ

ス用品と同時に発生した場合

に限ります。 
②テニスラケットの折損または

曲損。ただし、ガットのみに発

生した場合は含みません。 
 

①テニス用品を修理できない場合 

損害の額 

 

②テニス用品を修理できる場合 

修理費 

 

※ 保険期間を通じ、テニス用品保険金額を限

度とします。 

※ 修理費は、損害発生直前の状態に復するに

必要な修理費とし、価値の下落は損害の額

に含みません。 

※ 損害の額が、その損害の発生したテニス用

品の保険価額を超える場合は、その保険価

額をもって損害の額とします。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保

険契約等がある場合において、それぞれの

保険契約または共済契約の支払責任額(＊

1)の合計額が、損害の額(＊2)を超えるとき

は、下記の額を保険金としてお支払いしま

す。 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保

険契約の支払責任額(＊1) 

(1)次のいずれかによって発生した損

害に対しては、保険金をお支払い

できません。 

①保険契約者、被保険者または保険

金受取人の故意または重大な過失 

②被保険者と同居する親族の故意 

③戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※ 

④地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑤核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性の作用またはこれ

らの特性による事故 

⑥テニス用品の欠陥。ただし、保険

契約者、被保険者またはテニス用

品を管理する方が、相当の注意を

もってしても発見し得なかった欠

陥によって発生した損害を除きま

す。 

⑦テニス用品の自然の消耗、劣化、

変質、さび、かび、剥がれ、肌落

ち、発酵、自然発熱またはねずみ

食い、虫食い等 

⑧テニス用品の平常の使用または管

 

特 約 名 補償内容 保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われた場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われた保

険金または共済金の合計額を差し引い

た残額。ただし、この保険契約の支払

責任額(＊1)を限度とします。 
(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がないも

のとして算出した支払うべき保険金また

は共済金の額をいいます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約または共

済契約に免責金額の適用がある場合に

は、そのうち最も低い免責金額を差し引

いた残額とします。 

理において通常発生し得るすり

傷、かき傷、塗料の剥がれ落ち、

ゆがみ、たわみ、へこみ、落書き

等外観上の損傷または汚損であっ

て、テニス用品が有する機能の喪

失または低下を伴わないもの。た

だし、テニス用品の盗難によって

発生した損害は除きます。 

⑨テニス用品の置き忘れ・紛失 

(2)次の損害に対しては、保険金をお

支払いできません。 

①時計、宝石、貴金属、財布、ハン

ドバッグ等の携行品の損害 

②他のテニス用品の盗難を伴わない

テニスボールのみの盗難による損

害 

③ガットのみに発生した損害 

など 

※ テロ行為によって発生した損害に

関しては自動セットの特約により

保険金お支払いの対象となりま

す。 

〔手術保険金お支払例〕 

超音波骨折治療法を３回受けた場合 
 ○○手術  

▼  

××手術 

▼  

○○手術 

▼ 
・ 10月10日の手術は、10月１日の手術から14日以内のため、保険金をお支払いしません。 

・ 10月25日の手術は、10月１日の手術から14日経過後のため、保険金をお支払いします。  10月１日  10月10日  10月25日 
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おお支支払払いいすするる保保険険金金おおよよびび費費用用保保険険金金ののごご説説明明【団団体体総総合合生生活活補補償償保保険険】】＜傷害補償(標準型)+費用＞  

団体総合生活補償保険の普通保険約款、主な特約の補償内容および保険金をお支払いできない主な場合をご説明します。詳しくは、ご契約のしおり（普通保

険約款・特約）をご参照ください。 

ケケガガにに関関すするる補補償償  

■被保険者の範囲 
ケガに関する補償の被保険者は、保険証券に被保険者として記載された方をいいます。 

■傷害補償(標準型)特約の補償内容 
１．被保険者が急激かつ偶然な外来の事故によって被ったケガ（｢ケガ｣といいます）に対して保険金をお支払いします。 

※ ケガには、身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収または摂取した場合に急激に発生する中毒症状を含みます。 

２．傷害補償(標準型)特約の補償内容は次のとおりです。 

（注）既に存在していた身体の障害または病気の影響などによりケガ等の程度が大きくなった場合は、その影響がなかった場合に相当する金額をお

支払いします。 

（注）「保険金をお支払いする場合」において、治療とは医師が必要であると認め、医師が行う治療をいいます。 
（注）「保険金をお支払いできない主な場合」において、「自動車等」とは、自動車または原動機付自転車をいいます。 

保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

傷 害 死 亡 

保 険 金 

 
 

事故によるケガのため、事故

の発生の日からその日を含め

て180日以内に死亡した場合 

傷害死亡・後遺障害保険金額の全額  

※ 保険期間中に、既にお支払いした傷害後

遺障害保険金がある場合、傷害死亡・後

遺障害保険金額からその額を差し引いて

お支払いします。 

(1)次のいずれかによるケガについては、保険金をお

支払いできません。 

①保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意

または重大な過失 

②被保険者の闘争行為、自殺行為または犯罪行為 

③被保険者が次のいずれかに該当する間に発生した

事故 

ア．法令に定められた運転資格を持たないで自動

車等を運転している間 

イ．道路交通法第65条第１項に定める酒気を帯び

た状態で自動車等を運転している間 

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等

の影響により正常な運転ができないおそれがあ

る状態で自動車等を運転している間 

④被保険者の脳疾患、病気または心神喪失 

⑤被保険者の妊娠、出産、早産または流産 

⑥保険金をお支払いすべきケガの治療以外の被保険

者に対する外科的手術その他の医療処置 

⑦被保険者に対する刑の執行 

⑧戦争、外国の武力行使、革命、内乱等の事変また

は暴動※1 

⑨地震もしくは噴火またはこれらによる津波 

⑩核燃料物質などの放射性・爆発性・有害な特性に

よる事故 

⑪上記⑩以外の放射線照射または放射能汚染 

(2)次のいずれかの場合についても保険金をお支払い

できません。 

①むちうち症・腰痛等で医学的他覚所見のないもの

※2 

②細菌性食中毒・ウイルス性食中毒 

など 

※1 テロ行為によって発生したケガに関しては自動

セットの特約により保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 被保険者が自覚症状を訴えている場合であって

も、脳波所見、理学的検査、神経学的検査、臨

床検査、画像検査、眼科・耳鼻科検査等により

その根拠を客観的に証明することができないも

のをいいます。 

 (3)次のいずれかによって発生したケガについては、

保険金をお支払いできません。 

①被保険者が次のいずれかに該当する間の事故 

ア．乗用具(＊1)を用いて競技等(＊2)をしてい

る間（ウ．に該当しない「自動車等を用い

て道路上で競技等(＊2)をしている間」を除

きます） 

イ．乗用具(＊1)を用いて競技等(＊2)を行うこ

とを目的とする場所において、競技等(＊2)

に準ずる方法・態様により、乗用具(＊1)を

使用している間（ウ．に該当しない「道路

上で競技等(＊2)に準ずる方法・態様により、

自動車等を使用している間」を除きます） 

ウ．法令による許可を受けて、一般の通行を

傷 害 

後 遺 障 害 

保 険 金 

 
 

事故によるケガのため、事故

の発生の日からその日を含め

て180日以内に約款所定の後

遺障害が発生した場合 

※ 事故の発生の日からその

日を含めて180日を超えて

治療中である場合は、181

日目における医師の診断

に基づき後遺障害の程度

を認定します。 

傷害死亡・後遺

障害保険金額
 × 

約款所定の

保険金支払割合

(４％～100％)
 

※ 保険期間を通じ、合算して傷害死亡・後

遺障害保険金額が限度となります。 

傷 害 入 院 

保 険 金 

事故によるケガの治療のた

め、入院し、その入院が傷害

入院保険金の免責期間※を超

えて継続した場合 

※ 事故の発生の日からその

日を含めて保険証券記載

の免責期間が満了するま

での期間をいいます。 

傷害入院保険金日額  × 入院日数  

※ 事故の発生の日からその日を含めて180

日以内の入院を対象とし、１事故につき、

180日が限度となります。 

※ 入院日数には、傷害入院保険金の免責期

間の満了日以前の入院日数を含みませ

ん。 

傷 害 手 術 

保 険 金 

 
 

事故によるケガの治療のた

め、事故の発生の日からその

日を含めて180日以内に手術

を受けた場合 

※ 手術とは、次の診療行為を

いいます。 

①公的医療保険制度におい

て手術料の対象となる診

療行為。ただし、次の診

療行為は保険金お支払い

の対象になりません。 

・ 創傷処理 

・ 皮膚切開術 

・ デブリードマン 

・ 骨または関節の非観血

的または徒手的な整復

術、整復固定術および

授動術 

・ 抜歯手術 

・ 歯科診療固有の診療行

為 

②先進医療(＊1)に該当す

る診療行為(＊2) 
(＊1) 手術を受けた時点にお

いて、厚生労働大臣が

定める先進的な医療技

術をいいます。また、

先進医療ごとに定める

施設基準に適合する病

院等において行われる

①入院中に受けた手術 

傷害入院保険金日額  × 10  

②上記①以外の手術 

傷害入院保険金日額  × ５  

※ 入院中とは、手術を受けたケガの治療の

ために入院している間をいいます。 

※ １事故につき、１回の手術に限ります。

なお、上記①と②の両方に該当する手術

を受けた場合は、上記①の手術を１回受

けたものとします。 

 

 

保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

ものに限りますので、

対象となる手術、医療

機関および適応症は限

定されます。 

(＊2) 治療を直接の目的とし

て、メス等の器具を用

いて患部または必要部

位に切除、摘出等の処

置を施すものに限りま

す（診断、検査等を直

接の目的とした診療行

為および注射、点滴、

薬剤投与（全身・局所）、

放射線照射、温熱療法

による診療行為を除き

ます）。 

制限し、道路を占有した状態で、自動車等

を用いて競技等(＊2)をしている間または競

技等(＊2)に準ずる方法・態様により自動車

等を使用している間 

②被保険者が山岳登はん（ピッケル、アイゼン、

ザイル、ハンマー等の登山用具を使用するも

の、ロッククライミング（フリークライミン

グを含みます）をいい、登る壁の高さが５ｍ

以下のボルダリングは含みません）、職務以外

での航空機操縦、スカイダイビング、ハング

グライダー搭乗等の危険な運動を行っている間

の事故 

など 
(＊1) 乗用具とは、自動車等またはモーターボート

等をいいます。 

(＊2) 競技等とは、競技、競争、興行（これらのた

めの練習を含みます）または試運転（性能試

験を目的とする運転もしくは操縦）をいいま

す。 

  

 

傷 害 通 院 

保 険 金 

事故によるケガの治療のた

め、事故の発生の日からその

日を含めて保険証券記載の傷

害通院保険金の免責期間が満

了した日の翌日以降に、通院

した場合 
※ 通院とは、病院・診療所に

通い、または往診・訪問診

療により、治療を受けるこ

とをいい、オンライン診療

による診察を含みます。な

お、同月に複数回のオンラ

イン診療を受けた場合で、

公的医療保険制度におい

てオンライン診療料を１

回算定された場合は、最初

の１回のみ通院したもの

とみなします。 
※ 治療を伴わない、薬剤、診

断書、医療器具等の受領等

のためのものは、通院に含

みません。 

傷害通院保険金日額  × 通院日数  

※ 事故の発生の日からその日を含めて180

日以内の通院を対象とし、１事故につき、

90日が限度となります。 

※ 通院日数には、傷害通院保険金の免責期

間の満了日以前の通院日数を含みませ

ん。 

※ 通院しない場合においても、約款所定の

部位のケガによりその部位を固定するた

めに、医師の指示によりギプス等を常時

装着した期間は、通院日数に含めてお支

払いします。 
 

 

そそのの他他のの費費用用のの補補償償  

 

補補償償重重複複ママーーククががああるる特特約約ををセセッットトさされれるる場場合合ののごご注注意意  

補補償償重重複複マークがある特約をセットする場合、補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険以外の保険契約にセットされた特約や引受保険

会社以外の保険契約を含みます）が他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一方

の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居

への変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

 

■その他の費用等に関する特約の補償内容 ＜ご自身に対する補償に関するもの＞ 

１．被保険者が偶然な事故により被った損害に対して保険金をお支払いします。 

２．被保険者は下表の○印に該当する方となります。なお、ご本人と配偶者、ご本人または配偶者と親族の方との関係は、保険金をお支払いする

事故等が発生した時におけるものをいいます。 

被保険者 

特約 
ご本人※1 ご本人の配偶者 親族 

携行品損害補償特約 ○ - - 

救援者費用等補償特約 
保険契約者、救援対象者※2および救援対象者※2の配偶者※3・親族

※4 

※1 保険証券に被保険者として記載された方をいいます。 

※2 ケガに関する補償において被保険者となる方をいいます。 

※3 配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同一であるが婚

姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

※4 ６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

（注）「保険金をお支払いする場合」、「保険金をお支払いできない主な場合」において、「自動車等」とは、自動車または原動機付自転車をいいます。 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

携 行 品 

損 害 

補 償 特 約 

携 行 品 

損 害 

保 険 金 

被保険者が居住する住宅（敷地を

含みます）外において、偶然な事

故により、被保険者が携行してい

損害の額(*1)  － 
免責金額(*2)

(3,000円)
 

(*1)損額の額とは、次の額をいいます。 

次のいずれかによって発生した損害

に対しては、保険金をお支払いできま

せん。 
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特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

 

補補 償償 重重 複複  

  
※「新価保険

特約（携行

品損害補

償 特 約

用）」が自

動セット

されます。 

る被保険者所有の身の回り品（携

行品）に損害が発生した場合 

 

＜補償対象外となる主な携行品＞ 

①株券、手形その他の有価証券、

印紙、切手その他これらに類す

る物。ただし、乗車券等、定期

券、通貨および小切手について

は補償対象となります。 

②預金証書または貯金証書（通帳、

キャッシュカードを含みます）、

クレジットカード、ローンカー

ド、プリペイドカード、電子マ

ネーその他これらに類する物 

③稿本（本などの原稿）、設計書、

図案、証書（運転免許証、パス

ポートを含みます）、帳簿、ひな

形、鋳型、木型、紙型、模型、

勲章、き章、免許状その他これ

らに類する物。ただし、印章に

ついては補償対象となります。 

④船舶（ヨット、モーターボート、

水上バイク、ボートおよびカヌ

ーを含みます）、航空機、自動車

等、雪上オートバイおよびゴー

カートならびにこれらの付属品 

⑤自転車、ハンググライダー、パ

ラグライダー、サーフボード、

ウインドサーフィンおよびラジ

コン模型ならびにこれらの付属

品 

⑥義歯、義肢その他これらに類す

る物 

⑦動物および植物 

⑧テープ、カード、ディスク、ド

ラム等のコンピュータ用の記録

媒体に記録されているプログラ

ム・データ（市販されていない

もの）その他これらに類する物 

⑨眼鏡、コンタクトレンズ、補聴

器、携帯電話・ＰＨＳ・ポケッ

トベル等の携帯式通信機器、ノ

ート型パソコン・ワープロ等の

携帯式電子事務機器およびこれ

らの付属品 

など  

①下記②、③以外の携行品 

ア．携行品の損傷を修理できない場合は、

携行品の再調達価額（＊3）をいいます。 

イ．携行品の損傷を修理できる場合は、「修

理費」から「修理に伴って発生した残

存物がある場合はその価額」を差し引

いた額（＊4）とし、再調達価額（＊3）

を限度とします。 

②貴金属、宝玉、宝石、書画、骨董（とう）、

彫刻物その他美術品 

ア．携行品の損傷を修理できない場合は、

携行品の保険の価額（その携行品と同

等と認められる物の市場流通価額）を

いいます。 

イ．携行品の損傷を修理できる場合は、次

の額（＊4）とし、保険の価額（その携

行品と同等と認められる物の市場流通

価額）を限度とします。 

修理費  － 

修理によって

携行品の価額

が増加した場合

はその増加額

 

－ 

修理に伴って発生

した残存物がある

場合はその価額

 

③乗車券等 

乗車券等の経路および等級の範囲内で、事

故の後に被保険者が支出した費用（＊4） 

(*2) 免責金額とは、支払保険金の計算にあた

って損害の額から差し引く金額で、自己

負担となる金額をいいます。 

(*3) 再調達価額とは、損害が発生した時の発

生した場所における携行品と同一の構

造、質、用途、規模、型、能力のものを

再取得するのに必要な金額をいいます。 

(*4) 損害の発生または拡大を防止するため

に要した費用等を含みます。 

※ 保険期間を通じ、携行品損害保険金

額が限度となります。 

※ 保険金をお支払いする損害の額は、

１事故につき、携行品１個、１組ま

たは１対あたり10万円（乗車券等ま

たは通貨・小切手は合計５万円）が

限度となります。 

※ 携行品が盗難にあった場合は、警察

等への届け出が必要となります。 

※ 保険金または共済金が支払われる他

の保険契約等がある場合において、

それぞれの保険契約または共済契約

の支払責任額(＊1)の合計額が、損害

の額(＊2)を超えるときは、下記の額

を保険金としてお支払いします。 

・再調達価額を基準として算出した

損害の額に基づき保険金または共

済金を支払う旨取決めのある他の

保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、こ

の保険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または

共済金が支払われた場合または再

調達価額を基準として算出した損

害の額に基づき保険金または共済

金を支払う旨取決めのない他の保

険契約等の場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われ

たまたは支払われるべき保険金ま

たは共済金の合計額を差し引いた

残額。ただし、この保険契約の支

払責任額(＊1)を限度とします。 
(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等が

ないものとして算出した支払うべ

き保険金または共済金の額をいい

ます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約ま

たは共済契約に免責金額の適用が

ある場合には、そのうち最も低い免

①保険契約者、被保険者、保険金受取

人または被保険者と同居する親族

※1の故意または重大な過失 

②被保険者が次のいずれかに該当す

る間に発生した事故 

ア．法令に定められた運転資格を

持たないで自動車等を運転して

いる間 

イ．道路交通法第65条第１項に定

める酒気を帯びた状態で自動車

等を運転している間 

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい

剤、シンナー等の影響により正

常な運転ができないおそれがあ

る状態で自動車等を運転してい

る間 

③戦争、外国の武力行使、革命、内乱

等の事変または暴動※2 

④地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑤核燃料物質などの放射性・爆発性・

有害な特性による事故 

⑥上記⑤以外の放射線照射または放

射能汚染 

⑦差押え・破壊等の公権力の行使。た

だし、火災消防または避難に必要な

処置である場合を含みません。 

⑧携行品の欠陥 

⑨携行品の自然の消耗、劣化、変質、

さび、かび、剥がれ、肌落ち、発酵、

自然発熱またはねずみ食い、虫食い

等 

⑩携行品の平常の使用または管理に

おいて通常発生し得るすり傷、かき

傷、塗料の剥がれ落ち、ゆがみ、た

わみ、へこみ、落書き等外観上の損

傷または汚損であって、携行品ごと

にその携行品が有する機能の喪失

または低下を伴わないもの 

⑪偶然な外来の事故に直接起因しな

い携行品の電気的事故・機械的事

故。ただし、これらにより発生した

火災による損害を含みません。 

⑫携行品である液体の流出。ただし、

他の携行品に発生した損害を含み

ません。 

⑬携行品の置き忘れ・紛失 

など 

※1 親族とは、配偶者、６親等内の

血族、３親等内の姻族をいいま

す。 

※2 テロ行為によって発生した損害

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

責金額を差し引いた残額とします。 
救 援 者 

費 用 等 

補 償 特 約 

 

補補 償償 重重 複複 

救 援 者 

費 用 等 

保 険 金 

救援対象者が次のいずれかに該当

し、被保険者が救援者費用等を負

担したことによって損害を被った

場合 

①救援対象者が搭乗している航空

機・船舶が行方不明になった場

合または遭難した場合 

②急激かつ偶然な外来の事故によ

り救援対象者の生死が確認でき

ない場合または緊急な捜索・救

助活動を要する状態となったこ

とが警察等の公の機関により確

認された場合 

③救援対象者が、急激かつ偶然な

外来の事故によるケガのため、

事故の発生の日からその日を含

めて180日以内に、死亡した場合

または継続して14日以上入院し

た場合 

  

救援者費用等の額  

＜救援者費用等＞ 

被保険者が負担した次の費用をいいま

す。 

①捜索救助費用 

②現地へ赴く交通費（救援者２名分・１

往復分限度） 

③宿泊料（救援者２名分・１名につき14

日分限度） 

④救援対象者の移送・移転費用 

⑤諸雑費（日本国内３万円限度、国外20

万円限度） 

※ 社会通念上妥当な部分で、かつ、「保

険金をお支払いする場合」のいずれ

かと同等の他の事故に対して通常負

担する費用相当額（この特約に加入

していなければ発生しなかった費用

は含みません）をお支払いします。

ただし、保険期間を通じ、救援者費

用等保険金額が限度となります。 

※ 第三者からの損害賠償金がある場合

はその額を差し引いてお支払いしま

す。 

※ 保険金または共済金が支払われる他

の保険契約等がある場合において、

それぞれの保険契約または共済契約

の支払責任額(＊)の合計額が、費用

の額を超えるときは、下記の額を保

険金としてお支払いします。 

・ 他の保険契約等から保険金または

共済金が支払われていない場合

は、この保険契約の支払責任額
(＊) 

・ 他の保険契約等から保険金または

共済金が支払われた場合は、費用

の額から他の保険契約等から支払

われた保険金または共済金の合計

額を差し引いた残額。ただし、こ

の保険契約の支払責任額(＊)を限

度とします。 
(＊) 支払責任額とは、他の保険契約等が

ないものとして算出した支払うべき

保険金または共済金の額をいいま

す。 

次のいずれかによって発生した損害

に対しては、保険金をお支払いできま

せん。 

①保険契約者、救援対象者、被保険

者または保険金受取人の故意また

は重大な過失 

②救援対象者の闘争行為、自殺行為

または犯罪行為 

③救援対象者が次のいずれかに該当

する間に発生した事故 

ア．法令に定められた運転資格を

持たないで自動車等を運転して

いる間 

イ．道路交通法第65条第１項に定

める酒気を帯びた状態で自動車

等を運転している間 

ウ．麻薬、大麻、あへん、覚せい

剤、シンナー等の影響により正

常な運転ができないおそれがあ

る状態で自動車等を運転してい

る間 

④救援対象者の脳疾患、病気または

心神喪失 

⑤救援対象者の妊娠、出産、早産ま

たは流産 

⑥保険金をお支払いすべきケガの治

療以外の救援対象者に対する外科

的手術その他の医療処置 

⑦救援対象者に対する刑の執行 

⑧戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

⑨地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

⑩核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑪上記⑩以外の放射線照射または放

射能汚染 

⑫救援対象者が山岳登はん（ピッケ

ル、アイゼン、ザイル、ハンマー

等の登山用具を使用するもの、ロ

ッククライミング（フリークライ

ミングを含みます）をいい、登る

壁の高さが５ｍ以下であるボルダ

リングを含みません）、職務以外で

の航空機操縦、スカイダイビング、

ハンググライダー搭乗等の危険な

運動を行っている間の事故 

⑬むちうち症・腰痛等で医学的他覚

所見のないもの※2 

⑭細菌性食中毒・ウイルス性食中毒 

など 

※1 テロ行為によって発生した損害

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 救援対象者が自覚症状を訴えて

いる場合であっても、脳波所見、

理学的検査、神経学的検査、臨

床検査、画像検査、眼科・耳鼻

科検査等によりその根拠を客観

的に証明することができないも

のをいいます。 
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■その他の費用等に関する特約の補償内容 ＜相手に対する補償に関するもの＞ 

補補償償重重複複ママーーククががああるる特特約約ををセセッットトさされれるる場場合合ののごご注注意意  

補補償償重重複複マークがある特約をセットする場合、補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険以外の保険契約にセットされた特約や引受保

険会社以外の保険契約を含みます）が他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれか一

方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 

※ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別

居への変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

１．被保険者が偶然な事故により被った損害に対して保険金をお支払いします。 

２．被保険者は下表の○印に該当する方となります。なお、ご本人と配偶者、ご本人または配偶者と親族の方との関係は、保険金をお支払いする

事故等が発生した時におけるものをいいます。また、被保険者が責任無能力者の場合、その方に関する事故については、その方の親権者、そ

の他の法定監督義務者および監督義務者に代わって責任無能力者を監督する親族を被保険者とします。 

被保険者 

特約 
ご本人※1 ご本人の配偶者※2 親族※3 

日常生活賠償特約 ○ ○ ○ 

※1 保険証券に被保険者として記載された方をいいます。 

※2 配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある方および戸籍上の性別が同一であるが

婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

※3 ご本人またはその配偶者の「同居の親族※4」または「別居の未婚※5の子」をいいます。 

※4 親族とは、６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

※5 未婚とは、これまでに婚姻歴がないことをいいます。 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

日 常 生 活

賠 償 特 約 

 

補補 償償 重重 複複 

日常生活

賠 償 

保 険 金 

「日本国内外において発生

した次の①または②の事故

により、被保険者が他人の身

体の障害または他人の財物

の損壊について法律上の損

害賠償責任を負担すること

によって損害を被った場

合」、または「日本国内にお

いて発生した次の①または

②の事故により、被保険者が

電車等(*)の運行不能につい

て法律上の損害賠償責任を

負担することによって損害

を被った場合」 

①被保険者ご本人の居住す

る住宅（敷地内の動産およ

び不動産を含みます）の所

有、使用または管理に起因

する偶然な事故 

②日常生活に起因する偶然

な事故 
(*)電車等とは、汽車、電車、気

動車、モノレール、ケーブル

カー、ロープウェー、いす付

リフト、ガイドウェイバスを

いいます。ただし、ジェット

コースター、メリーゴーラウ

ンド等遊園地等の遊戯施設、

座席装置のないリフト等は

含みません。 

 

※ 住宅には、別荘等一時的

に居住する住宅を含みま

す。 

被保険者が損害

賠償請求権者に

対して負担する

法律上の損害賠

償責任の額

 ＋ 

判決により支払

を命ぜられた訴

訟費用または判

決日までの遅延

損害金

 － 

被保険者が損害賠償請

求権者に対して損害賠

償金を支払ったことに

より代位取得するもの

がある場合は、その価額

 － 
免責金額(＊)

(０円)
 

(＊) 免責金額とは、支払保険金の計算にあたって

損害の額から差し引く金額で、自己負担とな

る金額をいいます。 

※ １回の事故につき、日常生活賠償保険金額

が限度となります。 

※ 上記算式により計算した額とは別に、損害

の発生または拡大を防止するために必要

または有益であった費用、示談交渉費用、

争訟費用等をお支払いします。 

※ 事故により損害賠償の請求を受けた場合、

引受保険会社は、被保険者からの申出があ

り、かつ、被保険者の同意が得られれば、

被保険者のために被害者との示談交渉を

引き受けます。ただし、次のいずれかの場

合は、引受保険会社による示談交渉はでき

ません。 

①被保険者が負担する法律上の損害賠償

責任の総額が日常生活賠償保険金額を

明らかに超える場合 

②損害賠償請求権者が、引受保険会社と直

接、折衝することに同意しない場合 

③正当な理由がなく被保険者が引受保険

会社への協力を拒んだ場合 

④日本国外で発生した事故の場合または

被保険者に対する損害賠償請求に関す

る訴訟が日本国外の裁判所に提起され

た場合 

※ 被保険者が損害賠償請求権者に対して負

担する法律上の損害賠償責任の額の決定

については、事前に保険会社の承認が必要

となります。 

※ 保険金または共済金が支払われる他の保

険契約等がある場合において、それぞれの

保険契約または共済契約の支払責任額(＊

1)の合計額が、損害の額(＊2)を超えると

きは、下記の額を保険金としてお支払いし

ます。 

(1)次のいずれかによって発生した損

害に対しては、保険金をお支払い

できません。 

①保険契約者、被保険者または法定

代理人の故意 

②戦争、外国の武力行使、革命、内

乱等の事変または暴動※1 

③地震もしくは噴火またはこれらに

よる津波 

④核燃料物質などの放射性・爆発

性・有害な特性による事故 

⑤上記④以外の放射線照射または放

射能汚染 

(2)次の損害賠償責任のいずれかを負

担することによって被った損害に

対しては、保険金をお支払いでき

ません。 

①被保険者の業務遂行に直接起因す

る損害賠償責任 

②被保険者の業務の用に供される動

産または不動産の所有、使用また

は管理に起因する損害賠償責任 

③被保険者と同居する親族※2に対

する損害賠償責任 

④被保険者の使用人が被保険者の業

務等に従事中に被った身体の障害

に起因する損害賠償責任。ただし、

使用人には家事使用人を含みませ

ん。 

⑤被保険者と第三者との間に損害賠

償に関する約定がある場合におい

て、その約定により加重された損

害賠償責任 

⑥被保険者が所有、使用または管理

する財物の損壊について、その財

物につき正当な権利を有する方に

対して負担する損害賠償責任※3 

⑦被保険者の心神喪失に起因する損

害賠償責任 

⑧被保険者による暴行等または被保

険者の指図による暴行等に起因す

る損害賠償責任 

⑨航空機、船舶・車両（原動力が専

ら人力であるものおよびゴルフカ

ート等を除きます）、銃器（空気銃

を除きます）の所有、使用または

管理に起因する損害賠償責任 

⑩罰金、違約金または懲罰的賠償額

 

特 約 名 
保険金 

の種類 
保険金をお支払いする場合 お支払いする保険金の額 保険金をお支払いできない主な場合 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われていない場合は、この保

険契約の支払責任額(＊1) 

・ 他の保険契約等から保険金または共済

金が支払われた場合は、損害の額(＊2)

から他の保険契約等から支払われた保

険金または共済金の合計額を差し引い

た残額。ただし、この保険契約の支払

責任額(＊1)を限度とします。 
(＊1) 支払責任額とは、他の保険契約等がない

ものとして算出した支払うべき保険金ま

たは共済金の額をいいます。 

(＊2) 損害の額は、それぞれの保険契約または

共済契約に免責金額の適用がある場合に

は、そのうち最も低い免責金額を差し引

いた残額とします。 

に対する損害賠償責任 

など 

※1 テロ行為によって発生した損害

に関しては自動セットの特約に

より保険金お支払いの対象とな

ります。 

※2 配偶者、６親等内の血族および

３親等内の姻族をいいます。 

※3 レンタル用品やゴルフ場のゴル

フカートなど、他人から借りた

り預かった物の損壊や使用不能

に対する損害賠償責任を負担す

ることによって被った損害に対

しては保険金をお支払いできま

せん。 
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重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

契約概要のご説明（団体長期障害所得補償保険） 平成 29 年 10 月 
 

■ご加入に際して保険商品の内容をご理解いただくための事項をこの「契約概要のご説明」に記載しています。加入前に必ずお読みになり、

お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約款・

特約）、保険証券および協定書（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保

険会社までお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。また、協定書は引受保険会社と保険契約者との間で取り交わし

ています。 

■申込人と被保険者（補償の対象となる方）が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

この書面における主な用語について説明します。  
危険 身体障害の発生の可能性をいいます。 

協定書 保険契約締結の際、引受保険会社と保険契約者の間で協議のうえ保険契約の内容を定める書類をいいます。 

最高保険金支払月額 １被保険者について、１か月あたりの保険金支払の最高限度となる協定書に記載された金額をいいます。 

支払基礎所得額 保険金の算出の基礎となる協定書に記載された所得の額をいいます。 

就業障害  身体障害を被り、就業に支障が発生している協定書に記載された状態をいいます。なお、死亡した後は就業障害とはいいません。 

所得 
業務に従事することによって得られる給与所得、事業所得または雑所得に係る総収入金額から、就業障害となることにより支出を免

れる金額を控除したものをいいます。ただし、就業障害の発生にかかわらず得られる収入は所得に含みません。 

身体障害 傷害（「ケガ」といいます）または疾病（「病気」といいます）をいいます。また、ケガにはケガの原因となった事故を含みます。 

てん補期間 
引受保険会社が保険金をお支払いする限度とする期間で免責期間終了日の翌日からその日を含めて協定書に記載された期間をいい

ます。 

免責期間 保険金をお支払いできない協定書に記載された就業障害が継続する期間をいいます。 

平均月間所得額 

就業障害が開始した日の属する月の直前 12 か月における被保険者の所得の平均月間額をいいます。ただし、就業規則等に基づく出

産・育児または介護を目的とした休業を取得していたことにより所得が減少していた場合等は、客観的かつ合理的な方法により計算

します。 

約定給付率 保険金の算出の基礎となる協定書に記載された率をいいます。 

１１商商品品のの仕仕組組みみ  

（１）商品の仕組み 

団体長期障害所得補償保険は、身体障害による就業障害時の損失を補償する保険です。 
※基本となる補償部分を解約し、補償が終了した場合等は、その契約にセットされた特約の補償も終了します。 

（２）被保険者の範囲 

・基本となる補償部分の被保険者は、会社員の方など、働いて収入（所得）を得ている方で、事前に保険契約者と協定した範囲の方の

うち、始期日時点における年令が満 15 才から満 59 才までの方となります。詳細は保険契約者、取扱代理店または引受保険会社まで

お問合わせください。 

２２基基本本ととななるる補補償償、、支支払払基基礎礎所所得得額額おおよよびび保保険険金金額額のの設設定定等等  

（１）保険金をお支払いする場合 

主なものを記載しています。詳細はパンフレット等の該当箇所、ご契約のしおり（普通保険約款・特約）および協定書をご確認ください。 

保険金の種類 保険金をお支払いする主な場合 

基本となる 

補償の保険金 

身体障害を被り、その直接の結果として保険期間中に就業障害が開始した場合に、てん補期間中の就業障害であ

る期間１か月について、支払基礎所得額を基に協定書に記載の方法により算出した額を保険金としてお支払いし

ます。ただし、てん補期間中の就業障害である期間１か月について、被保険者１名につき最高保険金支払月額を

限度とします。 
※てん補期間中における就業障害である期間が１か月に満たない場合または１か月未満の日数がある場合、その日数について

は１か月を30日とした日割計算により保険金の額を決定します。 
※保険金支払対象外の身体障害の影響などにより、保険金を支払うべき身体障害の程度が大きくなった場合は、その影響がなかった場合に相当する金額

をお支払いします。 

（２）保険金をお支払いできない主な場合 

主なものを記載しています。詳細はパンフレット等の該当箇所、ご契約のしおり（普通保険約款・特約）および協定書をご確認ください。 

保険金の種類 保険金をお支払いできない主な場合 

基本となる 

補償の保険金 

①保険期間開始時（注 1）より前に就業障害の原因となった身体障害を被っていた場合（注 2）は保険金をお支払

いできません。ただし、協定書に別の定めがある場合を除きます。 

②次のいずれかによって被った身体障害による就業障害に対しては保険金をお支払いできません。 

・保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意または重大な過失 

・闘争行為、自殺行為または犯罪行為 

・治療を目的として医師が使用した場合以外における被保険者の麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シンナー等の

使用 

・むちうち症、腰痛等で医学的他覚所見のないもの（注 3） 

・自動車等の無資格運転中、酒気帯び運転中のケガ 

・発熱等の他覚的症状のない感染 

・地震もしくは噴火またはこれらによる津波 

③健康状態告知の回答内容等により補償対象外とする病気等（保険証券に記載されます）による就業障害は保険

金をお支払いできません。 など 
（注1）継続契約の場合は、継続されてきた最初の保険期間開始時となります。 

（注2）この取扱いは、「ご契約時に正しく告知をして契約した場合」または「ご契約時に自覚症状がない身体障害であってもそれが保険期間開始時（注

1）よりも前に被ったものである場合」にも適用されますのでご注意ください。 

（注3）被保険者が自覚症状を訴えている場合であっても、レントゲン検査、脳波所見、神経学的検査、眼科・耳鼻科検査等によりその根拠を客観的に証

明することができないものをいいます。 

 

（３）セットできる主な特約とその概要 

ご希望によりセットできる主な特約の詳細については、パンフレット等の該当箇所、ご契約のしおり（普通保険約款・特約）および協

定書をご確認ください。 

（４）保険期間 

お客さまの保険期間については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

（５）支払基礎所得額および保険金額の設定 

支払基礎所得額および保険金額の設定については、以下の点にご注意ください。詳細は保険契約者、取扱代理店または引受保険会社ま

でお問合わせください。また、お客さまの支払基礎所得額および保険金額については、パンフレット、加入申込票等をご確認ください。 

・支払基礎所得額は次のとおり設定してください。なお、支払基礎所得額に約定給付率を乗じた額が平均月間所得額を超える場合には、

その上回る部分については保険金をお支払いできませんのでご注意ください。 

定額型の場合 
所得の平均月間額に対して次の範囲内となるよう設定してください。 

・健康保険、共済保険の加入者（給料所得者など）：50％ 

３３保保険険料料のの決決定定のの仕仕組組みみとと払払込込方方法法等等  

（１）保険料の決定の仕組み 

保険料は、支払基礎所得額、保険金額、年令、性別、免責期間、てん補期間等によって決まります。お客さまの保険料については、パ

ンフレット、加入申込票等をご確認ください。 

（２）保険料の払込方法 

お客さまの保険料の払込方法等については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４満満期期返返れれいい金金・・契契約約者者配配当当金金  

この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。 

５５解解約約とと解解約約返返れれいい金金  

ご契約を解約する場合は、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。なお、解約に際しては、契約時の条件

により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還する場合があります。詳細は保険契約者、取扱代理店また

は引受保険会社までお問合わせください。 
 

 

重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

注意喚起情報のご説明（団体長期障害所得補償保険） 平成 29 年 10 月 
 

■ご加入に際して申込人・被保険者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注意喚起情報のご説明」に記載し

ています。加入前に必ずお読みになり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約款・

特約）、保険証券または協定書（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保

険会社までお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。また、協定書は引受保険会社と保険契約者との間で取り交わし

ています。 

■申込人と被保険者（補償の対象となる方）が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

この書面における主な用語は「契約概要のご説明」に記載していますのでご確認ください。  

１１告告知知義義務務（（ごご加加入入時時ににおお申申しし出出いいたただだくく事事項項））  

（１）申込人または被保険者になる方には、ご加入時に危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めた項目（加入申込票上の「※」

印の項目（告知事項））について、事実を正確に告知する義務（告知義務）があります。 

（２）故意または重大な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と異なる場合、ご契約を解除することや保険金をお支払い

できないことがあります（次の③に該当した場合は、ご契約を解除することがあります）ので、今一度、告知内容をご確認ください。 

告知事項 

①被保険者の生年月日、年令、性別 

②被保険者の健康状態告知（注 1）（注 2）（注 3） 

③同じ被保険者について身体障害による就業障害に対して保険金が支払われる他の保険契約等（注 4）の有無 
（注1）健康状態告知は、質問事項をよくお読みになったうえ、回答を「回答欄」に正しくご記入ください。その際、必ず被保険者ご自身が回答内容につ

いて事実に相違ないことを確認のうえ、ご署名ください。また、回答内容により、契約をお引受けできない場合や、特別な条件付きでお引受けす

る場合がありますので、あらかじめご了承ください。 

（注2）継続契約については、補償内容が拡大しない契約内容で継続する場合は告知事項とはなりません。 

（注3）保険契約者または被保険者の故意または重大な過失により、回答がなかった場合や回答内容が事実と異なっている場合には、保険期間の開始時（＊）か

ら１年以内であれば、ご契約を解除することがあります。また、保険期間の開始時（＊）から１年を経過していても、回答がなかった事実または回答内

容と異なる事実に基づく保険金支払事由が、保険期間の開始時（＊）から１年以内に発生していた場合には、ご契約を解除することがあります。 

（＊）継続契約の場合は、継続されてきた最初の保険期間の開始時となります。 

（注4）所得補償保険、団体長期障害所得補償保険等をいい、いずれも団体契約、生命保険、共済契約を含みます。 

２２ククーーリリンンググオオフフ説説明明書書（（ごご契契約約ののおお申申込込みみのの撤撤回回等等ににつついいてて））  

この保険は、ご契約のお申込みの撤回または解除（クーリングオフ）はできません。ご契約内容をお確かめのうえ、お申込みください。 

３３複複数数ののごご契契約約ががああるるおお客客ささままへへ  

被保険者またはそのご家族が加入されている他の保険契約等（異なる保険種類の特約や引受保険会社以外の保険契約または共済契約を含み

ます）により、既に被保険者について同種の補償がある場合、補償が重複し、保険料が無駄になることがあります。 

補償が重複すると、補償の対象となる事故について、どちらの保険契約からでも補償されますが、いずれか一方の保険契約からは保険金が

支払われない場合があります。 

補償内容の差異や保険金額等を確認し、加入の要否を判断のうえ、ご加入ください。 
※1 複数あるご契約のうち、これらの補償が１つのご契約のみにセットされている場合、契約を解約したとき等は、補償がなくなることがありますのでご

注意ください。 

※2 補償が重複する可能性のある主な補償は、別紙「お支払いする保険金のご説明」をご確認ください。 
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４４現現在在ののごご契契約約のの解解約約・・減減額額をを前前提提ととししたた新新たたななごご契契約約  

（１）現在のご契約について解約、減額などをする場合の不利益事項 

多くの場合、現在のご契約の解約返れい金は払込み保険料の合計額よりも少ない金額となります。 

（２）新たな契約（団体長期障害所得補償保険）の申込みをする場合のご注意事項 

①被保険者の健康状態などにより、新たな契約をお引受けできない場合があります。 

②新たな契約の保険期間の開始時より前に就業障害の原因となった身体障害を被っていた場合、保険金をお支払いできないことがあり

ます。 

③新たな契約の始期日における被保険者の年令により計算した保険料（注）を適用し、新たな契約の普通保険約款・特約を適用します。

そのため、新たな契約の商品内容が、現在のご契約と異なることがあります。 
（注）保険料の改定により、同じ年令でも保険料が異なることがあります。 

５５通通知知義義務務等等（（ごご加加入入後後ににごご連連絡絡いいたただだくく事事項項））  

ご加入後、次の事項が発生した場合には、ご契約内容の変更等が必要となります。遅滞なく取扱代理店または引受保険会社までご連絡くだ

さい。 

①ご契約時に支払基礎所得額に約定給付率を乗じた額を保険契約締結直前12か月における被保険者の所得の平均月間額より高く設定し

ていたことが判明した場合 

②ご契約後に被保険者の所得の平均月間額が著しく減少した場合 

６６補補償償のの開開始始・・終終了了時時期期  

（１）補償の開始：始期日の午後４時（保険申込書に異なる時刻が記載されている場合はその時刻）に始まります。 

（２）補償の終了：満期日の午後４時に終わります。 

７７保保険険金金ををおお支支払払いいででききなないい主主なな場場合合  

「契約概要のご説明」２２基基本本ととななるる補補償償、、支支払払基基礎礎所所得得額額おおよよびび保保険険金金額額のの設設定定等等（２）保険金をお支払いできない主な場合をご確認く

ださい。  

８８解解約約とと解解約約返返れれいい金金 

ご契約を解約する場合は、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までお申し出ください。 

（１）解約の条件によって、解約日から満期日までの期間等に応じて、解約返れい金を返還します。ただし、解約返れい金は原則として未経

過期間分よりも少なくなります。 

（２）始期日から解約日までの期間に応じて払い込むべき保険料の払込状況により、追加の保険料を請求する場合があります。追加で請求し

たにも関わらず、その払込みがない場合は、ご契約を解除することがあります。 

９９被被保保険険者者かかららのの解解約約  

被保険者が保険契約者以外の方の場合、保険契約者との間に別段の合意があるときを除き、被保険者は保険契約者に対しこの保険契約の解約

を求めることができます。この場合、保険契約者は、引受保険会社に対する通知をもって、その保険契約を解約しなければなりません。 
※解約する範囲はその被保険者にかかる部分に限ります。 

1100 保保険険会会社社破破綻綻時時のの取取扱扱いい  

引受保険会社が経営破綻に陥った場合の保険契約者保護の仕組みとして、「損害保険契約者保護機構」があり、当社も加入しています。こ

の保険は「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、経営破綻した場合の保険金、解約返れい金等は90％まで補償されます。ただし、

破綻前に発生した事故による保険金は100％補償されます。 

1111 個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて  

本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申込みください。 

【【個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて】】  

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社および引受

保険会社グループ会社（海外にあるものを含む）が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の利用

目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、一

般社団法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等（いずれも海外にあるものを含む）に提供することがあります。 

ただし、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）については、保険業法施行規則（第 53 条の 10）により、利用目的が限

定されています。 

詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険（株）のホームページ（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）をご覧ください。 

  

＜＜そそのの他他ごご注注意意いいたただだききたたいいこことと＞＞  
■■ごご契契約約内内容容おおよよびび事事故故報報告告内内容容のの確確認認ににつついいてて 

事故について保険金のお支払いが迅速かつ確実に行われるよう同一事故にかかるご契約の状況や保険金請求の状況等について、損害保険会社等の間で確

認をさせていただく場合がありますのであらかじめご了承ください。 

■■無無効効・・取取消消しし・・失失効効ににつついいてて  
（１）保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不法に取得させる目的をもって契約を締結した場合、この保険契約は無効とな

り、既に払い込んだ保険料は返還できません。 

（２）保険契約者、被保険者または保険金受取人の詐欺または強迫によって契約を締結した場合は、この保険契約は取消しとなることがあります。この場

合、既に払い込んだ保険料は返還できません。 

（３）次のいずれかの場合は、この保険契約は失効となります。この場合、普通保険約款・特約に定める規定により保険料を返還または請求します。詳細

は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

①被保険者が死亡した場合 

②身体障害以外の原因で業務に従事できなくなった場合 

■■重重大大事事由由にによよるる解解除除  
次のいずれかに該当する事由がある場合には、ご契約および特約を解除することがあります。この場合には、全部または一部の保険金をお支払いできま

せん。 

 

（１）保険契約者、被保険者、保険金受取人が、保険金を支払わせることを目的として身体障害等を発生させた場合 

（２）保険契約者または被保険者が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当すると認められた場合 

（３）被保険者または保険金受取人が保険金の請求について詐欺を行った場合                 など 

■■税税法法上上のの取取扱扱いい（（令令和和 33 年年 66 月月現現在在））  
保険料負担者が個人の場合、払い込んだ保険料のうち、ご契約内容により所定の金額について、税法上の生命保険料控除の対象となります。 
※上記「税法上の取扱い」は、今後の税制改正により変更となる場合がありますので、ご注意ください。 

■■請請求求権権等等のの代代位位ににつついいてて  
保険金について、損失が発生したことにより被保険者が損害賠償請求権その他の債権（注）を取得した場合において、引受保険会社がその損失に対して

保険金をお支払いしたときは、その債権は引受保険会社に移転します。ただし、移転するのは、次の額を限度とします。 

（１）引受保険会社が損失の額の全額を保険金としてお支払いした場合：被保険者が取得した債権の全額 

（２）上記（１）以外の場合：被保険者が取得した債権の額から、保険金をお支払いしていない損失の額を差し引いた額 
（注）共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償権を含みます。 

※保険金のお支払いの前に、被保険者が第三者から損害賠償を受け、その損害賠償に保険金に相当する額が含まれている場合は、引受保険会社はその額を差し引いた損失の額

に対して保険金をお支払いします。 

■■  事事故故がが発発生生ししたた場場合合  
１１  事事故故のの発発生生  

（１）事故が発生した場合には、30 日以内に取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡が遅れた場合、それによって引受保険会社が

被った損害の額を差し引いて保険金をお支払いすることがあります。 

（２）他の保険契約等がある場合には、事故のご連絡の際にお申し出ください。 

（３）補償が重複する他の保険契約等がある場合、発生した損失に対して既に支払われた保険金の有無によって、引受保険会社がお支払いする保険金の

額が異なります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

＜引受保険会社がお支払いする保険金の額＞（注１） 

①他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合は、この保険契約の就業障害である期間１か月あたりの支払責任額（注２）をお支

払いします。 

②他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合は、平均月間所得額に所得喪失率を乗じた額から、他の保険契約等から支払われた保険金

または共済金の合計額を差し引いた額をお支払いします。ただし、この保険契約の就業障害である期間１か月あたりの支払責任額（注２）を限度と

します。 
（注1）お支払いする保険金の額や他の保険契約等の保険金の支払条件によっては、上記と異なる場合があります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認

ください。 

（注2）他の保険契約等がないものとして算出した支払うべき保険金または共済金の額をいいます。 

２２  保保険険金金のの支支払払請請求求時時にに必必要要ととななるる書書類類等等  

被保険者または保険金受取人は、＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞のうち引受保険会社が求める書類を提出する必要があります。なお、必要に応じて＜＜別別

表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞以外の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。 

３３  保保険険金金ののおお支支払払時時期期  

引受保険会社は被保険者または保険金受取人より保険金請求書類の提出受領後その日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするために必要となる事

項の確認を終えて、保険金をお支払いします。ただし、特別な照会または調査が必要な場合には、引受保険会社は普通保険約款・特約に定める期日ま

でに保険金をお支払いします。詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４  保保険険金金のの代代理理請請求求  

被保険者に保険金を請求できない次のような事情がある場合に、下記【被保険者の代理人となりうる方】が被保険者の代理人として保険金を請求する

ことができる制度（「代理請求制度」といいます）があります（被保険者に法定代理人がいる場合や第三者に保険金の請求を委任している場合は、こ

の制度は利用できません）。 

●保険金等のご請求を行う意思表示が困難であると引受保険会社が認めた場合 

●引受保険会社が認める傷病名等の告知を受けていない場合 など 

【【被被保保険険者者のの代代理理人人ととななりりううるる方方】】  

①被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 

②上記①の方がいない場合や、上記①の方が保険金を請求できない事情がある場合には、被保険者と同居または生計を共にする３親等内の親族 

③上記①および②の方がいない場合や、上記①および②の方が保険金を請求できない事情がある場合には、上記①以外の配偶者（注）または上記

②以外の３親等内の親族 
（注）法律上の配偶者に限ります。 

万一、被保険者が保険金を請求できない場合に備えて、上記に該当する方々にご契約の存在や代理請求制度の概要等をお知らせくださるようお願いし

ます。被保険者の代理人からの保険金の請求に対して引受保険会社が保険金をお支払いした後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、引受保険

会社は保険金をお支払いできません。 

５５  保保険険金金請請求求権権のの時時効効  

保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。保険金請求権が発生する時期等、詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）

および協定書をご確認ください。 

＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞  
（（１１））  保保険険金金請請求求書書（（個個人人情情報報のの取取扱扱いいにに関関すするる同同意意をを含含みみまますす））  

（（２２））  
引引受受保保険険会会社社のの定定めめるる傷傷害害（（疾疾病病・・損損害害ななどど））状状況況報報告告書書  
※事故日時、発生場所、原因等を申告する書類をいいます。また、事故状況を確認するためにこの報告書の他、（4）に掲げる書類も必要な場合があります。 

（（３３））  保保険険金金のの請請求求権権ををももつつここととのの確確認認書書類類  

  書類の例 ・印鑑証明書、資格証明書  ・戸籍謄本  ・委任状  ・未成年者用念書 など 

（（４４））  所所得得にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  ①①  保保険険事事故故のの発発生生をを示示すす書書類類  

   書類の例 ・公的機関が発行する証明書（事故証明書など） など 

  ②②  保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

   書類の例 ・引受保険会社の定める診断書 ・所得確認書類（源泉徴収票、確定申告書、決算書など） など 

  ③③  そそのの他他のの書書類類  

   書類の例 ・調査同意書（事故またはケガ・病気などの調査を行うために必要な同意書） など 
    

  

＜＜ごご加加入入いいたただだくく内内容容にに関関すするる確確認認事事項項（（ごご意意向向のの確確認認））＞＞  
この保険商品およびご契約プランは、引受保険会社で把握したお客さま情報およびご意向に基づき提案させていただいております。加入申込票にご記入の

内容が、最終的にお客さまのご意向に沿った内容であるか再度ご確認、ご了解のうえご加入ください。また、払い込む保険料が正しいものとなるよう保険

料算出に関わる事項などについてもご確認ください。その結果、修正すべき点があった場合は、加入内容を訂正させていただきます。なお、ご不明な点な

どございましたら保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までご連絡くださいますようお願い申し上げます。 

●今回お申込みのご契約についてご確認をお願いします。 
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１．被保険者に関する「生年月日」「年令」「性別」について、すべて正しい内容となっていることをご確認ください。 

２．「他の保険契約等」について、正しい内容となっていることをご確認ください。 

３．下記項目について、お客さまのご意向どおりとなっていることをご確認ください。 

①補償の内容（お支払いする保険金、保険金をお支払いする場合、保険金をお支払いできない場合など) 

②支払基礎所得額・最高保険金支払月額・約定給付率・保険金額 

③被保険者の範囲（ご本人のみの補償) 
※保険期間、保険料に関する事項および契約者配当金制度の有無については「契約概要のご説明」に記載のとおりの設定であることをご確認ください。 

４．支払基礎所得額が平均所得額の範囲内で設定されていることをご確認ください。 
※支払基礎所得額の設定については「契約概要のご説明」２基本となる補償、支払基礎所得額および保険金額の設定等（５）支払基礎所得額および保険金額の設定をご確認

ください。 

５．補償の重複する可能性のある他のご契約の有無をご確認いただき、ご契約の要否をご確認ください。 

●現在ご加入のご契約（満期を迎えるご契約）にご不明な点がある場合には、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお申し出ください。  

 

お問合わせ窓口 
 

保保険険商商品品・・契契約約内内容容にに関関すするるおお問問合合わわせせ 

【取扱代理店】 株式会社ツツミ保険事務所 

【電話番号】 ０４７−４６３−２９１４  ※おかけ間違いにご注意ください。 
 

引引受受保保険険会会社社のの連連絡絡・・相相談談・・苦苦情情窓窓口口 

引引受受保保険険会会社社へへののごご相相談談・・苦苦情情ががああるる場場合合  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

0120-101-060（（無無料料）） 
●受付時間 平日 9：00～17：00 
●土・日・祝日および年末年始は休業させていただきます。 
●ご加入の団体名（会社・官公庁・学校・組合・会等）をお知らせください。「加入者証」等をお

持ちの場合、お手元にご用意ください。 
●一部のご用件は営業店等からのご対応となります。  

遅滞なくご契約の取扱代理店または下記にご連絡ください。 

0120-985-024（（無無料料）） 
●受付時間 24 時間 365 日 

●おかけ間違いにご注意ください。 

●ＩＰ電話からは 0276-90-8852（有料）におかけください。 

 
指指定定紛紛争争解解決決機機関関  

引引受受保保険険会会社社ととのの間間でで問問題題をを解解決決ででききなないい場場合合  
引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を締結しています。 
引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行うことができます。 

一般社団法人 日本損害保険協会そんぽＡＤＲセンター 

0570-022-808  
●受付時間［平日 9:15～17:00（土・日・祝日および年末年始を除きます）］ 

●携帯電話からも利用できます。ＩＰ電話からは 03-4332-5241 におかけください。  
●おかけ間違いにご注意ください。 
●詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。 

（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）  
   

 
＜引受保険会社＞ 

 
 

あいおいニッセイ同和損保 
あんしんサポートセンター 

［ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）］ 

  

重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

契約概要のご説明（団体総合生活補償保険（ＭＳ＆ＡＤ型）） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して保険商品の内容をご理解いただくための事項をこの「契約概要のご説明」に記載しています。ご加入前に必ずお読みにな

り、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約款・

特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社ま

でお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

１１商商品品のの仕仕組組みみ  

（１）商品の仕組み 

団体総合生活補償保険は、次のとおり構成されています。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特

約）をご確認ください。 

基本となる補償 基本となる特約 補償の概要 

ケガの補償 傷害補償(MS&AD型)特約 
被保険者が急激かつ偶然な外来の事故によってケガを被った場合に保険金をお支払

いします。（注） 

病気の補償 疾病補償特約 
被保険者が病気になり、その直接の結果として保険期間中に入院を開始した場合また

は手術などを受けた場合に保険金をお支払いします。 
（注）「交通事故危険のみ補償特約」をセットした場合は、交通事故や交通乗用具の火災によって被ったケガに限り保険金をお支払いします。 

（２）被保険者の範囲 

①ご契約内容により被保険者となれる方が限定されている場合があります。また、特約によりご加入できる被保険者の年令が決まって

いるものがあります。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

②基本となる補償の被保険者の範囲は、次のとおりです。また、家族構成は、保険金支払事由発生時のものをいいます。 

【○○：補償の対象／××：補償対象外】 

型 
被保険者の範囲 

本人 配偶者（注１） 同居の親族（注２）・別居の未婚（注３）の子（注４） 

本人型 ○○  ××  ××  

家族型 ○○  ○○  ○○  

夫婦型 ○○  ○○  ××  
（注１）配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情（内縁関係）にある方および戸籍上の性別が同一

であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

（注２）親族とは、６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

（注３）未婚とは、これまでに婚姻歴がないことをいいます。 

（注４）同居の親族・別居の未婚の子とは、「本人またはその配偶者の同居の親族」または「本人またはその配偶者の別居の未婚の子」をいいます。 

③次の特約の被保険者は上記②で選択した被保険者の範囲に関わらず以下のとおりです。 

【○○：補償の対象／××：補償対象外】 

特約 

被保険者の範囲 

本人 配偶者 
本人またはその配偶者の同居の親族・ 

別居の未婚の子 

日常生活賠償特約 ○○（注） ○○（注） ○○（注） 
（注）被保険者が責任無能力者の場合、その方に関する事故については、その方の親権者、その他の法定監督義務者および監督義務者に代わって責任

無能力者を監督する親族を被保険者とします。 

④上記以外でも特約により被保険者の範囲が決まっているものがあります。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普

通保険約款・特約）をご確認ください。 

２２基基本本ととななるる補補償償  等等  

（１）保険金をお支払いする場合 

「保険金をお支払いする場合」についての詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認く

ださい。 

（２）保険金をお支払いできない主な場合 

基本となる補償の保険金をお支払いできない主な場合は次のとおりです。また、セットする特約によりお支払いできない主な場合が異

なります。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 
（注）「保険金をお支払いできない主な場合」において、自動車等とは、自動車または原動機付自転車をいいます。 

補償の種類 保険金をお支払いできない主な場合 

ケガの補償 

●脳疾患、病気、心神喪失によるケガ 

●自動車等の無資格運転中、酒気帯び運転中、麻薬等を使用しての運転中のケガ 

●むちうち症・腰痛等で医学的他覚所見のないもの（注１） 

●細菌性食中毒・ウイルス性食中毒 

●地震、噴火またはこれらによる津波によるケガ 

など 

病気の補償 

●保険期間（注２）の開始時より前に発病した病気の治療を目的とした入院・手術（注３） 

●麻薬、覚せい剤、シンナー等の使用による病気（医師が治療で使用する場合を除きます） 

●むちうち症・腰痛等で医学的他覚所見のないもの（注１） 

●妊娠、出産による病気（異常妊娠等は除きます） 

●「特定疾病等対象外特約」がセットされた場合は、加入者証等に記載の病気 

など 
（注１）被保険者が自覚症状を訴えている場合であっても、脳波所見、理学的検査、神経学的検査、臨床検査、画像検査、眼科・耳鼻科検査等によりそ

の根拠を客観的に証明することができないものをいいます。 

26



 

（注２）継続加入の場合は継続されてきた最初の保険期間をいいます。 

（注３）保険期間（注２）の開始時より前の発病について正しく告知して加入した場合や、特別な条件付きで加入した場合でも、保険金支払対象外とな

る場合があります。ただし、保険期間（注２）の開始時からその日を含めて365日を経過してからの入院・手術等は保険金をお支払いできること

があります。 

（３）セットできる主な特約とその概要 

ご希望によりセットできる主な特約の詳細は、パンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認くだ

さい。 

（４）保険金額の設定 

保険金額の設定については、次の点にご注意ください。また、お客さまの保険金額については、パンフレット、加入申込票等をご確認

ください。 

・保険金額・日額は、被保険者の年令・収入などに照らして適正な額となるように設定してください。 

（５）保険期間 

お客さまの保険期間については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

３３保保険険料料のの決決定定のの仕仕組組みみとと払払込込方方法法等等  

（１）保険料の決定の仕組み 

保険料は、保険金額、年令および保険期間等により決まります。実際に払い込んでいただく保険料は、パンフレット、加入申込票等を

ご確認ください。 

（２）保険料の払込方法 

お客さまの保険料の払込方法等については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４満満期期返返れれいい金金・・契契約約者者配配当当金金  

この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。 

５５解解約約とと解解約約返返れれいい金金  

ご契約を解約する場合は、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。なお、解約に際しては、ご加入時の条

件により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還する場合があります。詳細は保険契約者、取扱代理店ま

たは引受保険会社までお問合わせください。 

  

重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

注意喚起情報のご説明（団体総合生活補償保険（ＭＳ＆ＡＤ型）） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して申込人・被保険者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注意喚起情報のご説明」に記載し

ています。ご加入前に必ずお読みになり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約款・

特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社ま

でお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

１１告告知知義義務務（（ごご加加入入時時ににおお申申出出いいたただだくく事事項項））  

（１）申込人または被保険者には、告知義務があります。告知義務とは、ご加入時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のことで

す。 

（２）告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票に記載された内容のうち、「※」印が

ついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と異なる場

合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります（注）。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。 
（注）次において、［１］に該当したときは、ご契約を解除することがあります。 

告知事項 

［［１１］］すすべべててののごご契契約約  

同じ被保険者について身体のケガまたは病気に対して保険金が支払われる他の保険契約等（注）の有無 
（注）タフ・ケガの保険、学生・こども総合保険、タフ・ケガの保険〔積立タイプ〕等をいい、団体契約、生命保険、共済契約を含みます。 

［［２２］］「「疾疾病病補補償償特特約約」」「「親親介介護護一一時時金金支支払払特特約約」」ををセセッットトししたた場場合合  

被保険者の生年月日、年令、健康状態告知。 

ご注意 
●健康状態告知は、健康状態告知書質問事項をよくお読みのうえ、回答を「健康状態告知書質問事項回答欄」に正しくご記入ください。そ

の際、必ず被保険者本人が回答内容について事実に相違ないことを確認のうえ、ご署名ください。また、回答内容により、ご契約をお引

受けできない場合や、特別な条件付きでお引受けする場合がありますので、あらかじめご了承ください。 

●継続契約については、補償内容が拡大しない契約内容で継続する場合は告知事項とはなりません。 

●「親介護一時金支払特約」をセットする場合の健康状態告知の回答にあたっては、被保険者本人が必ず特約被保険者の方に健康状態に関

する質問事項と「健康状態告知についてのご案内」に記載された事項をすべて説明し、回答内容をそのままご記入ください。 
※「親介護一時金支払特約」は、被保険者本人が特約被保険者を代理して回答ください。 

●「健康状態告知についてのご案内」にも注意事項を記載していますので、あわせてご確認ください。 

●健康状態告知について、保険契約者または被保険者の故意または重大な過失により、回答がなかった場合や回答内容が事実と異なってい

る場合には、保険期間の開始時（＊）から 1 年以内であれば、ご契約を解除することがあります。また、保険契約の開始時（＊）から 1

年を経過していても、回答がなかった事実または回答内容と異なる事実に基づく保険金支払事由が、保険期間の開始時（＊）から１年以

内に発生していた場合には、ご契約を解除することがあります。 
（＊）継続加入の場合は、継続されてきた最初の保険期間の開始時となります。 

２２ククーーリリンンググオオフフ説説明明書書（（ごご契契約約ののおお申申込込みみのの撤撤回回等等））  

この保険は、ご契約のお申込みの撤回または解除（クーリングオフ）はできません。 

３３複複数数ののごご契契約約ががああるるおお客客ささままへへ  

補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険契約以外の保険契約にセットされた特約や引受保険会社以外の保険契約を含みます）が

他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれ

 

か一方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。補償内容の差異や保険金額等を確認し、

特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 
※１ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居への変更

等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

※２ 補償が重複する可能性のある主な特約は、別紙「お支払いする保険金および費用保険金のご説明」をご確認ください。 

４４傷傷害害死死亡亡保保険険金金受受取取人人  

①被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を定めなかった場合、傷害死亡保険金は、被保険者本人の法定相続人にお支払いします。 

②被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を法定相続人以外の方に定める場合または変更する場合には、必ず被保険者本人の同意を得てくだ

さい。なお、同意のないままご加入された場合、保険契約は無効となります。 

③被保険者本人以外の被保険者については、その被保険者の法定相続人が傷害死亡保険金受取人となり、傷害死亡保険金受取人の変更はで

きません。 

５５現現在在ののごご契契約約のの解解約約・・減減額額をを前前提提ととししたた新新たたななごご契契約約  

（１）現在のご契約について解約、減額などをする場合の不利益事項 

多くの場合、現在のご契約の解約返れい金は払込み保険料の合計額よりも少ない金額となります。 

（２）新たなご契約（団体総合生活補償保険）の申込みをする場合のご注意事項 

①被保険者の健康状態などにより、新たなご契約をお引受けできない場合があります。 

②次の病気等に対しては、保険金をお支払いできないことがあります。 

病気の補償 新たなご契約の保険期間の開始時より前に発病していた病気 

親介護一時金支払特約 新たなご契約の保険期間の開始時より前に発生した病気等を原因とする要介護状態 

③新たなご契約の始期日における被保険者の年令により計算した保険料（注）を適用し、新たなご契約の普通保険約款・特約を適用し

ます。そのため、新たなご契約の商品内容が、現在のご契約と異なることがあります。 
（注）保険料の改定により、同じ年令でも保険料が異なることがあります。 

６６通通知知義義務務等等（（ごご加加入入後後ににごご連連絡絡いいたただだくく事事項項））  

次の事項が発生する場合は、ご契約内容の変更等が必要となります。ただちに取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。 

特約の追加など、加入条件を変更する場合 

７７補補償償のの開開始始・・終終了了時時期期  

①補償の開始：始期日の午後４時（保険申込書に異なる時刻が記載されている場合はその時刻） 

②補償の終了：満期日の午後４時に終わります。 

８８保保険険金金ををおお支支払払いいででききなないい主主なな場場合合  

「契約概要のご説明」２２基基本本ととななるる補補償償  等等（２）保険金をお支払いできない主な場合をご確認ください。  

９９保保険険料料のの払払込込猶猶予予期期間間等等のの取取扱扱いい  

分割払でご加入の場合、引受保険会社が傷害死亡保険金をお支払いすべき事故が発生したときには、未払込分の保険料を請求することがあ

ります。 

1100 解解約約とと解解約約返返れれいい金金 

ご契約を解約する場合には、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。 

●ご契約の解約に際しては、ご加入時の条件により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還します。ただ

し、解約返れい金は原則として未経過期間分よりも少なくなります。 

●始期日から解約日までの期間に応じて払込みいただくべき保険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合があります。追加で

請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、ご契約を解除することがあります。 

1111 被被保保険険者者かかららのの解解約約  

被保険者が保険契約者以外の方で、次の①から⑥のいずれかに該当する場合は、その被保険者は、保険契約者にご契約の解約を求めること

ができます。この場合、保険契約者は、引受保険会社に対する通知をもって、ご契約を解約しなければなりません。 

【【被被保保険険者者がが解解約約をを求求めめるるここととががででききるる場場合合】】  

①この保険契約の被保険者となることについての同意をしていなかった場合 

②保険契約者または保険金を受け取るべき方に、次に該当する行為のいずれかがあった場合 

・引受保険会社にこの保険契約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を発生させ、または発生させようとした場合 

・この保険契約に基づく保険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとした場合 

③保険契約者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当する場合 

④他の保険契約等との重複により、保険金額等の合計額が著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれが

ある場合 

⑤保険契約者または保険金を受け取るべき方が、上記②から④までの場合と同程度にその被保険者のこれらの方に対する信頼を損な

い、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を発生させた場合 

⑥保険契約者と被保険者との間の親族関係の終了などにより、この保険契約の被保険者となることについて同意した事情に著しい変

更があった場合 
※１ 上記①に該当する場合は、その被保険者は、引受保険会社に対する通知をもって、保険契約を解約することができます。その際は本人であることを証

明する資料等を提出してください。 

※２ 解約する範囲はその被保険者にかかる部分に限ります。 

※３ 夫婦型または家族型で、本人について解約請求または本人による解約が行われた場合は、保険契約者は以下のいずれかの手続きを行わなければなりませ

ん。ただし、この保険契約において、その本人が傷害後遺障害保険金を受け取っていた場合は、ｂ．によるものとします。 

ａ．家族のうち新たに本人となる方の同意を得て、本人をその方に変更すること  ｂ．この保険契約の解約  

1122 保保険険会会社社破破綻綻時時のの取取扱扱いい  

損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入しています。 

この保険は「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場合でも、保険金、解約返れい金等は次のとおり補償

されます。 
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補償内容 
ケガの補償 病気の補償 

保険金支払い 解約返れい金 保険金支払い 解約返れい金 

補償割合 80％（注） 80％ 90％ 90％ 
（注）破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した保険事故による保険金は 100％補償されます。 

※上記以外の保険金、解約返れい金等の補償割合については、引受保険会社または取扱代理店までお問合わせください。 

1133 個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて  

本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申込みください。 

【【個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて】】  

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社および引受

保険会社グループ会社（海外にあるものを含む）が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の利用

目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、一

般社団法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等（いずれも海外にあるものを含む）に提供することがあります。 

ただし、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）については、保険業法施行規則（第 53 条の 10）により、利用目的が限

定されています。 

詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険（株）のホームページ（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）をご覧ください。 
  

＜＜そそのの他他ごご注注意意いいたただだききたたいいこことと＞＞  
■■危危険険をを有有すするる職職業業にに変変更更ししたた場場合合ののごご注注意意  

被保険者がテストライダー、オートバイ競争選手、自動車競争選手、自転車競争選手、プロボクサー、プロレスラー等の職業に変更した場合は、その職

業に従事中のケガについては保険金をお支払いできません。詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

■■ごご契契約約内内容容おおよよびび事事故故報報告告内内容容のの確確認認ににつついいてて 

損害保険会社等の間では、傷害保険等について不正契約における事故招致の発生を未然に防ぐとともに、保険金の適切かつ迅速・確実なお支払いを確保する

ため、契約締結および事故発生の際、同一被保険者または同一事故にかかるご契約の状況や保険金請求の状況について一般社団法人日本損害保険協会に登録

された契約情報等により確認を行っています。確認内容は、上記目的以外には用いません。ご不明の点は、引受保険会社までお問合わせください。 
※具体的には、損害保険の種類、保険契約者名、被保険者名、保険金額、被保険者同意の有無、取扱損害保険会社等の項目について確認を行っています。  

■■無無効効・・取取消消しし・・失失効効ににつついいてて  
（１）次のいずれかの場合は、この保険契約は無効となります。①は、既に払い込んだ保険料は返還できません。②は、保険料の全額を返還します。 

①保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不法に取得させる目的をもって契約を締結した場合 

②被保険者本人の法定相続人以外の方を傷害死亡保険金受取人とする場合に、保険契約者以外の方を被保険者本人とする保険契約について、その被保

険者本人の同意を得なかった場合 

（２）保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方の詐欺または強迫によって契約を締結した場合は、この保険契約は取消しとなることがありま

す。この場合、既に払い込んだ保険料は返還できません。 

（３）次のいずれかの場合は、この保険契約は失効となります。この場合、既に払い込んだ保険料は普通保険約款・特約に定める規定により返還します。

詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。（注１） 

①本人型の場合は、被保険者が死亡（注２）したとき 

②夫婦型または家族型の場合は、被保険者が死亡（注２）し、夫婦型または家族型の被保険者の範囲に該当する被保険者がいなくなったとき 
（注１）上記①、②以外にも保険金をお支払いした場合等に失効となる特約があります。詳細は、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

（注２）傷害死亡保険金をお支払いするケガにより被保険者が死亡した場合は、傷害保険金部分の保険料は返還できません。  

■■重重大大事事由由にによよるる解解除除  
次のことがある場合には、ご契約または特約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。 

①保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、引受保険会社に保険金を支払わせることを目的としてケガ・損害または事故等を発生させ、

または発生させようとしたこと。 

②被保険者または保険金を受け取るべき方が保険金の請求について詐欺を行い、または行おうとしたこと。 

③保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者、その他の反社会的勢力に該当すると認められたこと。 

④複数の保険契約に加入することで被保険者の保険金額等の合計額が著しく過大となる場合 

⑤上記のほか、①～④と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、保険契約の存続を困難とする重大な事由を発生させたこと。 

■■税税法法上上のの取取扱扱いい（（22002211 年年 66 月月現現在在））  
保険料負担者が個人の場合、払い込んだ保険料のうち、ご加入内容により所定の金額について、税法上の生命保険料控除の対象となります。 
※上記「税法上の取扱い」は、今後の税制改正により変更となる場合がありますので、ご注意ください。 

■■請請求求権権等等のの代代位位ににつついいてて  
所得補償保険金等について、損害が発生したことにより被保険者が損害賠償請求権その他の債権（注）を取得した場合に、引受保険会社がその損害に対

して保険金をお支払いしたときは、その債権は引受保険会社に移転します。ただし、移転するのは、次の額を限度とします。 

（１）引受保険会社が損害の額の全額を保険金としてお支払いした場合：被保険者が取得した債権の全額 

（２）上記（１）以外の場合：被保険者が取得した債権の額から、保険金をお支払いしていない損害の額を差し引いた額 
（注）共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償権を含みます。 

※１ 所得補償保険金のお支払いの前に、被保険者が第三者から損害賠償を受け、その損害賠償に所得補償保険金に相当する額が含まれている場合は、引受保険会社はその額

を差し引いた損害の額に対して所得補償保険金をお支払いします。 

※２ 上記以外の保険金についても請求権等の代位に関して規定されている場合があります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

■■  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

１１  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

（１）事故が起こった場合、30日以内に取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない場合、それによって引受保険会社が被った損

害の額を差し引いて保険金をお支払いすることがあります。 

（２）他の保険契約等がある場合には、事故のご連絡の際にお申出ください。 

（３）賠償責任・法律相談費用・弁護士費用等を補償する特約の場合、賠償事故・被害事故に関わる示談交渉・弁護士への法律相談・損害賠償請求権の

委任等は、必ず引受保険会社とご相談のうえ、おすすめください。 

＜示談交渉サービス＞ 

日本国内において発生した日常生活賠償特約の対象となる賠償事故について被保険者のお申出があり、かつ被保険者の同意が得られれば、引受

保険会社は原則として被保険者のために示談交渉をお引受けします。また、日本国内において発生した日常生活賠償特約の対象となる賠償事故

で保険金が支払われる場合、被害者が保険金相当の損害賠償額を引受保険会社へ直接請求することもできます。 

＜示談交渉を行うことができない主な場合＞ 

・１回の事故につき、被保険者が負担する法律上の損害賠償責任の額が日常生活賠償特約で定める保険金額を明らかに超える場合 

・相手の方が引受保険会社との交渉に同意しない場合 

 

・相手の方との交渉に際し、正当な理由なく被保険者が引受保険会社への協力を拒んだ場合 

・被保険者に対する損害賠償請求に関する訴訟が日本国外の裁判所に提起された場合 

（４）携行品を補償する特約の場合、対象となる盗難事故が発生したときは、遅滞なく警察に届け出てください。 

（５）被保険者が実際に被った損害などを補償する特約については、補償が重複する他の保険契約等がある場合、発生した損害に対して既に支払われた

保険金の有無によって、引受保険会社がお支払いする保険金の額が異なります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

＜引受保険会社がお支払いする保険金の額＞（注１） 

①他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合は、支払責任額（注２）をお支払いします。 

②他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合は、支払責任額（注２）を限度に、実際の損害の額から他の保険契約等から支払われた保

険金または共済金の合計額を差し引いた額をお支払いします。 
（注１）お支払いする保険金の額は､補償の内容や他の保険契約等の保険金の支払条件によっては、上記と異なる場合があります。 

（注２）支払責任額とは、他の保険契約等がないものとして算出した支払うべき保険金または共済金の額をいいます。 

２２  保保険険金金のの支支払払請請求求時時にに必必要要ととななるる書書類類等等  

被保険者または保険金を受け取るべき方は、＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞のうち引受保険会社が求める書類を提出する必要があります。なお、必要に

応じて＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞以外の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。 

３３  保保険険金金ののおお支支払払時時期期  

引受保険会社は被保険者または保険金を受け取るべき方より保険金請求書類の提出を受けた後その日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするため

に必要となる事項の確認を終えて、保険金をお支払いします。ただし、特別な照会または調査が必要な場合には、引受保険会社は普通保険約款・特約

に定める期日までに保険金をお支払いします。詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４４  保保険険金金のの代代理理請請求求  

被保険者に保険金を請求できない次のような事情がある場合に、下記【被保険者の代理人となりうる方】が被保険者の代理人として保険金を請求する

ことができる制度（「代理請求制度」といいます）があります（被保険者に法定代理人がいる場合や第三者に保険金の請求を委任している場合は、こ

の制度は利用できません）。 

●保険金等の請求を行う意思表示が困難であると引受保険会社が認めた場合 

●引受保険会社が認める傷病名等の告知を受けていない場合 など 

【【被被保保険険者者のの代代理理人人ととななりりううるる方方】】  

①被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 

②上記①の方がいない場合や、上記①の方が保険金を請求できない事情がある場合には、その被保険者と同居または生計を共にする３親等内の親

族 

③上記①および②の方がいない場合や、上記①および②の方に保険金を請求できない事情がある場合には、上記①以外の配偶者（注）または上記

②以外の３親等内の親族 
（注）法律上の配偶者に限ります。 

万一、被保険者が保険金を請求できない場合に備えて、上記に該当する方々にご契約の存在や代理請求制度の概要等をお知らせくださるようお願いし

ます。被保険者の代理人からの保険金の請求に対して引受保険会社が保険金をお支払いした後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、引受保険

会社は保険金をお支払いできません。  

５５  保保険険金金請請求求権権のの時時効効  

保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。保険金請求権が発生する時期等、詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）

をご確認ください。 

＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞  
（（１１））  保保険険金金請請求求書書（（個個人人情情報報のの取取扱扱いいにに関関すするる同同意意をを含含みみまますす））  

（（２２））  
引引受受保保険険会会社社のの定定めめるる傷傷害害（（疾疾病病・・損損害害ななどど））状状況況報報告告書書  

※事故日時、発生場所、原因等を申告する書類をいいます。また、事故状況を確認するためにこの報告書の他、(5)～(8)に掲げる書類も必要な場合があります。 

（（３３））  被被保保険険者者ででああるるここととをを確確認認すするる書書類類  

  書類の例 ・家族関係の証明書類（住民票、戸籍謄本） など 

（（４４））  保保険険金金のの請請求求権権ををももつつここととのの確確認認書書類類  

  書類の例 
・印鑑証明書、資格証明書  ・戸籍謄本  ・委任状  ・未成年者用念書 

【質権が設定されている場合】・質権者への支払確認書  ・保険金直接支払指図書  ・債務額現在高通知書 など 

（（５５））  ケケガガにに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  ①①  保保険険事事故故のの発発生生をを示示すす書書類類  

   書類の例 ・公的機関が発行する証明書（事故証明書など）  ・死亡診断書または死体検案書 など 

  ②②  保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

   書類の例 ・引受保険会社の定める診断書  ・領収書  ・後遺障害診断書  ・レントゲン等の検査資料 など 

  ③③  そそのの他他のの書書類類  

  
 

書類の例 
・運転資格を証する書類（免許証など） 

・調査同意書（引受保険会社がケガの状況や程度などの調査を行うために必要な同意書） など 

（（６６））  疾疾病病にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  ①① 保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

   書類の例 ・引受保険会社の定める診断書または領収書  ・先進医療費用の支出を証する書類 など 

  ②②  そそのの他他のの書書類類  

    書類の例 ・調査同意書（引受保険会社が疾病の状況や程度などの調査を行うために必要な同意書） など 

（（７７））  損損害害賠賠償償責責任任にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  ①①  保保険険事事故故のの発発生生をを示示すす書書類類  

   書類の例 ・公的機関が発行する証明書（事故証明書など）  など 

  ②②  保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

  

 

書類の例 

・修理見積書、請求明細書、領収書  ・損害賠償内容申告書  ・示談書またはこれに代わるべき書類 

・休業損害確認資料（休業損害証明書、源泉徴収票、所得証明書、確定申告書） 

・交通費、諸費用の明細書  ・購入時の領収書、保証書、仕様書  ・図面（配置図、建物図面） 

・引受保険会社の定める診断書、診療報酬明細書、後遺障害診断書、施術証明書兼施術費明細書 

・レントゲンなどの検査資料  ・死亡診断書または死体検案書  ・葬儀費明細書、領収書 

・その他の費用の支出を示す書類  ・受領している年金額の確認資料  ・労災からの支給額の確認資料 など 

  ③③  そそのの他他のの書書類類  

  
 

書類の例  
・権利移転書  ・先取特権に関わる書類（被害者への賠償金のお支払いを証明する書類、被害者承諾を証明する書類） 

・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など 

（（８８））  そそのの他他費費用用にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

 ①①  保保険険事事故故のの発発生生をを示示すす書書類類  
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書類の例 

・公的機関が発行する証明書（事故証明書、盗難届証明書など） ・ホールインワン・アルバトロス証明書 

・扶養者などの戸籍謄本  ・損害物の写真 

・要介護状態の内容を証明する医師の診断書および診療報酬明細書または公的介護保険制度の要介護認定等を証明する書類

(注) など 
（注）公的介護保険制度を定める法令の規定による被保険者証、公的介護保険制度の要介護認定等の申請に要した書類の写しおよび被保険者

が受領した公的介護保険制度の要介護認定等に関する通知書その他要介護状態区分を証明する書類をいいます。 

 ②②  保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

  書類の例 ・被害品の価格を証明する書類  ・修理見積書  ・領収書 など 

 ③③  そそのの他他のの書書類類  

 
 

書類の例 
・他の保険契約等がある場合はその内容がわかるもの 

・調査同意書（引受保険会社が事故または損害の調査を行うために必要な同意書） など 

    
  

＜＜ごご加加入入いいたただだくく内内容容にに関関すするる確確認認事事項項（（ごご意意向向のの確確認認））＞＞  
この保険商品およびご契約プランは、引受保険会社で把握したお客さま情報およびご意向に基づき提案させていただいております。加入申込票にご記入の

内容が、最終的にお客さまのご意向に沿った内容であるか再度ご確認、ご了解のうえご加入ください。また、払い込む保険料が正しいものとなるよう保険

料算出に関わる事項などについてもご確認ください。その結果、修正すべき点があった場合は、加入内容を訂正させていただきます。なお、ご不明な点な

どございましたら保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までご連絡くださいますようお願い申し上げます。 

●今回お申込みのご契約についてご確認をお願いいたします。 

１．被保険者に関する「氏名」「生年月日」「年令」「性別」（注）について、すべて正しい内容となっていることをご確認ください。 
（注）親介護一時金支払特約をセットする場合は特約被保険者の「氏名」「生年月日」「年令」をご確認ください。 

２．「他の保険契約等」「保険金請求歴」について、正しい内容となっていることをご確認ください。 

３．下記項目について、お客さまのご意向どおりとなっていることをご確認ください。 

①補償内容（お支払いする保険金、保険金をお支払いする場合、保険金をお支払いできない場合など） 

②保険金額（ご契約金額）（型やパターンなど） 

③被保険者の範囲（ご本人のみの補償、ご家族を含めての補償など） 
※保険期間、保険料に関する事項および契約者配当金制度の有無については「契約概要のご説明」に記載のとおりの設定であることをご確認ください。 

４．補償が重複する可能性のある特約をセットした他のご契約の有無をご確認いただき、特約のセット要否をご確認ください。 

●現在ご加入のご契約（満期を迎えるご契約）にご不明な点がある場合には、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。  
 

お問合わせ窓口 
 

保保険険商商品品・・契契約約内内容容にに関関すするるおお問問合合わわせせ 

【取扱代理店】 株式会社ツツミ保険事務所 

【電話番号】 ０４７−４６３−２９１４  ※おかけ間違いにご注意ください。 
 

引引受受保保険険会会社社のの連連絡絡・・相相談談・・苦苦情情窓窓口口 

引引受受保保険険会会社社へへののごご相相談談・・苦苦情情ががああるる場場合合  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

0120-101-060（（無無料料）） 
●受付時間 平日 9：00～17：00 
●土・日・祝日および年末年始は休業させていただきます。 
●ご加入の団体名（会社・官公庁・学校・組合・会等）をお知らせください。「加入者証」等をお

持ちの場合、お手元にご用意ください。 
●一部のご用件は営業店等からのご対応となります。  

遅滞なくご加入の取扱代理店または下記にご連絡ください。 

0120-985-024（（無無料料）） 
●受付時間 24 時間 365 日 

●おかけ間違いにご注意ください。 

●ＩＰ電話からは 0276-90-8852（有料）におかけください。 

 
指指定定紛紛争争解解決決機機関関  

引引受受保保険険会会社社ととのの間間でで問問題題をを解解決決ででききなないい場場合合  
引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を締結しています。 
引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行うことができます。 

一般社団法人 日本損害保険協会そんぽＡＤＲセンター 

0570-022-808  
●受付時間［平日 9:15～17:00（土・日・祝日および年末年始を除きます）］ 

●携帯電話からも利用できます。ＩＰ電話からは 03-4332-5241 におかけください。  
●おかけ間違いにご注意ください。 
●詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。 

（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）  
   

 
＜引受保険会社＞ 

 
 

あいおいニッセイ同和損保 
あんしんサポートセンター 

［ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）］ 

  

  

重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

契約概要のご説明（団体ゴルファー保険） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して保険商品の内容をご理解いただくための事項をこの「契約概要のご説明」に記載しています。ご加入前に必ずお読み

になり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約

款・特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保

険会社までお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

■「団体ゴルファー保険」は、ゴルファー賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。  
この書面における主な用語について説明します。 
ゴルフ ケイマンゴルフ、ターゲット・バード・ゴルフ、パターゴルフ等ゴルフ類似のスポーツを除きます。 

ゴルフ場 
ゴルフの練習または競技を行う施設で、かつ、施設の利用が有料（注）のものをいいます。 
（注）有料とは、利用にあたり料金を請求されることをいい、その名目は問いません。 

ゴルフ場敷地内 
ゴルフ場として区画された敷地内をいい、駐車場および更衣室等の付属施設を含みます。ただし、宿泊のために使用される部分

を除きます。 

ゴルフの練習中、 

競技中または指導中 
ゴルフの練習中、競技中、指導中に付随してゴルフ場敷地内で通常行われる更衣、休憩、食事、入浴等の行為を含みます。 

１１商商品品のの仕仕組組みみ  

（１）商品の仕組み 

団体ゴルファー保険（注）は、日本国内または国外において被保険者が行うゴルフの練習中、競技中または指導中に発生した偶然

な事故により、他人の身体の障害または財物の損壊について被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害を

基本補償とする保険です。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 
（注）団体総合生活補償保険にゴルファー賠償責任保険特約をセットしています。 

（２）被保険者の範囲 

基本となる補償の被保険者の範囲は次のとおりです。 

①被保険者本人 

②上記①の方が責任無能力者の場合、その方に関する事故については、その方の親権者、その他の法定監督義務者および監督義務者

に代わって責任無能力者を監督する親族（注１） 
（注１）親族とは、６親等内の血族、配偶者（注２）および３親等内の姻族をいいます。 

（注２）配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情（内縁関係）にある方および戸籍上の性別が同一で

あるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

２２基基本本ととななるる補補償償  等等  

（１）保険金をお支払いする場合 

「保険金をお支払いする場合」についての詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確

認ください。 

（２）保険金をお支払いできない主な場合 

保険金をお支払いできない主な場合は次のとおりです。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・

特約）をご確認ください。 

保険金をお支払いできない主な場合 

●保険契約者、被保険者または法定代理人の故意によって発生した損害賠償責任 

●被保険者と同居する親族に対する損害賠償責任 

など 

（３）セットできる主な特約とその概要 

ご希望によりセットできる主な特約の詳細は、パンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認

ください。 

（４）保険金額の設定 

お客さまの保険金額については、パンフレット、加入申込票等をご確認ください。 

（５）保険期間 

お客さまの保険期間については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

３３保保険険料料のの決決定定のの仕仕組組みみとと払払込込方方法法等等  

（１）保険料の決定の仕組み 

保険料は、保険金額、保険期間等により決まります。実際に払い込んでいただく保険料は、パンフレット、加入申込票等をご確認

ください。 

（２）保険料の払込方法 

お客さまの保険料の払込方法等については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４満満期期返返れれいい金金・・契契約約者者配配当当金金  

この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。 

５５解解約約とと解解約約返返れれいい金金  

ご契約を解約する場合は、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。なお、解約に際しては、ご加入時

の条件により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還する場合があります。詳細は保険契約者、取扱

代理店または引受保険会社までお問合わせください。 
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重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

注意喚起情報のご説明（団体ゴルファー保険） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して申込人・被保険者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注意喚起情報のご説明」に記

載しています。ご加入前に必ずお読みになり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約

款・特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保

険会社までお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

■「団体ゴルファー保険」は、ゴルファー賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。 

この書面における主な用語は「契約概要のご説明」に記載していますのでご確認ください。  

１１告告知知義義務務（（ごご加加入入時時ににおお申申出出いいたただだくく事事項項））  

（１）申込人または被保険者には、告知義務があります。告知義務とは、ご加入時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のこ

とです。 

（２）告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票に記載された内容のうち、「※」印

がついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と異

なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。 

告知事項 

この保険契約で保険金支払の対象となる損害に対して保険金が支払われる他の保険契約等（注）の有無 
（注）タフ・ケガの保険、学生・こども総合保険、タフ・ケガの保険〔積立タイプ〕等をいい、団体契約、生命保険、共済契約を含みます。 

２２ククーーリリンンググオオフフ説説明明書書（（ごご契契約約ののおお申申込込みみのの撤撤回回等等））  

この保険は、ご契約のお申込みの撤回または解除（クーリングオフ）はできません。 

３３複複数数ののごご契契約約ががああるるおお客客ささままへへ  

●補償内容が同様の保険契約（この保険契約以外の保険契約にセットされた特約や引受保険会社以外の保険契約を含みます）が他にある

ときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によっては

いずれか一方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。補償内容の差異や保険金額

等を確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 
※１ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居へ

の変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

※２ 補償が重複する可能性のある主な特約は、別紙「お支払いする保険金および費用保険金のご説明」をご確認ください。 

●ホールインワン・アルバトロス費用補償特約（団体総合生活補償保険用）をセットした場合、この費用を補償する他の保険契約等（異

なる保険種類の特約や引受保険会社以外の保険契約または共済契約を含みます）に複数ご加入されても、お支払いする保険金の額は、

それらのご契約のうち最も高い保険金額が限度となります。それぞれの保険契約等から重複して保険金をお支払いできませんのでご注

意ください。 

４４傷傷害害死死亡亡保保険険金金受受取取人人（（ゴゴルルフファァーー傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合））  

①被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を定めなかった場合、傷害死亡保険金は、被保険者本人の法定相続人にお支払いします。 

②被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を法定相続人以外の方に定める場合または変更する場合には、必ず被保険者本人の同意を得て

ください。なお、同意のないままご加入された場合、保険契約は無効となります。 

５５通通知知義義務務等等（（ごご加加入入後後ににごご連連絡絡いいたただだくく事事項項））  

加入条件を変更する場合等の事項が発生する場合は、ご契約内容の変更等が必要となります。ただちに取扱代理店または引受保険会社

までご連絡ください。 

６６補補償償のの開開始始・・終終了了時時期期  

（１）補償の開始：始期日の午後４時（保険申込書に異なる時刻が記載されている場合はその時刻） 

（２）補償の終了：満期日の午後４時に終わります。 

７７保保険険金金ををおお支支払払いいででききなないい主主なな場場合合  

「契約概要のご説明」２２基基本本ととななるる補補償償  等等（２）保険金をお支払いできない主な場合をご確認ください。 

８８解解約約とと解解約約返返れれいい金金 

ご契約を解約する場合には、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。 

●ご契約の解約に際しては、ご加入時の条件により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還します。

ただし、解約返れい金は原則として未経過期間分よりも少なくなります。 

●始期日から解約日までの期間に応じて払込みいただくべき保険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合があります。追

加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、ご契約を解除することがあります。 

９９被被保保険険者者かかららのの解解約約（（ゴゴルルフファァーー傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合））  

ゴルファー傷害補償特約の被保険者が保険契約者以外の方で、次の①から⑥のいずれかに該当する場合は、その被保険者は、保険契約

者にゴルファー傷害補償特約の解約を求めることができます。この場合、保険契約者は、引受保険会社に対する通知をもって、ゴル

ファー傷害補償特約を解約しなければなりません。 

【【被被保保険険者者がが解解約約をを求求めめるるここととががででききるる場場合合】】  

①ゴルファー傷害補償特約の被保険者となることについての同意をしていなかった場合 

②保険契約者または保険金を受け取るべき方に、次に該当する行為のいずれかがあった場合 

・引受保険会社にゴルファー傷害補償特約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を発生させ、または発生させよ

うとした場合 

・この保険契約に基づく保険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとした場合 

 

③保険契約者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当する場合 

④他の保険契約等との重複により、保険金額等の合計額が著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれ

がある場合 

⑤保険契約者または保険金を受け取るべき方が、上記②から④までの場合と同程度にその被保険者のこれらの方に対する信頼を損

ない、ゴルファー傷害補償特約の存続を困難とする重大な事由を発生させた場合 

⑥保険契約者と被保険者との間の親族関係の終了などにより、ゴルファー傷害補償特約の被保険者となることについて同意した事

情に著しい変更があった場合 

※１ 上記①に該当する場合は、その被保険者は、引受保険会社に対する通知をもって、ゴルファー傷害補償特約を解約することができます。その際は

本人であることを証明する資料等を提出してください。 

※２ 解約する範囲はその被保険者にかかる部分に限ります。 

1100 保保険険会会社社破破綻綻時時のの取取扱扱いい  

損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入していま

す。この保険は保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用する従業員等の数が 20 人以下の法人をいいます）またはマンション

管理組合（以下、「個人等」といいます）である場合に限り「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場

合でも、保険金、解約返れい金等は 80％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事

故による保険金は 100％補償されます。また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料

を負担している場合は、その被保険者にかかる部分については、補償の対象となります。 

1111 個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて  

本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申込みください。 

【【個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて】】  

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社および引

受保険会社グループ会社（海外にあるものを含む）が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の

利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、

一般社団法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等（いずれも海外にあるものを含む）に提供することがあります。 

ただし、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）については、保険業法施行規則（第 53 条の 10）により、利用目的が

限定されています。 

詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険（株）のホームページ（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）をご覧ください。 
  

＜＜そそのの他他ごご注注意意いいたただだききたたいいこことと＞＞  
■■ごご契契約約内内容容おおよよびび事事故故報報告告内内容容のの確確認認ににつついいてて（（ゴゴルルフファァーー傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合）） 

損害保険会社等の間では、傷害保険等について不正契約における事故招致の発生を未然に防ぐとともに、保険金の適切かつ迅速・確実なお支払いを

確保するため、契約締結および事故発生の際、同一被保険者または同一事故にかかるご契約の状況や保険金請求の状況について一般社団法人日本損

害保険協会に登録された契約情報等により確認を行っています。確認内容は、上記目的以外には用いません。ご不明の点は、引受保険会社までお問

合わせください。 
※具体的には、損害保険の種類、保険契約者名、被保険者名、保険金額、被保険者同意の有無、取扱損害保険会社等の項目について確認を行っています。  

■■無無効効・・取取消消しし・・失失効効ににつついいてて  
（１）次のいずれかの場合は、この保険契約は無効となります。①は、既に払い込んだ保険料は返還できません。②は、保険料の全額を返還します。 

①保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不法に取得させる目的をもって契約を締結した場合 

②ゴルファー傷害補償特約をセットし、被保険者本人の法定相続人以外の方を傷害死亡保険金受取人とする場合に、保険契約者以外の方を被保険

者本人とする保険契約について、その被保険者本人の同意を得なかった場合 

（２）保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方の詐欺または強迫によって契約を締結した場合は、この保険契約は取消しとなることがあり

ます。この場合、既に払い込んだ保険料は返還できません。 

（３）被保険者が死亡（注）した場合は、この保険契約は失効となります。この場合、既に払い込んだ保険料は普通保険約款・特約に定める規定により

返還します。詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 
（注）ゴルファー傷害補償特約の傷害死亡保険金をお支払いするケガにより被保険者が死亡した場合は、その特約部分の保険料は返還できません。 

■■重重大大事事由由にによよるる解解除除  
次のことがある場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。 

①保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、引受保険会社に保険金を支払わせることを目的として損害等を発生させ、または発生

させようとしたこと。 

②被保険者または保険金を受け取るべき方が保険金の請求について詐欺を行い、または行おうとしたこと。 

③保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者、その他の反社会的勢力に該当すると認められたこと。 

④複数の保険契約に加入することで被保険者の保険金額等の合計額が著しく過大となる場合 

⑤上記のほか、①～④と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、保険契約の存続を困難とする重大な事由を発生させたこと。 

■■事事故故がが起起ここっったた場場合合  

１１事事故故がが起起ここっったた場場合合  

（１）事故が起こった場合、遅滞なく（ゴルファー傷害補償特約をセットした契約でケガに関する事故が発生した場合は 30 日以内に）取扱代理店ま

たは引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない場合、それによって引受保険会社が被った損害の額を差し引いて保険金をお支払いする

ことがあります。 

（２）この保険契約と補償が重複する他の保険契約等がある場合には、事故のご連絡の際にお申出ください。 

（３）賠償事故・被害事故に関わる示談交渉・弁護士への法律相談・損害賠償請求権の委任等は、必ず引受保険会社とご相談のうえ、おすすめくだ

さい。 

＜示談交渉サービス＞ 

日本国内において発生したゴルファー賠償責任保険特約の対象となる賠償事故について被保険者のお申出があり、かつ被保険者の同意が得

られれば、引受保険会社は原則として被保険者のために示談交渉をお引受けします。また、日本国内において発生したゴルファー賠償責任

保険特約約の対象となる賠償事故で保険金が支払われる場合、被害者が保険金相当の損害賠償額を引受保険会社へ直接請求することもでき

ます。 

＜示談交渉を行うことができない主な場合＞ 

・１回の事故につき、被保険者が負担する法律上の損害賠償責任の額がゴルファー賠償責任保険特約で定める保険金額を明らかに超える場合 

・相手の方が引受保険会社との交渉に同意しない場合 

・相手の方との交渉に際し、正当な理由なく被保険者が引受保険会社への協力を拒んだ場合 
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・被保険者に対する損害賠償請求に関する訴訟が日本国外の裁判所に提起された場合 

（４）ゴルフ用品補償特約をセットした場合で、ゴルフ用品が盗難事故にあった場合は、遅滞なく警察に届け出てください。 

（５）補償が重複する他の保険契約等がある場合、発生した損害に対して既に支払われた保険金の有無によって、引受保険会社がお支払いする保険

金の額が異なります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

＜引受保険会社がお支払いする保険金の額＞（注１） 

①他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合は、支払責任額（注２）をお支払いします。 

②他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合は、支払責任額（注２）を限度に、実際の損害の額から他の保険契約等から支払われ

た保険金または共済金の合計額を差し引いた額をお支払いします。 
（注１）お支払いする保険金の額は､補償の内容や他の保険契約等の保険金の支払条件によっては、上記と異なる場合があります。 

（注２）支払責任額とは、他の保険契約等がないものとして算出した支払うべき保険金または共済金の額をいいます。  

２２保保険険金金のの支支払払請請求求時時にに必必要要ととななるる書書類類等等  

被保険者または保険金を受け取るべき方は、＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞のうち引受保険会社が求める書類を提出する必要があります。なお、必

要に応じて＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞以外の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。 

３３「「ホホーールルイインンワワンン・・アアルルババトトロロスス費費用用補補償償特特約約（（団団体体総総合合生生活活補補償償保保険険用用））」」にに関関すするるごご注注意意  

保険金お支払いの対象となるホールインワンまたはアルバトロス（以下「ホールインワン等」といいます）は、日本国内のゴルフ場において、同

伴競技者１名以上とパー35以上の９ホール（ハーフ）を正規にラウンドした場合のもので、次の「対象となるホールインワン等」に該当するもの

に限ります。また、保険金を請求する際には、必ず、ホールインワン・アルバトロス費用の支払を証明する領収書と次の「ホールインワン等を証明

する書類または証拠」の提出が必要となります。 

対象となるホールインワン等 ホールインワン等を証明する書類または証拠 

①次のア.、イ.の両方が目撃（注）したホールイン

ワン等 

ア．同伴競技者 

イ．同伴競技者以外の第三者（具体的には次の方を

いいます） 
同伴キャディ、ゴルフ場使用人、ワン・オン・イベン

ト業者、ゴルフ場で工事中の造園業者、先行・後続組

のプレーヤー、ゴルフ場内の売店運営業者など 
  

同伴競技者以外の第三者が署名また

は記名押印した引受保険会社所定の

ホールインワン・アルバトロス証明

書 

同伴競技者が署名また

は記名押印した引受保

険会社所定のホールイ

ンワン・アルバトロス

証明書 

被保険者がホールイ

ンワン等を達成した

ゴルフ場の支配人、

責任者またはその業

務を代行または行使

する権限を有する者

が記名押印した引受

保険会社所定のホー

ルインワン・アルバ

トロス証明書 
②ホールインワン等の達成が客観的に確認できるビ

デオ映像等があるホールインワン等 

被保険者がホールインワン等を達成

したことが確認できるビデオ映像等 

③公式競技において、上記①ア.、イ.のいずれかの

目撃（注）があるホールインワン等 

同伴競技者または同伴競技者以外の

第三者が署名または記名押印した引

受保険会社所定のホールインワン・

アルバトロス証明書 

 

  

ごご注注意意  

キャディ帯同のない「セルフプレー中」の場合は、原則として、保険金のお支払い対象となりませんのでご注意ください。ただ

し、同伴競技者以外の第三者の目撃（注）がある場合またはホールインワン等の達成が客観的に確認できるビデオ映像等がある

場合にかぎり、保険金をお支払いします。 
（注）目撃とは、打ったボールがホールにカップインしたことをその場で確認することをいいます（達成後に呼ばれてカップインしたボールを確認した場合は「目撃」に

該当しません）。 

４４保保険険金金ののおお支支払払時時期期  

引受保険会社は被保険者または保険金を受け取るべき方より保険金請求書類の提出を受けた後その日を含めて30日以内に、保険金をお支払いする

ために必要となる事項の確認を終えて、保険金をお支払いします。ただし、特別な照会または調査が必要な場合には、引受保険会社は普通保険約

款・特約に定める期日までに保険金をお支払いします。詳細は、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

５５保保険険金金のの代代理理請請求求  

被保険者に保険金を請求できない次のような事情がある場合に、下記【被保険者の代理人となりうる方】が被保険者の代理人として保険金を請求

することができる制度（「代理請求制度」といいます）があります（被保険者に法定代理人がいる場合や第三者に保険金の請求を委任している場

合は、この制度は利用できません）。 

●保険金等の請求を行う意思表示が困難であると引受保険会社が認めた場合 

●引受保険会社が認める傷病名等の告知を受けていない場合 など 

【【被被保保険険者者のの代代理理人人ととななりりううるる方方】】  

①被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 

②上記①の方がいない場合や、上記①の方が保険金を請求できない事情がある場合には、その被保険者と同居または生計を共にする３親等内の

親族 

③上記①および②の方がいない場合や、上記①および②の方に保険金を請求できない事情がある場合には、上記①以外の配偶者（注）または上

記②以外の３親等内の親族 
（注）法律上の配偶者に限ります。 

万一、被保険者が保険金を請求できない場合に備えて、上記に該当する方々にご契約の存在や代理請求制度の概要等をお知らせくださるようお願

いします。被保険者の代理人からの保険金の請求に対して引受保険会社が保険金をお支払いした後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、

引受保険会社は保険金をお支払いできません。  

６６保保険険金金請請求求権権のの時時効効  

保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。保険金請求権が発生する時期等、詳細はご契約のしおり（普通保険約款・

特約）をご確認ください。  

７７先先取取特特権権  

損害賠償請求権者は、損害賠償金にかかわる被保険者の保険金請求権について保険法に基づく先取特権（他の債権者よりも優先して弁済を受ける

権利）を有します。また、原則としてこれらの保険金請求権の譲渡・質権設定・差押えはできません。 

  

＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞  

（（１１））保保険険金金請請求求書書（（個個人人情情報報のの取取扱扱いいにに関関すするる同同意意をを含含みみまますす））  

（（２２））引引受受保保険険会会社社のの定定めめるる損損害害（（事事故故））状状況況報報告告書書  

  
事故日時、発生場所、事故状況、事故原因等を申告する書類をいいます。また、損害（事故）状況を確認するためにこの報告書のほか、（４）①、③、（５）①、

③、（６）①、③または（７）①、③に掲げる書類も必要な場合があります。 

（（３３））保保険険金金のの請請求求権権ををももつつここととのの確確認認書書類類  

 
書類 

の例 

・印鑑証明、資格証明書 ・委任状 ・戸籍謄本 

・家族関係の証明書類（住民票、健康保険証） など 

（（４４））損損害害賠賠償償責責任任にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

 

 

①①賠賠償償事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例 

・公的機関が発行する証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・事故原因、発生場所、被害状況の見解書、写真 など 

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例 

・示談書またはこれに代わるべき書類 ・修理見積書、請求明細書、領収書 

・休業損害確認資料（休業損害証明書、源泉徴収票、所得証明書、確定申告書） 

・交通費、諸費用の明細書 ・購入時の領収書、保証書、仕様書 ・図面（配置図、建物図面） 

・引受保険会社の定める診断書、診療報酬明細書、後遺障害診断書、施術証明書兼施術費明細書 

・レントゲンなどの検査資料 ・死亡診断書、死体検案書 ・葬儀費明細書、領収書 

・その他の支出した費用の額を示す書類  

・受領している年金額を示す資料 ・労災からの支給額を示す資料 など 

 

③③そそのの他他のの書書類類  

書類 

の例 

・先取特権に関わる書類（被害者への賠償金の支払いを証明する書類、被害者承諾を証明する書類） 

・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など 

（（５５））傷傷害害（（ケケガガ））にに関関すするる保保険険金金のの支支払払いいをを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  

①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例  
・交通事故証明書またはこれに代わる書類 ・医師の診断書 

・死亡診断書 ・後遺障害診断書 ・戸籍謄本 など  

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例  
・医師の診断書  ・死亡診断書  ・後遺障害診断書 

・領収書 など 

③③そそのの他他のの書書類類  

書類 

の例  
・運転資格を証明する書類（免許証など） 

・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など  

（（６６））用用品品にに関関すするる保保険険金金のの支支払払いいをを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  ①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

  
書類 

の例  
・公的機関等の事故証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・盗難届出証明書 ・被害品の写真 など  

  ②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

  
書類 

の例  
・修理見積書、損害明細書、請求明細書、領収書 ・損害内容申告書 

・被害品の価格証明書（購入時の領収書、保証書、仕様書） など  

  ③③そそのの他他のの書書類類  

  
書類 

の例  
・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など  

（（７７））そそのの他他費費用用にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

 

①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例 

・公的機関の事故証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・事故原因、発生場所、損害状況の見解書 

＜ホールインワン・アルバトロス費用の場合＞ 

詳細は前記３「ホールインワン・アルバトロス費用補償特約（団体総合生活補償保険用）」に関するご注意をご確認ください。 など 

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例 

・損害防止費用の明細書 

・支出した費用がある場合はその費用を示す書類（領収書、請求書） など 

③③そそのの他他のの書書類類  
書類 

の例 
・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など 

   
＜＜ごご加加入入いいたただだくく内内容容にに関関すするる確確認認事事項項（（ごご意意向向のの確確認認））＞＞  

この保険商品およびご契約プランは、引受保険会社で把握したお客さま情報およびご意向に基づき提案させていただいております。加入申込票にご記入

の内容が、最終的にお客さまのご意向に沿った内容であるか再度ご確認、ご了解のうえご加入ください。また、払い込む保険料が正しいものとなるよう

保険料算出に関わる事項などについてもご確認ください。その結果、修正すべき点があった場合は、加入内容を訂正させていただきます。なお、ご不明

な点などございましたら保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までご連絡くださいますようお願い申し上げます。 

●今回お申込みの保険についてご確認をお願いいたします。 

１．被保険者に関する「氏名」「生年月日」「性別」について、すべて正しい内容となっていることをご確認ください。 

２．「他の保険契約等」について、正しい内容となっていることをご確認ください。 

３．下記項目について、お客さまのご意向どおりとなっていることをご確認ください。 

①補償の内容（お支払いする保険金、保険金をお支払いする場合、保険金をお支払いできない主な場合など） 

②保険金額（支払限度額）（型やパターンなど） 

③被保険者の範囲 
※保険期間、保険料に関する事項および契約者配当金制度の有無については「契約概要のご説明」に記載のとおりの設定であることをご確認ください。 

４．補償が重複する可能性のある他のご契約の有無をご確認いただき、ご加入の要否をご確認ください。 

●現在ご加入のご契約（満期を迎えるご契約）にご不明な点がある場合には、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。 
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お問合わせ窓口 

 

保保険険商商品品・・契契約約内内容容にに関関すするるおお問問合合わわせせ 

【取扱代理店】 株式会社ツツミ保険事務所 

【電話番号】 ０４７－４６３－２９１４  ※おかけ間違いにご注意ください。 
  

引引受受保保険険会会社社のの連連絡絡・・相相談談・・苦苦情情窓窓口口 

引引受受保保険険会会社社へへののごご相相談談・・苦苦情情ががああるる場場合合  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

0120-101-060（（無無料料）） 
●受付時間 平日 9：00～17：00 
●土・日・祝日および年末年始は休業させていただきます。 
●ご加入の団体名（会社・官公庁・学校・組合・会等）をお知らせください。「加入者証」等を

お持ちの場合、お手元にご用意ください。 
●一部のご用件は営業店等からのご対応となります。  

遅滞なくご加入の取扱代理店または下記にご連絡ください。 

0120-985-024（（無無料料）） 
●受付時間 24 時間 365 日 

●おかけ間違いにご注意ください。 

●ＩＰ電話からは 0276-90-8852（有料）におかけください。 

 
指指定定紛紛争争解解決決機機関関  

引引受受保保険険会会社社ととのの間間でで問問題題をを解解決決ででききなないい場場合合  
引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を締結しています。 
引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行うことができます。 

一般社団法人 日本損害保険協会そんぽＡＤＲセンター 

0570-022-808  
●受付時間［平日 9:15～17:00（土・日・祝日および年末年始を除きます）］ 

●携帯電話からも利用できます。ＩＰ電話からは 03-4332-5241 におかけください。  
●おかけ間違いにご注意ください。 
●詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。 

（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）  
   

 
＜引受保険会社＞ 

 
 

  

あいおいニッセイ同和損保 
あんしんサポートセンター 

［ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）］ 

  

  

重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

契約概要のご説明（団体スキー・スケート保険） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して保険商品の内容をご理解いただくための事項をこの「契約概要のご説明」に記載しています。ご加入前に必ずお読み

になり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約

款・特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保

険会社までお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

■「団体スキー・スケート保険」は、スキー・スケート賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。  

１１商商品品のの仕仕組組みみ  

（１）商品の仕組み 

団体スキー・スケート保険（注）は、日本国内において被保険者が行う保険証券記載のスキーにつき発生した次のいずれかの事故によ

り、他人の身体の障害または財物の損壊について被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害を基本補償とする

保険です。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

・スキー：スキーの目的をもって住居を出発した時から帰着する時までの行程中に発生した偶然な事故 
（注）団体総合生活補償保険にスキー・スケート賠償責任保険特約をセットしています。 

（２）被保険者の範囲 

基本となる補償の被保険者の範囲は次のとおりです。 

①被保険者本人 

②上記①の方が責任無能力者の場合、その方に関する事故については、その方の親権者、その他の法定監督義務者および監督義務者

に代わって責任無能力者を監督する親族（注１） 
（注１）親族とは、６親等内の血族、配偶者（注２）および３親等内の姻族をいいます。 

（注２）配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情（内縁関係）にある方および戸籍上の性別が同一で

あるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

２２基基本本ととななるる補補償償  等等  

（１）保険金をお支払いする場合 

「保険金をお支払いする場合」についての詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確

認ください。 

（２）保険金をお支払いできない主な場合 

保険金をお支払いできない主な場合は次のとおりです。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・

特約）をご確認ください。 

保険金をお支払いできない主な場合 

●保険契約者、被保険者または法定代理人の故意によって発生した損害賠償責任 

●被保険者と同居する親族に対する損害賠償責任 

など 

（３）セットできる特約とその概要 

ご希望によりセットできる主な特約の詳細は、パンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認

ください。 

（４）保険金額の設定 

お客さまの保険金額については、パンフレット、加入申込票等をご確認ください。 

（５）保険期間 

お客さまの保険期間については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

３３保保険険料料のの決決定定のの仕仕組組みみとと払払込込方方法法等等  

（１）保険料の決定の仕組み 

保険料は、保険金額、保険期間等により決まります。お客さまの保険料については、パンフレット、加入申込票等をご確認くださ

い。 

（２）保険料の払込方法 

お客さまの保険料の払込方法等については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４満満期期返返れれいい金金・・契契約約者者配配当当金金  

この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。 

５５解解約約とと解解約約返返れれいい金金  

ご契約を解約する場合は、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。なお、この保険には、解約返れい

金はありません。詳細は保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 
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重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

注意喚起情報のご説明（団体スキー・スケート保険） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して申込人・被保険者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注意喚起情報のご説明」に記

載しています。ご加入前に必ずお読みになり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約

款・特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保

険会社までお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

■「団体スキー・スケート保険」は、スキー・スケート賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。 

この書面における主な用語は「契約概要のご説明」に記載していますのでご確認ください。  

１１告告知知義義務務（（ごご加加入入時時ににおお申申出出いいたただだくく事事項項））  

（１）申込人または被保険者には、告知義務があります。告知義務とは、ご加入時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のこ

とです。 

（２）告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票に記載された内容のうち、「※」印

がついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と異

なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります（注）。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。 
（注）次において、②に該当したときは、ご契約を解除することがあります。 

告知事項 

①被保険者が競技、指導を職業としていること 

②この保険契約で保険金支払の対象となる損害に対して保険金が支払われる他の保険契約等（注）の有無 
（注）タフ・ケガの保険、学生・こども総合保険、タフ・ケガの保険〔積立タイプ〕等をいい、団体契約、生命保険、共済契約を含みます。 

２２ククーーリリンンググオオフフ説説明明書書（（ごご契契約約ののおお申申込込みみのの撤撤回回等等））  

この保険は、ご契約のお申込みの撤回または解除（クーリングオフ）はできません。 

３３複複数数ののごご契契約約ががああるるおお客客ささままへへ  

補償内容が同様の保険契約（この保険契約以外の保険契約にセットされた特約や引受保険会社以外の保険契約を含みます）が他にある

ときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはい

ずれか一方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。補償内容の差異や保険金額等を

確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 
※１ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居への

変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

※２ 補償が重複する可能性のある主な特約は、別紙「お支払いする保険金および費用保険金のご説明」をご確認ください。 

４４傷傷害害死死亡亡保保険険金金受受取取人人（（ススキキーー・・ススケケーートト傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合））  

①被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を定めなかった場合、傷害死亡保険金は、被保険者本人の法定相続人にお支払いします。 

②被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を法定相続人以外の方に定める場合または変更する場合には、必ず被保険者本人の同意を得て

ください。なお、同意のないままご加入された場合、保険契約は無効となります。 

５５通通知知義義務務等等（（ごご加加入入後後ににごご連連絡絡いいたただだくく事事項項））  

（１）ご加入後、次の事項が発生した場合は、遅滞なく取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。 

ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがありますので、十分ご注意ください。 

通知事項 

被保険者が競技、指導を職業・職務として行うことになった、または行わないことになった場合 

（２）加入条件を変更する場合等の事項が発生する場合は、ご契約内容の変更等が必要となります。ただちに取扱代理店または引受保険

会社までご連絡ください。 

６６補補償償のの開開始始・・終終了了時時期期  

（１）補償の開始：始期日の午後４時（保険申込書に異なる時刻が記載されている場合はその時刻） 

（２）補償の終了：満期日の午後４時に終わります。 

７７保保険険金金ををおお支支払払いいででききなないい主主なな場場合合  

「契約概要のご説明」２２基基本本ととななるる補補償償  等等（２）保険金をお支払いできない主な場合をご確認ください。 

８８解解約約とと解解約約返返れれいい金金  

ご契約を解約する場合は、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。なお、この保険には、解約返れい

金はありません。詳細は保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

９９被被保保険険者者かかららのの解解約約（（ススキキーー・・ススケケーートト傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合））  

スキー・スケート傷害補償特約の被保険者が保険契約者以外の方で、次の①から⑥のいずれかに該当する場合は、その被保険者は、保

険契約者にスキー・スケート傷害補償特約の解約を求めることができます。この場合、保険契約者は、引受保険会社に対する通知をも

って、スキー・スケート傷害補償特約を解約しなければなりません。 

【【被被保保険険者者がが解解約約をを求求めめるるここととががででききるる場場合合】】  

①スキー・スケート傷害補償特約の被保険者となることについての同意をしていなかった場合 

②保険契約者または保険金を受け取るべき方に、次に該当する行為のいずれかがあった場合 

・引受保険会社にスキー・スケート傷害補償特約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を発生させ、または発生

させようとした場合 

・この保険契約に基づく保険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとした場合 

③保険契約者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当する場合 

 

④他の保険契約等との重複により、保険金額等の合計額が著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれ

がある場合 

⑤保険契約者または保険金を受け取るべき方が、上記②から④までの場合と同程度にその被保険者のこれらの方に対する信頼を損

ない、スキー・スケート傷害補償特約の存続を困難とする重大な事由を発生させた場合 

⑥保険契約者と被保険者との間の親族関係の終了などにより、スキー・スケート傷害補償特約の被保険者となることについて同意

した事情に著しい変更があった場合 

※１ 上記①に該当する場合は、その被保険者は、引受保険会社に対する通知をもって、スキー・スケート傷害補償特約を解約することができます。そ

の際は本人であることを証明する資料等を提出してください。 

※２ 解約する範囲はその被保険者にかかる部分に限ります。 

1100 保保険険会会社社破破綻綻時時のの取取扱扱いい  

損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入していま

す。この保険は保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用する従業員等の数が 20 人以下の法人をいいます）またはマンション

管理組合（以下、「個人等」といいます）である場合に限り「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場

合でも、保険金、解約返れい金等は 80％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事

故による保険金は 100％補償されます。また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料

を負担している場合は、その被保険者にかかる部分については、補償の対象となります。 

1111 個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて  

本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申込みください。 

【【個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて】】  

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社および引

受保険会社グループ会社（海外にあるものを含む）が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の

利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、

一般社団法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等（いずれも海外にあるものを含む）に提供することがあります。 

ただし、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）については、保険業法施行規則（第 53 条の 10）により、利用目的が

限定されています。 

詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険（株）のホームページ（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）をご覧ください。 

 

＜＜そそのの他他ごご注注意意いいたただだききたたいいこことと＞＞  
■■ごご契契約約内内容容おおよよびび事事故故報報告告内内容容のの確確認認ににつついいてて（（ススキキーー・・ススケケーートト傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合）） 

損害保険会社等の間では、傷害保険等について不正契約における事故招致の発生を未然に防ぐとともに、保険金の適切かつ迅速・確実なお支払いを

確保するため、契約締結および事故発生の際、同一被保険者または同一事故にかかるご契約の状況や保険金請求の状況について一般社団法人日本損

害保険協会に登録された契約情報等により確認を行っています。確認内容は、上記目的以外には用いません。ご不明の点は、引受保険会社までお問

合わせください。 
※具体的には、損害保険の種類、保険契約者名、被保険者名、保険金額、被保険者同意の有無、取扱損害保険会社等の項目について確認を行っています。  

■■無無効効・・取取消消しし・・失失効効ににつついいてて  
（１）次のいずれかの場合は、この保険契約は無効となります。①は、既に払い込んだ保険料は返還できません。②は、保険料の全額を返還します。 

①保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不法に取得させる目的をもって契約を締結した場合 

②スキー・スケート傷害補償特約をセットし、被保険者本人の法定相続人以外の方を傷害死亡保険金受取人とする場合に、保険契約者以外の方を

被保険者本人とする保険契約について、その被保険者本人の同意を得なかった場合 

（２）保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方の詐欺または強迫によって契約を締結した場合は、この保険契約は取消しとなることがあり

ます。この場合、既に払い込んだ保険料は返還できません。 

（３）被保険者が死亡（注）した場合は、この保険契約は失効となります。この場合、既に払い込んだ保険料は普通保険約款・特約に定める規定により

返還します。詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 
（注）スキー・スケート傷害補償特約の傷害死亡保険金をお支払いするケガにより被保険者が死亡した場合は、その特約部分の保険料は返還できません。 

■■重重大大事事由由にによよるる解解除除  
次のことがある場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。 

①保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、引受保険会社に保険金を支払わせることを目的として損害等を発生させ、または発生

させようとしたこと。 

②被保険者または保険金を受け取るべき方が保険金の請求について詐欺を行い、または行おうとしたこと。 

③保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者、その他の反社会的勢力に該当すると認められたこと。 

④複数の保険契約に加入することで被保険者の保険金額等の合計額が著しく過大となる場合 

⑤上記のほか、①～④と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、保険契約の存続を困難とする重大な事由を発生させたこと。 

■■事事故故がが発発生生ししたた場場合合  

１１事事故故のの発発生生  

（１）事故が起こった場合、遅滞なく（スキー・スケート傷害補償特約をセットした契約でケガに関する事故が発生した場合は 30 日以内に）取扱代

理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない場合、それによって引受保険会社が被った損害の額を差し引いて保険金をお支払

いすることがあります。 

（２）この保険契約と補償が重複する他の保険契約等がある場合には、事故のご連絡の際にお申出ください。 

（３）賠償事故・被害事故に関わる示談交渉・弁護士への法律相談・損害賠償請求権の委任等は、必ず引受保険会社とご相談のうえ、おすすめくだ

さい。 

＜示談交渉サービス＞ 

日本国内において発生したスキー・スケート賠償責任保険特約の対象となる賠償事故について被保険者のお申出があり、かつ被保険者の同意

が得られれば、引受保険会社は原則として被保険者のために示談交渉をお引受けします。また、日本国内において発生したスキー・スケート

賠償責任保険特約の対象となる賠償事故で保険金が支払われる場合、被害者が保険金相当の損害賠償額を引受保険会社へ直接請求することも

できます。 

＜示談交渉を行うことができない主な場合＞ 

・１回の事故につき、被保険者が負担する法律上の損害賠償責任の額がスキー・スケート賠償責任保険特約で定める保険金額を明らかに超える

場合 

・相手の方が引受保険会社との交渉に同意しない場合 

・相手の方との交渉に際し、正当な理由なく被保険者が引受保険会社への協力を拒んだ場合 
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・被保険者に対する損害賠償請求に関する訴訟が日本国外の裁判所に提起された場合 

（４）スキー・スケート用品補償特約をセットした場合で、スキー用品が盗難事故にあった場合は、遅滞なく警察に届け出てください。 

（５）補償が重複する他の保険契約等がある場合、発生した損害に対して既に支払われた保険金の有無によって、引受保険会社がお支払いする保険金の

額が異なります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

＜引受保険会社がお支払いする保険金の額＞（注１） 

①他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合は、支払責任額（注２）をお支払いします。 

②他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合は、支払責任額（注２）を限度に、実際の損害の額から他の保険契約等から支払われた保険

金または共済金の合計額を差し引いた額をお支払いします。 
（注１）お支払いする保険金の額は､補償の内容や他の保険契約等の保険金の支払条件によっては、上記と異なる場合があります。 

（注２）支払責任額とは、他の保険契約等がないものとして算出した支払うべき保険金または共済金の額をいいます。 

２２保保険険金金のの支支払払請請求求時時にに必必要要ととななるる書書類類等等  

被保険者または保険金を受け取るべき方は、＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞のうち引受保険会社が求める書類を提出する必要があります。なお、必要に応

じて＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞以外の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。 

３３保保険険金金ののおお支支払払時時期期  

引受保険会社は被保険者または保険金を受け取るべき方より保険金請求書類の提出を受けた後その日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするために

必要となる事項の確認を終えて、保険金をお支払いします。ただし、特別な照会または調査が必要な場合には、引受保険会社は普通保険約款・特約に定

める期日までに保険金をお支払いします。詳細は、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４保保険険金金のの代代理理請請求求  

被保険者に保険金を請求できない次のような事情がある場合に、下記【被保険者の代理人となりうる方】が被保険者の代理人として保険金を請求するこ

とができる制度（「代理請求制度」といいます）があります（被保険者に法定代理人がいる場合や第三者に保険金の請求を委任している場合は、この制

度は利用できません）。 

●保険金等の請求を行う意思表示が困難であると引受保険会社が認めた場合 

●引受保険会社が認める傷病名等の告知を受けていない場合 など 

【【被被保保険険者者のの代代理理人人ととななりりううるる方方】】  

①被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 

②上記①の方がいない場合や、上記①の方が保険金を請求できない事情がある場合には、その被保険者と同居または生計を共にする３親等内の

親族 

③上記①および②の方がいない場合や、上記①および②の方に保険金を請求できない事情がある場合には、上記①以外の配偶者（注）または上

記②以外の３親等内の親族 
（注）法律上の配偶者に限ります。 

万一、被保険者が保険金を請求できない場合に備えて、上記に該当する方々にご契約の存在や代理請求制度の概要等をお知らせくださるようお願いしま

す。被保険者の代理人からの保険金の請求に対して引受保険会社が保険金をお支払いした後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、引受保険会社

は保険金をお支払いできません。  

５５保保険険金金請請求求権権のの時時効効  

保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。保険金請求権が発生する時期等、詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）

をご確認ください。  

６６先先取取特特権権  

損害賠償請求権者は、損害賠償金にかかわる被保険者の保険金請求権について保険法に基づく先取特権（他の債権者よりも優先して弁済を受ける権利）

を有します。また、原則としてこれらの保険金請求権の譲渡・質権設定・差押えはできません。 

＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞  

（（１１））保保険険金金請請求求書書（（個個人人情情報報のの取取扱扱いいにに関関すするる同同意意をを含含みみまますす））  

（（２２））引引受受保保険険会会社社のの定定めめるる損損害害（（事事故故））状状況況報報告告書書  

  
事故日時、発生場所、事故状況、事故原因等を申告する書類をいいます。また、損害（事故）状況を確認するためにこの報告書のほか、（４）①、③、（５）

①、③、（６）①、③または（７）①、③に掲げる書類も必要な場合があります。 

（（３３））保保険険金金のの請請求求権権ををももつつここととのの確確認認書書類類  

 
書類 

の例 

・印鑑証明、資格証明書 ・委任状 ・戸籍謄本 

・家族関係の証明書類（住民票、健康保険証） など 

（（４４））損損害害賠賠償償責責任任にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

 

①①賠賠償償事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例 

・公的機関が発行する証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・事故原因、発生場所、被害状況の見解書、写真 など 

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例 

・示談書またはこれに代わるべき書類 ・修理見積書、請求明細書、領収書 

・休業損害確認資料（休業損害証明書、源泉徴収票、所得証明書、確定申告書） 

・交通費、諸費用の明細書 ・購入時の領収書、保証書、仕様書 ・図面（配置図、建物図面） 

・引受保険会社の定める診断書、診療報酬明細書、後遺障害診断書、施術証明書兼施術費明細書 

・レントゲンなどの検査資料 ・死亡診断書、死体検案書 ・葬儀費明細書、領収書 

・その他の支出した費用の額を示す書類  

・受領している年金額を示す資料 ・労災からの支給額を示す資料 など 

 

③③そそのの他他のの書書類類  

書類 

の例 

・先取特権に関わる書類（被害者への賠償金の支払いを証明する書類、被害者承諾を証明する書類） 

・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など 

（（５５））傷傷害害（（ケケガガ））にに関関すするる保保険険金金のの支支払払いいをを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  

①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例  
・交通事故証明書またはこれに代わる書類 ・医師の診断書 

・死亡診断書 ・後遺障害診断書 ・戸籍謄本 など  

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例  
・医師の診断書  ・死亡診断書  ・後遺障害診断書 

・領収書 など 

③③そそのの他他のの書書類類  

書類 

の例  
・運転資格を証明する書類（免許証など） 

・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など  

（（６６））用用品品にに関関すするる保保険険金金のの支支払払いいをを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  ①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

 

書類 

の例  
・公的機関等の事故証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・盗難届出証明書 ・被害品の写真 など  

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例  
・修理見積書、損害明細書、請求明細書、領収書 ・損害内容申告書 

・被害品の価格証明書（購入時の領収書、保証書、仕様書） など  

③③そそのの他他のの書書類類  
書類 

の例  
・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など  

（（７７））そそのの他他費費用用にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

 

①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例 

・公的機関の事故証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・事故原因、発生場所、損害状況の見解書 など 

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例 

・損害防止費用の明細書 

・支出した費用がある場合はその費用を示す書類（領収書、請求書） など 

③③そそのの他他のの書書類類  
書類 

の例 
・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など 

  
 

＜＜ごご加加入入いいたただだくく内内容容にに関関すするる確確認認事事項項（（ごご意意向向のの確確認認））＞＞  
この保険商品およびご契約プランは、引受保険会社で把握したお客さま情報およびご意向に基づき提案させていただいております。加入申込票にご記

入の内容が、最終的にお客さまのご意向に沿った内容であるか再度ご確認、ご了解のうえご加入ください。また、払い込む保険料が正しいものとなるよ

う保険料算出に関わる事項などについてもご確認ください。その結果、修正すべき点があった場合は、加入内容を訂正させていただきます。なお、ご不

明な点などございましたら保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までご連絡くださいますようお願い申し上げます。 

●今回お申込みの保険についてご確認をお願いいたします。 

１．被保険者に関する「氏名」「生年月日」「性別」について、すべて正しい内容となっていることをご確認ください。 

２．「他の保険契約等」について、正しい内容となっていることをご確認ください。 

３．下記項目について、お客さまのご意向どおりとなっていることをご確認ください。 

①補償の内容（お支払いする保険金、保険金をお支払いする場合、保険金をお支払いできない主な場合など） 

②保険金額（支払限度額）（型やパターンなど） 

③被保険者の範囲 
※保険期間、保険料に関する事項および契約者配当金制度の有無については「契約概要のご説明」に記載のとおりの設定であることをご確認ください。 

４．補償が重複する可能性のある他のご契約の有無をご確認いただき、ご加入の要否をご確認ください。 

●現在ご加入のご契約（満期を迎えるご契約）にご不明な点がある場合には、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。 
  
お問合わせ窓口 

 

保保険険商商品品・・契契約約内内容容にに関関すするるおお問問合合わわせせ 

【取扱代理店】 株式会社ツツミ保険事務所 

【電話番号】 ０４７－４６３－２９１４  ※おかけ間違いにご注意ください。 
 

引引受受保保険険会会社社のの連連絡絡・・相相談談・・苦苦情情窓窓口口 

引引受受保保険険会会社社へへののごご相相談談・・苦苦情情ががああるる場場合合  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

0120-101-060（（無無料料）） 
●受付時間 平日 9：00～17：00 
●土・日・祝日および年末年始は休業させていただきます。 
●ご加入の団体名（会社・官公庁・学校・組合・会等）をお知らせください。「加入者証」等をお

持ちの場合、お手元にご用意ください。 
●一部のご用件は営業店等からのご対応となります。  

遅滞なくご加入の取扱代理店または下記にご連絡ください。 

0120-985-024（（無無料料）） 
●受付時間 24 時間 365 日 

●おかけ間違いにご注意ください。 

●ＩＰ電話からは 0276-90-8852（有料）におかけください。 

 
指指定定紛紛争争解解決決機機関関  

引引受受保保険険会会社社ととのの間間でで問問題題をを解解決決ででききなないい場場合合  
引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を締結しています。 
引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行うことができます。 

一般社団法人 日本損害保険協会そんぽＡＤＲセンター 

0570-022-808  
●受付時間［平日 9:15～17:00（土・日・祝日および年末年始を除きます）］ 

●携帯電話からも利用できます。ＩＰ電話からは 03-4332-5241 におかけください。  
●おかけ間違いにご注意ください。 
●詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。 

（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）  
   

 
＜引受保険会社＞ 

 
  

あいおいニッセイ同和損保 
あんしんサポートセンター 

［ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）］ 
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重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

契約概要のご説明（団体テニス保険） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して保険商品の内容をご理解いただくための事項をこの「契約概要のご説明」に記載しています。ご加入前に必ずお読み

になり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約

款・特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保

険会社までお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

■「団体テニス保険」は、テニス賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。  
この書面における主な用語について説明します。 
テニス施設 専らテニスの用に供するテニスコ―ト、テニス練習場および更衣室等それらの付属施設をいいます。 

テニスの練習中、 

競技中または指導中 
テニスの練習中、競技中または指導中に伴うテニス施設内での更衣、休憩を含みます。 

１１商商品品のの仕仕組組みみ  

（１）商品の仕組み 

団体テニス保険（注）は、日本国内のテニス施設内において被保険者が行うテニスの練習中、競技中または指導中に発生した偶然

な事故により、他人の身体の障害または財物の損壊について、被保険者が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害

を基本補償とする保険です。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 
（注）団体総合生活補償保険にテニス賠償責任保険特約をセットしています。 

（２）被保険者の範囲 

基本となる補償の被保険者の範囲は次のとおりです。 

①被保険者本人 

②上記①の方が責任無能力者の場合、その方に関する事故については、その方の親権者、その他の法定監督義務者および監督義務者

に代わって責任無能力者を監督する親族（注１） 
（注１）親族とは、６親等内の血族、配偶者（注２）および３親等内の姻族をいいます。 

（注２）配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情（内縁関係）にある方および戸籍上の性別が同一で

あるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

２２基基本本ととななるる補補償償  等等  

（１）保険金をお支払いする場合 

「保険金をお支払いする場合」についての詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確

認ください。 

（２）保険金をお支払いできない主な場合 

保険金をお支払いできない主な場合は次のとおりです。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・

特約）をご確認ください。 

保険金をお支払いできない主な場合 

●保険契約者、被保険者または法定代理人の故意によって発生した損害賠償責任 

●被保険者と同居する親族に対する損害賠償責任 

など 

（３）セットできる特約とその概要 

ご希望によりセットできる主な特約の詳細については、パンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）

ご確認ください。 

（４）保険金額の設定 

お客さまの保険金額については、パンフレット、加入申込票等をご確認ください。 

（５）保険期間 

お客さまの保険期間については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

３３保保険険料料のの決決定定のの仕仕組組みみとと払払込込方方法法等等  

（１）保険料の決定の仕組み 

保険料は、保険金額、保険期間等により決まります。実際に払い込んでいただく保険料は、パンフレット、加入申込票等をご確認

ください。 

（２）保険料の払込方法 

お客さまの保険料の払込方法等については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４満満期期返返れれいい金金・・契契約約者者配配当当金金  

この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。 

５５解解約約とと解解約約返返れれいい金金  

ご契約を解約する場合は、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。なお、解約に際しては、ご加入時

の条件により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還する場合があります。詳細は保険契約者、取扱

代理店または引受保険会社までお問合わせください。  
 

  

  

 

 

重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

注意喚起情報のご説明（団体テニス保険） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して申込人・被保険者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注意喚起情報のご説明」に記

載しています。ご加入前に必ずお読みになり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約

款・特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保

険会社までお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

■「団体テニス保険」は、テニス賠償責任保険特約をセットした団体総合生活補償保険のペットネームです。 

この書面における主な用語は「契約概要のご説明」に記載していますのでご確認ください。  

１１告告知知義義務務（（ごご加加入入時時ににおお申申出出いいたただだくく事事項項））  

（１）申込人または被保険者には、告知義務があります。告知義務とは、ご加入時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のこ

とです。 

（２）告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票に記載された内容のうち、「※」印

がついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と異

なる場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。 

告知事項 

この保険契約で保険金支払の対象となる損害に対して保険金が支払われる他の保険契約等（注）の有無 
（注）タフ・ケガの保険、学生・こども総合保険、タフ・ケガの保険〔積立タイプ〕等をいい、団体契約、生命保険、共済契約を含みます。 

２２ククーーリリンンググオオフフ説説明明書書（（ごご契契約約ののおお申申込込みみのの撤撤回回等等））  

この保険は、ご契約のお申込みの撤回または解除（クーリングオフ）はできません。 

３３複複数数ののごご契契約約ががああるるおお客客ささままへへ  

補償内容が同様の保険契約（この保険契約以外の保険契約にセットされた特約や引受保険会社以外の保険契約を含みます）が他にある

ときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはい

ずれか一方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。補償内容の差異や保険金額等を

確認し、特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 
※１ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居への

変更等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

※２ 補償が重複する可能性のある主な特約は、別紙「お支払いする保険金および費用保険金のご説明」をご確認ください。 

４４傷傷害害死死亡亡保保険険金金受受取取人人（（テテニニスス傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合））  

①被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を定めなかった場合、傷害死亡保険金は、被保険者本人の法定相続人にお支払いします。 

②被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を法定相続人以外の方に定める場合または変更する場合には、必ず被保険者本人の同意を得て

ください。なお、同意のないままご加入された場合、保険契約は無効となります。 

５５通通知知義義務務等等（（ごご加加入入後後ににごご連連絡絡いいたただだくく事事項項））  

加入条件を変更する場合等の事項が発生する場合は、ご契約内容の変更等が必要となります。ただちに取扱代理店または引受保険会社

までご連絡ください。 

６６補補償償のの開開始始・・終終了了時時期期  

（１）補償の開始：始期日の午後４時（保険申込書に異なる時刻が記載されている場合はその時刻） 

（２）補償の終了：満期日の午後４時に終わります。 

７７保保険険金金ををおお支支払払いいででききなないい主主なな場場合合  

「契約概要のご説明」２２基基本本ととななるる補補償償  等等（２）保険金をお支払いできない主な場合をご確認ください。 

８８解解約約とと解解約約返返れれいい金金 

ご契約を解約する場合には、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。 

●ご契約の解約に際しては、ご加入時の条件により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還します。

ただし、解約返れい金は原則として未経過期間分よりも少なくなります。 

●始期日から解約日までの期間に応じて払込みいただくべき保険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合があります。追

加で請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、ご契約を解除することがあります。 

９９被被保保険険者者かかららのの解解約約（（テテニニスス傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合））  

テニス傷害補償特約の被保険者が保険契約者以外の方で、次の①から⑥のいずれかに該当する場合は、その被保険者は、保険契約者に

テニス傷害補償特約の解約を求めることができます。この場合、保険契約者は、引受保険会社に対する通知をもって、テニス傷害補償

特約を解約しなければなりません。 

【【被被保保険険者者がが解解約約をを求求めめるるここととががででききるる場場合合】】  

①テニス傷害補償特約の被保険者となることについての同意をしていなかった場合 

②保険契約者または保険金を受け取るべき方に、次に該当する行為のいずれかがあった場合 

・引受保険会社にテニス傷害補償特約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を発生させ、または発生させようと

した場合 

・この保険契約に基づく保険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとした場合 

③保険契約者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当する場合 

④他の保険契約等との重複により、保険金額等の合計額が著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれ

がある場合 

⑤保険契約者または保険金を受け取るべき方が、上記②から④までの場合と同程度にその被保険者のこれらの方に対する信頼を損
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ない、テニス傷害補償特約の存続を困難とする重大な事由を発生させた場合 

⑥保険契約者と被保険者との間の親族関係の終了などにより、テニス傷害補償特約の被保険者となることについて同意した事情に

著しい変更があった場合 

※１ 上記①に該当する場合は、その被保険者は、引受保険会社に対する通知をもって、テニス傷害補償特約を解約することができます。その際は本人

であることを証明する資料等を提出してください。 

※２ 解約する範囲はその被保険者にかかる部分に限ります。 

1100 保保険険会会社社破破綻綻時時のの取取扱扱いい  

損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入していま

す。この保険は保険契約者が個人、小規模法人（破綻時に常時使用する従業員等の数が 20 人以下の法人をいいます）またはマンション

管理組合（以下、「個人等」といいます）である場合に限り「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場

合でも、保険金、解約返れい金等は 80％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻時から３か月までに発生した事

故による保険金は 100％補償されます。また、保険契約者が個人等以外の保険契約であっても、被保険者が個人等であり、かつ保険料

を負担している場合は、その被保険者にかかる部分については、補償の対象となります。 

1111 個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて  

本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申込みください。 

【【個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて】】  

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社および引

受保険会社グループ会社（海外にあるものを含む）が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の

利用目的の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、

一般社団法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等（いずれも海外にあるものを含む）に提供することがあります。 

ただし、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）については、保険業法施行規則（第 53 条の 10）により、利用目的が

限定されています。 

詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険（株）のホームページ（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）をご覧ください。 
 

＜＜そそのの他他ごご注注意意いいたただだききたたいいこことと＞＞  
■■ごご契契約約内内容容おおよよびび事事故故報報告告内内容容のの確確認認ににつついいてて（（テテニニスス傷傷害害補補償償特特約約ををセセッットトししたた場場合合）） 

損害保険会社等の間では、傷害保険等について不正契約における事故招致の発生を未然に防ぐとともに、保険金の適切かつ迅速・確実なお支払いを

確保するため、契約締結および事故発生の際、同一被保険者または同一事故にかかるご契約の状況や保険金請求の状況について一般社団法人日本損

害保険協会に登録された契約情報等により確認を行っています。確認内容は、上記目的以外には用いません。ご不明の点は、引受保険会社までお問

合わせください。 
※具体的には、損害保険の種類、保険契約者名、被保険者名、保険金額、被保険者同意の有無、取扱損害保険会社等の項目について確認を行っています。  

■■無無効効・・取取消消しし・・失失効効ににつついいてて  
（１）次のいずれかの場合は、この保険契約は無効となります。①は、既に払い込んだ保険料は返還できません。②は、保険料の全額を返還します。 

①保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不法に取得させる目的をもって契約を締結した場合 

②テニス傷害補償特約をセットし、被保険者本人の法定相続人以外の方を傷害死亡保険金受取人とする場合に、保険契約者以外の方を被保険者本

人とする保険契約について、その被保険者本人の同意を得なかった場合 

（２）保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方の詐欺または強迫によって契約を締結した場合は、この保険契約は取消しとなることがあり

ます。この場合、既に払い込んだ保険料は返還できません。 

（３）被保険者が死亡（注）した場合は、この保険契約は失効となります。この場合、既に払い込んだ保険料は普通保険約款・特約に定める規定により

返還します。詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 
（注）テニス傷害補償特約の傷害死亡保険金をお支払いするケガにより被保険者が死亡した場合は、その特約部分の保険料は返還できません。 

■■重重大大事事由由にによよるる解解除除  
次のことがある場合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。 

①保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、引受保険会社に保険金を支払わせることを目的として損害等を発生させ、または発生

させようとしたこと。 

②被保険者または保険金を受け取るべき方が保険金の請求について詐欺を行い、または行おうとしたこと。 

③保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者、その他の反社会的勢力に該当すると認められたこと。 

④複数の保険契約に加入することで被保険者の保険金額等の合計額が著しく過大となる場合 

⑤上記のほか、①～④と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、保険契約の存続を困難とする重大な事由を発生させたこと。 

■■事事故故がが起起ここっったた場場合合  

１１事事故故がが起起ここっったた場場合合  

（１）事故が起こった場合、遅滞なく（テニス傷害補償特約をセットした契約でケガに関する事故が発生した場合は 30 日以内に）取扱代理店または

引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない場合、それによって引受保険会社が被った損害の額を差し引いて保険金をお支払いすること

があります。 

（２）この保険契約と補償が重複する他の保険契約等がある場合には、事故のご連絡の際にお申出ください。 

（３）賠償事故・被害事故に関わる示談交渉・弁護士への法律相談・損害賠償請求権の委任等は、必ず引受保険会社とご相談のうえ、おすすめくだ

さい。 

＜示談交渉サービス＞ 

日本国内において発生したテニス賠償責任保険特約の対象となる賠償事故について被保険者のお申出があり、かつ被保険者の同意が得られ

れば、引受保険会社は原則として被保険者のために示談交渉をお引受けします。また、日本国内において発生したテニス賠償責任保険特約

の対象となる賠償事故で保険金が支払われる場合、被害者が保険金相当の損害賠償額を引受保険会社へ直接請求することもできます。 

＜示談交渉を行うことができない主な場合＞ 

・１回の事故につき、被保険者が負担する法律上の損害賠償責任の額がテニス賠償責任保険特約で定める保険金額を明らかに超える場合 

・相手の方が引受保険会社との交渉に同意しない場合 

・相手の方との交渉に際し、正当な理由なく被保険者が引受保険会社への協力を拒んだ場合 

・被保険者に対する損害賠償請求に関する訴訟が日本国外の裁判所に提起された場合 

（４）テニス用品補償特約をセットした場合で、テニス用品が盗難事故にあった場合は、遅滞なく警察に届け出てください。 

（５）補償が重複する他の保険契約等がある場合、発生した損害に対して既に支払われた保険金の有無によって、引受保険会社がお支払いする保険

金の額が異なります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

＜引受保険会社がお支払いする保険金の額＞（注１） 

①他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合は、支払責任額（注２）をお支払いします。 

 

②他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合は、支払責任額（注２）を限度に、実際の損害の額から他の保険契約等から支払われ

た保険金または共済金の合計額を差し引いた額をお支払いします。 
（注１）お支払いする保険金の額は､補償の内容や他の保険契約等の保険金の支払条件によっては、上記と異なる場合があります。 

（注２）支払責任額とは、他の保険契約等がないものとして算出した支払うべき保険金または共済金の額をいいます。  

２２保保険険金金のの支支払払請請求求時時にに必必要要ととななるる書書類類等等  

被保険者または保険金を受け取るべき方は、＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞のうち引受保険会社が求める書類を提出する必要があります。なお、必

要に応じて＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞以外の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。 

３３保保険険金金ののおお支支払払時時期期  

引受保険会社は被保険者または保険金を受け取るべき方より保険金請求書類の提出を受けた後その日を含めて30日以内に、保険金をお支払いする

ために必要となる事項の確認を終えて、保険金をお支払いします。ただし、特別な照会または調査が必要な場合には、引受保険会社は普通保険約

款・特約に定める期日までに保険金をお支払いします。詳細は、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４保保険険金金のの代代理理請請求求  

被保険者に保険金を請求できない次のような事情がある場合に、下記【被保険者の代理人となりうる方】が被保険者の代理人として保険金を請求

することができる制度（「代理請求制度」といいます）があります（被保険者に法定代理人がいる場合や第三者に保険金の請求を委任している場

合は、この制度は利用できません）。 

●保険金等の請求を行う意思表示が困難であると引受保険会社が認めた場合 

●引受保険会社が認める傷病名等の告知を受けていない場合 など 

【【被被保保険険者者のの代代理理人人ととななりりううるる方方】】  

①被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 

②上記①の方がいない場合や、上記①の方が保険金を請求できない事情がある場合には、その被保険者と同居または生計を共にする３親等内の

親族 

③上記①および②の方がいない場合や、上記①および②の方に保険金を請求できない事情がある場合には、上記①以外の配偶者（注）または上

記②以外の３親等内の親族 
（注）法律上の配偶者に限ります。 

万一、被保険者が保険金を請求できない場合に備えて、上記に該当する方々にご契約の存在や代理請求制度の概要等をお知らせくださるようお願

いします。被保険者の代理人からの保険金の請求に対して引受保険会社が保険金をお支払いした後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、

引受保険会社は保険金をお支払いできません。  

５５保保険険金金請請求求権権のの時時効効  

保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。保険金請求権が発生する時期等、詳細はご契約のしおり（普通保険約款・

特約）をご確認ください。  

６６先先取取特特権権  

損害賠償請求権者は、損害賠償金にかかわる被保険者の保険金請求権について保険法に基づく先取特権（他の債権者よりも優先して弁済を受ける

権利）を有します。また、原則としてこれらの保険金請求権の譲渡・質権設定・差押えはできません。 

＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞  

（（１１））保保険険金金請請求求書書（（個個人人情情報報のの取取扱扱いいにに関関すするる同同意意をを含含みみまますす））  

（（２２））引引受受保保険険会会社社のの定定めめるる損損害害（（事事故故））状状況況報報告告書書  

  
事故日時、発生場所、事故状況、事故原因等を申告する書類をいいます。また、損害（事故）状況を確認するためにこの報告書のほか、（４）①、③、（５）①、

③、（６）①、③または（７）①、③に掲げる書類も必要な場合があります。 

（（３３））保保険険金金のの請請求求権権ををももつつここととのの確確認認書書類類  

 
書類 

の例 

・印鑑証明、資格証明書 ・委任状 ・戸籍謄本 

・家族関係の証明書類（住民票、健康保険証） など 

（（４４））損損害害賠賠償償責責任任にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  

①①賠賠償償事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例 

・公的機関が発行する証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・事故原因、発生場所、被害状況の見解書、写真 など 

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例 

・示談書またはこれに代わるべき書類 ・修理見積書、請求明細書、領収書 

・休業損害確認資料（休業損害証明書、源泉徴収票、所得証明書、確定申告書） 

・交通費･諸費用の明細書 ・購入時の領収書、保証書、仕様書 ・図面（配置図、建物図面） 

・引受保険会社の定める診断書、診療報酬明細書、後遺障害診断書、施術証明書兼施術費明細書 

・レントゲンなどの検査資料 ・死亡診断書、死体検案書 ・葬儀費明細書、領収書 

・その他の支出した費用の額を示す書類 

・受領している年金額を示す資料 ・労災からの支給額を示す資料 など 

 

③③そそのの他他のの書書類類  

書類 

の例 

・先取特権に関わる書類（被害者への賠償金の支払いを証明する書類、被害者承諾を証明する書類） 

・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など 

（（５５））傷傷害害（（ケケガガ））にに関関すするる保保険険金金のの支支払払いいをを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  

①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例  
・交通事故証明書またはこれに代わる書類 ・医師の診断書 

・死亡診断書 ・後遺障害診断書 ・戸籍謄本 など  

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例  
・医師の診断書  ・死亡診断書  ・後遺障害診断書 

・領収書 など 

③③そそのの他他のの書書類類  

書類 

の例  
・運転資格を証明する書類（免許証など） 

・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など  

（（６６））用用品品にに関関すするる保保険険金金のの支支払払いいをを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  

①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例  
・公的機関等の事故証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・盗難届出証明書 ・被害品の写真 など  

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例  
・修理見積書、損害明細書、請求明細書、領収書 ・損害内容申告書 

・被害品の価格証明書（購入時の領収書、保証書、仕様書） など  

③③そそのの他他のの書書類類  
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書類 

の例  
・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など  

（（７７））そそのの他他費費用用にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

 

①①事事故故のの発発生生をを証証明明すするる書書類類  

書類 

の例 

・公的機関の事故証明書（罹災証明書、事故証明書）またはこれに代わる書類 

・事故原因、発生場所、損害状況の見解書 など 

②②保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

書類 

の例 

・損害防止費用の明細書 

・支出した費用がある場合はその費用を示す書類（領収書、請求書） など 

③③そそのの他他のの書書類類  
書類 

の例 
・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など 

  
 

＜＜ごご加加入入いいたただだくく内内容容にに関関すするる確確認認事事項項（（ごご意意向向のの確確認認））＞＞  
この保険商品およびご契約プランは、引受保険会社で把握したお客さま情報およびご意向に基づき提案させていただいております。加入申込票にご記入

の内容が、最終的にお客さまのご意向に沿った内容であるか再度ご確認、ご了解のうえご加入ください。また、払い込む保険料が正しいものとなるよう

保険料算出に関わる事項などについてもご確認ください。その結果、修正すべき点があった場合は、加入内容を訂正させていただきます。なお、ご不明

な点などございましたら保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までご連絡くださいますようお願い申し上げます。 

●今回お申込みの保険についてご確認をお願いいたします。 

１．被保険者に関する「氏名」「生年月日」「性別」について、すべて正しい内容となっていることをご確認ください。 

２．「他の保険契約等」について、正しい内容となっていることをご確認ください。 

３．下記項目について、お客さまのご意向どおりとなっていることをご確認ください。 

①補償の内容（お支払いする保険金、保険金をお支払いする場合、保険金をお支払いできない主な場合など） 

②保険金額（支払限度額）（型やパターンなど） 

③被保険者の範囲 
※保険期間、保険料に関する事項および契約者配当金制度の有無については「契約概要のご説明」に記載のとおりの設定であることをご確認ください。 

４．補償が重複する可能性のある他のご契約の有無をご確認いただき、ご加入の要否をご確認ください。 

●現在ご加入のご契約（満期を迎えるご契約）にご不明な点がある場合には、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。 

 
お問合わせ窓口 

 

保保険険商商品品・・契契約約内内容容にに関関すするるおお問問合合わわせせ 

【取扱代理店】 株式会社ツツミ保険事務所 

【電話番号】 ０４７－４６３－２９１４  ※おかけ間違いにご注意ください。 
 

引引受受保保険険会会社社のの連連絡絡・・相相談談・・苦苦情情窓窓口口 

引引受受保保険険会会社社へへののごご相相談談・・苦苦情情ががああるる場場合合  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

0120-101-060（（無無料料）） 
●受付時間 平日 9：00～17：00 
●土・日・祝日および年末年始は休業させていただきます。 
●ご加入の団体名（会社・官公庁・学校・組合・会等）をお知らせください。「加入者証」等を

お持ちの場合、お手元にご用意ください。 
●一部のご用件は営業店等からのご対応となります。  

遅滞なくご加入の取扱代理店または下記にご連絡ください。 

0120-985-024（（無無料料）） 
●受付時間 24 時間 365 日 

●おかけ間違いにご注意ください。 

●ＩＰ電話からは 0276-90-8852（有料）におかけください。 

 
指指定定紛紛争争解解決決機機関関  

引引受受保保険険会会社社ととのの間間でで問問題題をを解解決決ででききなないい場場合合  
引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を締結しています。 
引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行うことができます。 

一般社団法人 日本損害保険協会そんぽＡＤＲセンター 

0570-022-808  
●受付時間［平日 9:15～17:00（土・日・祝日および年末年始を除きます）］ 

●携帯電話からも利用できます。ＩＰ電話からは 03-4332-5241 におかけください。  
●おかけ間違いにご注意ください。 
●詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。 

（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）  
   

 
＜引受保険会社＞ 

 
  

あいおいニッセイ同和損保 
あんしんサポートセンター 

［ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）］ 

  

  

重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

契約概要のご説明（傷害補償(標準型)特約セット団体総合生活補償保険） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して保険商品の内容をご理解いただくための事項をこの「契約概要のご説明」に記載しています。ご加入前に必ずお読みにな

り、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細はパンフレット、ご契約のしおり（普通保険約款・

特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社ま

でお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

１１商商品品のの仕仕組組みみ  

（１）商品の仕組み 

団体総合生活補償保険は、被保険者が傷害（以下「ケガ」といいます）を被った場合などを補償する保険です。詳細はパンフレット等の該

当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

基本となる補償 

補償の種類 補償の概要 基本となる補償の特約 

ケガの補償 
被保険者が急激かつ偶然な外来の事故によってケガを被った場合に保険金をお支払い

します。 
傷害補償(標準型)特約 

（２）被保険者の範囲 

①ご契約内容により被保険者となれる方が限定されている場合があります。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普

通保険約款・特約）をご確認ください。 

②基本となる補償の被保険者の範囲は、次のとおりです。また、家族構成は、保険金支払事由発生時のものをいいます。 

【○○：補償の対象／××：補償対象外】 

型 
被保険者の範囲 

本人 配偶者（注１） 同居の親族（注２）・別居の未婚（注３）の子 

本人型 ○○  ××  ××  
（注１）配偶者とは、婚姻の相手方をいい、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情（内縁関係）にある方および戸籍上の性別が同一

であるが婚姻関係と異ならない程度の実質を備える状態にある方を含みます。 

（注２）親族とは、６親等内の血族および３親等内の姻族をいいます。 

（注３）未婚とは、これまでに婚姻歴がないことをいいます。 

③次の特約の被保険者は上記②の被保険者の範囲に関わらず以下のとおりです。 【○○：補償の対象／××：補償対象外】 

特約 

被保険者の範囲 

本人 配偶者 
本人またはその配偶者の同居の親族・ 

別居の未婚の子 

日常生活賠償特約 ○○（注） ○○（注） ○○（注） 
（注）被保険者が責任無能力者の場合、その方に関する事故については、その方の親権者、その他の法定監督義務者および監督義務者に代わって責任

無能力者を監督する親族を被保険者とします。 

④上記以外でも特約により被保険者の範囲が決まっているものがあります。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普

通保険約款・特約）をご確認ください。 

２２基基本本ととななるる補補償償  等等  

（１）保険金をお支払いする場合 

「保険金をお支払いする場合」についての詳細は、パンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認

ください。 

（２）保険金をお支払いできない主な場合 

基本となる補償の保険金をお支払いできない主な場合は次のとおりです。また、セットする特約によりお支払いできない主な場合が異

なります。詳細はパンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 
補償の種類 保険金をお支払いできない主な場合 

ケガの補償 

●脳疾患、病気、心神喪失によるケガ 

●自動車等（注１）の無資格運転中、酒気帯び運転中、麻薬等を使用しての運転中のケガ 

●むちうち症・腰痛等で医学的他覚所見のないもの（注２） 

●細菌性食中毒・ウイルス性食中毒 

●地震、噴火またはこれらによる津波によるケガ                          など 

（注１）「保険金をお支払いできない主な場合」において、自動車等とは、自動車または原動機付自転車をいいます。 

（注２）被保険者が自覚症状を訴えている場合であっても、脳波所見、理学的検査、神経学的検査、臨床検査、画像検査、眼科・耳鼻科検査等によりそ

の根拠を客観的に証明することができないものをいいます。 

（３）セットできる主な特約とその概要 

ご希望によりセットできる主な特約の詳細は、パンフレット等の該当箇所またはご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認くだ

さい。 

（４）保険金額の設定 

保険金額の設定については、次の点にご注意ください。また、お客さまの保険金額は、パンフレット、加入申込票等をご確認ください。 

・保険金額・日額は、被保険者の年令・収入などに照らして適正な額となるように設定してください。 

（５）保険期間 

お客さまの保険期間については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

３３保保険険料料のの決決定定のの仕仕組組みみとと払払込込方方法法等等  

（１）保険料の決定の仕組み 

保険料は、保険金額、保険期間および職業・職務等により決まります。実際に払い込んでいただく保険料は、パンフレット、加入申込

票等をご確認ください。 
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（２）保険料の払込方法 

お客さまの保険料の払込方法等については、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４満満期期返返れれいい金金・・契契約約者者配配当当金金  

この保険には満期返れい金・契約者配当金はありません。 

５５解解約約とと解解約約返返れれいい金金  

ご契約を解約する場合は、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。なお、解約に際しては、ご加入時の条

件により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還する場合があります。詳細は保険契約者、取扱代理店ま

たは引受保険会社までお問合わせください。 
 

重重要要事事項項ののごご説説明明  
  

注意喚起情報のご説明（傷害補償(標準型)特約セット団体総合生活補償保険） 2019 年 10 月 
 

■ご加入に際して申込人・被保険者にとって不利益になる事項等、特にご注意いただきたい事項をこの「注意喚起情報のご説明」に記載し

ています。ご加入前に必ずお読みになり、お申込みくださいますようお願いします。 

■この書面は、ご契約に関するすべての内容を記載しているものではありません。詳細は、パンフレット、ご契約のしおり（普通保険約款・

特約）または保険証券（注）などをご確認ください。また、ご不明な点につきましては、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社ま

でお問合わせください。 
（注）ご契約のしおり（普通保険約款・特約）、保険証券は保険契約者に交付されます。 

■申込人と被保険者が異なる場合は、被保険者の方にもこの書面の内容をお伝えくださいますようお願いします。 

１１告告知知義義務務（（ごご加加入入時時ににおお申申出出いいたただだくく事事項項））  

（１）申込人または被保険者には、告知義務があります。告知義務とは、ご加入時に告知事項について、事実を正確に知らせる義務のことで

す。 

（２）告知事項とは、危険に関する重要な事項として引受保険会社が告知を求めるもので、加入申込票に記載された内容のうち、「※」印が

ついている項目のことです。この項目について故意または重大な過失によって、告知がなかった場合や告知した事項が事実と異なる場

合には、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります（注）。加入申込票の記載内容を必ずご確認ください。 
（注）次において、②に該当したときは、ご契約を解除することがあります。 

告知事項 

①被保険者の職業・職務（注１） 

②同じ被保険者について身体のケガに対して保険金が支払われる他の保険契約等（注２）の有無 
（注１）職種級別は、保険料の算出や保険金のお支払いに際し、極めて重要な項目です。お申込みの際には改めてご確認ください。 

●傷害補償（標準型）特約の職種級別表  

級別 職業例 

Ａ ●下記Ｂ以外の職業従事者 ●主婦・学生・無職者 等 

Ｂ 
●農林業作業者 ●採鉱・採石作業者 ●木・竹・草・つる製品製造作業者 ●漁業作業者 ●自動車運転者（助手を含む） 

●建設作業者 

（注２）タフ・ケガの保険、学生・こども総合保険、タフ・ケガの保険〔積立タイプ〕等をいい、団体契約、生命保険、共済契約を含みます。 
  

２２ククーーリリンンググオオフフ説説明明書書（（ごご契契約約ののおお申申込込みみのの撤撤回回等等））  

この保険は、ご契約のお申込みの撤回または解除（クーリングオフ）はできません。 

３３複複数数ののごご契契約約ががああるるおお客客ささままへへ  

補償内容が同様の保険契約（団体総合生活補償保険契約以外の保険契約にセットされた特約や引受保険会社以外の保険契約を含みます）が

他にあるときは、補償が重複することがあります。 

補償が重複すると、補償対象となる事故による損害については、いずれの保険契約からでも補償されますが、損害の額等によってはいずれ

か一方の保険契約からは保険金が支払われない場合があり、保険料が無駄になることがあります。補償内容の差異や保険金額等を確認し、

特約の要否を判断のうえ、ご加入ください。 
※１ 複数あるご契約のうち、これらの特約を１つのご契約のみにセットしている場合、ご契約を解約したときや、家族状況の変化（同居から別居への変更

等）により被保険者が補償の対象外になったとき等は、特約の補償がなくなることがありますのでご注意ください。 

※２ 補償が重複する可能性のある主な特約は、別紙「お支払いする保険金および費用保険金のご説明」をご確認ください。 

４４傷傷害害死死亡亡保保険険金金受受取取人人  

（１）被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を定めなかった場合、傷害死亡保険金は、被保険者本人の法定相続人にお支払いします。 

（２）被保険者本人の傷害死亡保険金受取人を法定相続人以外の方に定める場合または変更する場合には、必ず被保険者本人の同意を得てく

ださい。なお、同意のないままご契約された場合、保険契約は無効となります。 

５５現現在在ののごご契契約約のの解解約約・・減減額額をを前前提提ととししたた新新たたななごご契契約約  

現在のご契約について解約、減額などをする場合の不利益事項 

多くの場合、現在のご契約の解約返れい金は払込み保険料の合計額よりも少ない金額となります。 

６６通通知知義義務務等等（（ごご加加入入後後ににごご連連絡絡いいたただだくく事事項項））  

（１）ご加入後、次の事項が発生した場合は、遅滞なく取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。 

ご連絡がない場合、ご契約を解除し、保険金をお支払いできないことがありますので、十分ご注意ください。 

通知事項 

被保険者本人の職業・職務を変更した場合 

（２）被保険者本人が職業・職務を変更した場合で、次の「職業・職務」に変更した場合、保険期間の中途であってもご契約を解除すること

があります。 

プロボクサー、プロレスラー、ローラーゲーム選手（レフリーを含みます）、力士、その他これらと同程度の危険な職業 

（３）次の事項が発生した場合は、ご契約内容の変更等が必要となります。ただちに取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。 

特約の追加など、契約条件を変更する場合 

７７補補償償のの開開始始・・終終了了時時期期  

（１）補償の開始：始期日の午後４時（保険申込書に異なる時刻が記載されている場合はその時刻） 

（２）補償の終了：満期日の午後４時に終わります。 

 

８８保保険険金金ををおお支支払払いいででききなないい主主なな場場合合  

「契約概要のご説明」２２  基基本本ととななるる補補償償  等等（２）保険金をお支払いできない主な場合をご確認ください。  

９９解解約約とと解解約約返返れれいい金金 

ご契約を解約する場合には、保険契約者を通じ、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。 

●ご契約の解約に際しては、ご加入時の条件により、保険期間のうち未経過であった期間の保険料を解約返れい金として返還します。ただ

し、解約返れい金は原則として未経過期間分よりも少なくなります。 

●始期日から解約日までの期間に応じて払込みいただくべき保険料の払込状況により、追加の保険料をご請求する場合があります。追加で

請求したにもかかわらず、その払込みがない場合は、ご契約を解除することがあります。 

1100 被被保保険険者者かかららのの解解約約  

被保険者が保険契約者以外の方で、次の①から⑥のいずれかに該当する場合は、その被保険者は、保険契約者にご契約の解約を求めること

ができます。この場合、保険契約者は、引受保険会社に対する通知をもって、ご契約を解約しなければなりません。 

【【被被保保険険者者がが解解約約をを求求めめるるここととががででききるる場場合合】】  

①この保険契約の被保険者となることについての同意をしていなかった場合 

②保険契約者または保険金を受け取るべき方に、次に該当する行為のいずれかがあった場合 

・引受保険会社にこの保険契約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害等を発生させ、または発生させようとした場合 

・この保険契約に基づく保険金の請求について、詐欺を行い、または行おうとした場合 

③保険契約者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当する場合 

④他の保険契約等との重複により、保険金額等の合計額が著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれが

ある場合 

⑤保険契約者または保険金を受け取るべき方が、上記②から④までの場合と同程度にその被保険者のこれらの方に対する信頼を損な

い、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を発生させた場合 

⑥保険契約者と被保険者との間の親族関係の終了などにより、この保険契約の被保険者となることについて同意した事情に著しい変

更があった場合 
※１ 上記①に該当する場合は、その被保険者は、引受保険会社に対する通知をもって、保険契約を解約することができます。その際は本人であることを証

明する資料等を提出してください。 

※２ 解約する範囲はその被保険者にかかる部分に限ります。 

1111 保保険険会会社社破破綻綻時時のの取取扱扱いい  

損害保険会社が経営破綻した場合に保険契約者等を保護する目的で、「損害保険契約者保護機構」があり、引受保険会社も加入しています。

この保険は「損害保険契約者保護機構」の補償対象であり、損害保険会社が破綻した場合でも、保険金、解約返れい金等はケガの補償につ

いては80％まで補償されます。ただし、破綻前に発生した事故および破綻前から３か月までに発生した事故による保険金は100％補償され

ます。 
※ケガの補償以外の保険金、解約返れい金等の補償割合は、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

1122 個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて  

本保険契約に関する個人情報について、引受保険会社が次の取扱いを行うことに同意のうえお申込みください。 

【【個個人人情情報報のの取取扱扱いいににつついいてて】】  

本保険契約に関する個人情報は、引受保険会社が保険引受の審査、本保険契約の履行のために利用するほか、引受保険会社および引受保

険会社グループ会社（海外にあるものを含む）が他の商品・サービスのご案内のために利用することがあります。また、上記の利用目的

の達成に必要な範囲内で、業務委託先（保険代理店を含む）、保険仲立人、医療機関、保険金の請求・支払いに関する関係先、一般社団

法人日本損害保険協会、他の損害保険会社、再保険会社等（いずれも海外にあるものを含む）に提供することがあります。 

ただし、保健医療等の特別な非公開情報（センシティブ情報）については、保険業法施行規則（第 53 条の 10）により、利用目的が限定

されています。 

詳細については、あいおいニッセイ同和損害保険（株）のホームページ（https://www.aioinissaydowa.co.jp/）をご覧ください。 

  

＜＜そそのの他他ごご注注意意いいたただだききたたいいこことと＞＞  
■■ごご契契約約内内容容おおよよびび事事故故報報告告内内容容のの確確認認ににつついいてて 

損害保険会社等の間では、傷害保険等について不正契約における事故招致の発生を未然に防ぐとともに、保険金の適切かつ迅速・確実なお支払いを確保

するため、契約締結および事故発生の際、同一被保険者または同一事故にかかるご契約の状況や保険金請求の状況について一般社団法人日本損害保険協

会に登録された契約情報等により確認を行っています。確認内容は、上記目的以外には用いません。ご不明の点は、引受保険会社までお問合わせくださ

い。 
※具体的には、損害保険の種類、保険契約者名、被保険者名、保険金額、被保険者同意の有無、取扱損害保険会社等の項目について確認を行っています。  

■■無無効効・・取取消消しし・・失失効効ににつついいてて  
（１）次のいずれかの場合は、この保険契約は無効となります。①は、既に払い込んだ保険料は返還できません。②は、保険料の全額を返還します。 

①保険契約者が、保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不法に取得させる目的をもって契約を締結した場合 

②被保険者本人の法定相続人以外の方を傷害死亡保険金受取人とする場合に、保険契約者以外の方を被保険者本人とする保険契約について、その被保

険者本人の同意を得なかった場合 

（２）保険契約者、被保険者または保険金受取人の詐欺または強迫によって契約を締結した場合は、この保険契約は取消しとなることがあります。この場

合、既に払い込んだ保険料は返還できません。 

（３）次の場合は、この保険契約は失効となります。この場合、既に払い込んだ保険料は普通保険約款・特約に定める規定により返還します。詳細は取扱

代理店または引受保険会社までお問合わせください。（注１） 

・被保険者が死亡（注２）したとき 
（注１）上記以外にも保険金をお支払いした場合等に失効となる特約があります。詳細は、取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

（注２）傷害死亡保険金をお支払いするケガにより被保険者が死亡した場合は、傷害保険金部分の保険料は返還できません。  

■■重重大大事事由由にによよるる解解除除  
次のことがある場合には、ご契約または特約を解除し、保険金をお支払いできないことがあります。 

①保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、引受保険会社に保険金を支払わせることを目的としてケガ・損害または事故等を発生させ、

または発生させようとしたこと。 

②被保険者または保険金を受け取るべき方が保険金の請求について詐欺を行い、または行おうとしたこと。 

③保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき方が、暴力団関係者、その他の反社会的勢力に該当すると認められたこと。 

④複数の保険契約に加入することで被保険者の保険金額等の合計額が著しく過大となる場合 
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⑤上記のほか、①～④と同程度に引受保険会社の信頼を損ない、保険契約の存続を困難とする重大な事由を発生させたこと。 

■■請請求求権権等等のの代代位位ににつついいてて  
所得補償保険金等について、損害が発生したことにより被保険者が損害賠償請求権その他の債権（注）を取得した場合に、引受保険会社がその損害に対

して保険金をお支払いしたときは、その債権は引受保険会社に移転します。ただし、移転するのは、次の額を限度とします。 

（１）引受保険会社が損害の額の全額を保険金としてお支払いした場合：被保険者が取得した債権の全額 

（２）上記（１）以外の場合：被保険者が取得した債権の額から、保険金をお支払いしていない損害の額を差し引いた額 
（注）共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償権を含みます。 

※１ 所得補償保険金のお支払いの前に、被保険者が第三者から損害賠償を受け、その損害賠償に所得補償保険金に相当する額が含まれている場合は、引受保険会社はその額

を差し引いた損失の額に対して所得補償保険金をお支払いします。 

※２ 上記以外の保険金についても請求権等の代位に関して規定されている場合があります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

■■  事事故故がが起起ここっったた場場合合  
１１  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

（１）事故が起こった場合、30日以内に取扱代理店または引受保険会社までご連絡ください。ご連絡がない場合、それによって引受保険会社が被った損

害の額を差し引いて保険金をお支払いすることがあります。 

（２）他の保険契約等がある場合には、事故のご連絡の際にお申出ください。 

（３）賠償責任・法律相談費用・弁護士費用等を補償する特約の場合、賠償事故・被害事故に関わる示談交渉・弁護士への法律相談・損害賠償請求権の

委任等は、必ず引受保険会社とご相談のうえ、おすすめください。 

＜示談交渉サービス＞ 

日本国内において発生した日常生活賠償特約の対象となる賠償事故について被保険者のお申出があり、かつ被保険者の同意が得られれば、引受

保険会社は原則として被保険者のために示談交渉をお引受けします。また、日本国内において発生した日常生活賠償特約の対象となる賠償事故

で保険金が支払われる場合、被害者が保険金相当の損害賠償額を引受保険会社へ直接請求することもできます。 

＜示談交渉を行うことができない主な場合＞ 

・１回の事故につき、被保険者が負担する法律上の損害賠償責任の額が日常生活賠償特約で定める保険金額を明らかに超える場合 

・相手の方が引受保険会社との交渉に同意しない場合 

・相手の方との交渉に際し、正当な理由なく被保険者が引受保険会社への協力を拒んだ場合 

・被保険者に対する損害賠償請求に関する訴訟が日本国外の裁判所に提起された場合 

（４）携行品を補償する特約の場合、対象となる盗難事故が発生したときは、遅滞なく警察に届け出てください。 

（５）被保険者が実際に被った損害などを補償する特約については、補償が重複する他の保険契約等がある場合、発生した損害に対して既に支払われた

保険金の有無によって、引受保険会社がお支払いする保険金の額が異なります。詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）をご確認ください。 

＜引受保険会社がお支払いする保険金の額＞（注１） 

①他の保険契約等から保険金または共済金が支払われていない場合は、支払責任額（注２）をお支払いします。 

②他の保険契約等から保険金または共済金が支払われた場合は、支払責任額（注２）を限度に、実際の損害の額から他の保険契約等から支払われた保

険金または共済金の合計額を差し引いた額をお支払いします。 

（注１）お支払いする保険金の額は､補償の内容や他の保険契約等の保険金の支払条件によっては、上記と異なる場合があります。 

（注２）支払責任額とは、他の保険契約等がないものとして算出した支払うべき保険金または共済金の額をいいます。 

２２  保保険険金金のの支支払払請請求求時時にに必必要要ととななるる書書類類等等  

被保険者または保険金を受け取るべき方は、＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞のうち引受保険会社が求める書類を提出する必要があります。なお、必要に

応じて＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞以外の書類のご提出をお願いする場合がありますので、ご了承ください。 

３３  保保険険金金ののおお支支払払時時期期  

引受保険会社は被保険者または保険金を受け取るべき方より保険金請求書類の提出を受けた後その日を含めて30日以内に、保険金をお支払いするため

に必要となる事項の確認を終えて、保険金をお支払いします。ただし、特別な照会または調査が必要な場合には、引受保険会社は普通保険約款・特約

に定める期日までに保険金をお支払いします。詳細は取扱代理店または引受保険会社までお問合わせください。 

４４４  保保険険金金のの代代理理請請求求  

被保険者に保険金を請求できない次のような事情がある場合に、下記【被保険者の代理人となりうる方】が被保険者の代理人として保険金を請求する

ことができる制度（「代理請求制度」といいます）があります（被保険者に法定代理人がいる場合や第三者に保険金の請求を委任している場合は、こ

の制度は利用できません）。 

●保険金等の請求を行う意思表示が困難であると引受保険会社が認めた場合 

●引受保険会社が認める傷病名等の告知を受けていない場合 など 

【【被被保保険険者者のの代代理理人人ととななりりううるる方方】】  

①被保険者と同居または生計を共にする配偶者（注） 

②上記①の方がいない場合や、上記①の方が保険金を請求できない事情がある場合には、その被保険者と同居または生計を共にする３親等内の親

族 

③上記①および②の方がいない場合や、上記①および②の方に保険金を請求できない事情がある場合には、上記①以外の配偶者（注）または上記

②以外の３親等内の親族 
（注）法律上の配偶者に限ります。 

万一、被保険者が保険金を請求できない場合に備えて、上記に該当する方々にご契約の存在や代理請求制度の概要等をお知らせくださるようお願いし

ます。被保険者の代理人からの保険金の請求に対して引受保険会社が保険金をお支払いした後に、重複して保険金の請求を受けたとしても、引受保険

会社は保険金をお支払いできません。  

５５  保保険険金金請請求求権権のの時時効効  

保険金請求権については時効（３年）がありますのでご注意ください。保険金請求権が発生する時期等、詳細はご契約のしおり（普通保険約款・特約）

をご確認ください。 

＜＜別別表表「「保保険険金金請請求求書書類類」」＞＞  
（（１１））  保保険険金金請請求求書書（（個個人人情情報報のの取取扱扱いいにに関関すするる同同意意をを含含みみまますす））  

（（２２））  引引受受保保険険会会社社のの定定めめるる傷傷害害（（疾疾病病・・損損害害ななどど））状状況況報報告告書書  

※事故日時、発生場所、原因等を申告する書類をいいます。また、事故状況を確認するためにこの報告書の他、(5)～(7)に掲げる書類も必要な場合があります。 

（（３３））  被被保保険険者者ででああるるここととをを確確認認すするる書書類類  

  書類の例 ・家族関係の証明書類（住民票、戸籍謄本） など 

（（４４））  保保険険金金のの請請求求権権ををももつつここととのの確確認認書書類類  

  
書類の例 

・印鑑証明書、資格証明書  ・戸籍謄本  ・委任状  ・未成年者用念書 

【質権が設定されている場合】・質権者への支払確認書  ・保険金直接支払指図書  ・債務額現在高通知書 など 

（（５５））  ケケガガにに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  ①①  保保険険事事故故のの発発生生をを示示すす書書類類  

   書類の例 ・公的機関が発行する証明書（事故証明書など）  ・死亡診断書または死体検案書 など 

  ②②  保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

   書類の例 ・引受保険会社の定める診断書  ・領収書  ・後遺障害診断書  ・レントゲン等の検査資料 など 

  ③③  そそのの他他のの書書類類  

 

   
書類の例 

・運転資格を証する書類（免許証など） 

・調査同意書（引受保険会社がケガの状況や程度などの調査を行うために必要な同意書） など 

（（６６））  損損害害賠賠償償責責任任にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

  ①①  保保険険事事故故のの発発生生をを示示すす書書類類  

     

書類の例 

・公的機関が発行する証明書（罹災証明書・事故証明書）またはこれに代わるべき書類（被害届出受理番号を記入した書

類）  ・賃貸借契約書、マンション管理規約、居住者名簿  ・預かり伝票など受託物であることの確認資料 

・事故原因、発生場所、被害状況の見解書、写真 など 

    ②②  保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

   

書類の例 

・修理見積書、請求明細書、領収書  ・損害賠償内容申告書  ・示談書またはこれに代わるべき書類 

・休業損害確認資料（休業損害証明書、源泉徴収票、所得証明書、確定申告書） 

・交通費、諸費用の明細書  ・購入時の領収書、保証書、仕様書  ・図面（配置図、建物図面） 

・引受保険会社の定める診断書、診療報酬明細書、後遺障害診断書、施術証明書兼施術費明細書 

・レントゲンなどの検査資料  ・死亡診断書または死体検案書  ・葬儀費明細書、領収書 

・その他の費用の支出を示す書類  ・受領している年金額の確認資料  ・労災からの支給額の確認資料 など 

  ③③  そそのの他他のの書書類類  

   
書類の例  

・権利移転書  ・先取特権に関わる書類（被害者への賠償金のお支払いを証明する書類、被害者承諾を証明する書類） 

・調査同意書（引受保険会社が事故または被害の調査を行うために必要な同意書） など 

（（７７））  そそのの他他費費用用にに関関すするる保保険険金金をを請請求求すするる場場合合にに必必要要ととななるる書書類類  

 ①①  保保険険事事故故のの発発生生をを示示すす書書類類  

  
書類の例 

・公的機関が発行する証明書（事故証明書、盗難届証明書など） ・ホールインワン・アルバトロス証明書 

・扶養者などの戸籍謄本  ・損害物の写真 など 

 ②②  保保険険金金支支払払額額のの算算出出にに必必要要なな書書類類  

  書類の例 ・被害品の価格を証明する書類  ・修理見積書  ・領収書 など 

 ③③  そそのの他他のの書書類類  

  
書類の例 

・他の保険契約等がある場合はその内容がわかるもの 

・調査同意書（引受保険会社が事故または損害の調査を行うために必要な同意書） など 
  

  

＜＜ごご加加入入いいたただだくく内内容容にに関関すするる確確認認事事項項（（ごご意意向向のの確確認認））＞＞  

この保険商品およびご契約プランは、引受保険会社で把握したお客さま情報およびご意向に基づき提案させていただいております。加入申込票にご記入の

内容が、最終的にお客さまのご意向に沿った内容であるか再度ご確認、ご了解のうえご加入ください。また、払い込む保険料が正しいものとなるよう保険

料算出に関わる事項などについてもご確認ください。その結果、修正すべき点があった場合は、加入内容を訂正させていただきます。なお、ご不明な点な

どございましたら保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までご連絡くださいますようお願い申し上げます。 

●今回お申込みのご契約についてご確認をお願いいたします。 

１．被保険者に関する「氏名」「生年月日」「年令」「性別」「職業・職務」について、すべて正しい内容となっていることをご確認ください。 

２．「他の保険契約等」「保険金請求歴」について、正しい内容となっていることをご確認ください。 

３．下記項目について、お客さまのご意向どおりとなっていることをご確認ください。 

①補償内容（お支払いする保険金、保険金をお支払いする場合、保険金をお支払いできない場合など） 

②保険金額（ご契約金額）（型やパターンなど） 

③被保険者の範囲（ご本人のみの補償、ご家族を含めての補償など） 
※保険期間、保険料に関する事項および契約者配当金制度の有無については「契約概要のご説明」に記載のとおりの設定であることをご確認ください。 

４．補償が重複する可能性のある特約をセットした他のご契約の有無をご確認いただき、特約のセット要否をご確認ください。 

●現在ご加入のご契約（満期を迎えるご契約）にご不明な点がある場合には、保険契約者、取扱代理店または引受保険会社までお申出ください。  
 

お問合わせ窓口 
 

保保険険商商品品・・契契約約内内容容にに関関すするるおお問問合合わわせせ 

【取扱代理店】 株式会社ツツミ保険事務所 

【電話番号】 ０４７－４６３－２９１４  ※おかけ間違いにご注意ください。 
 

引引受受保保険険会会社社のの連連絡絡・・相相談談・・苦苦情情窓窓口口 

引引受受保保険険会会社社へへののごご相相談談・・苦苦情情ががああるる場場合合  事事故故がが起起ここっったた場場合合  

0120-101-060（（無無料料）） 
●受付時間 平日 9：00～17：00 
●土・日・祝日および年末年始は休業させていただきます。 
●ご加入の団体名（会社・官公庁・学校・組合・会等）をお知らせください。「加入者証」等をお

持ちの場合、お手元にご用意ください。 
●一部のご用件は営業店等からのご対応となります。  

遅滞なくご加入の取扱代理店または下記にご連絡ください。 

0120-985-024（（無無料料）） 
●受付時間 24 時間 365 日 

●おかけ間違いにご注意ください。 

●ＩＰ電話からは 0276-90-8852（有料）におかけください。 

 
指指定定紛紛争争解解決決機機関関  

引引受受保保険険会会社社ととのの間間でで問問題題をを解解決決ででききなないい場場合合  
引受保険会社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法人 日本損害保険協会と手続実施基本契約を締結しています。 
引受保険会社との間で問題を解決できない場合には、一般社団法人 日本損害保険協会にご相談いただくか、解決の申し立てを行うことができます。 

一般社団法人 日本損害保険協会そんぽＡＤＲセンター 

0570-022-808  
●受付時間［平日 9:15～17:00（土・日・祝日および年末年始を除きます）］ 

●携帯電話からも利用できます。ＩＰ電話からは 03-4332-5241 におかけください。  
●おかけ間違いにご注意ください。 
●詳細は、一般社団法人 日本損害保険協会のホームページをご覧ください。 

（https://www.sonpo.or.jp/about/efforts/adr/index.html）  
   

＜引受保険会社＞ 

 

あいおいニッセイ同和損保 
あんしんサポートセンター 

［ナビダイヤル（全国共通・通話料有料）］ 
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